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̶̶̶̶̶̶  常磐大学人間科学部紀要『人間科学』編集規程  ̶̶̶̶̶̶

１． 常磐大学人間科学部紀要『人間科学』（HUMAN SCIENCE）は、年に一巻とし、２号に分けて発行する。
２．本誌の寄稿資格者は、本学の専任教員および紀要編集委員会が認めた者とする。
３． 寄稿論文は学術論文として相応しい内容と形式を備えたものであり、かつ未発表のものでなければな

らない。
４．本誌には論文、研究ノート、書評、学界展望などの欄を設ける。それらの内容は以下のとおりとする。
　　論文は理論的又は実証的な研究成果の発表をいう。
　　研究ノートとは研究途上にあり、研究の原案や方向性を示したものをいう。
　　書評は新たに発表された内外の著書・論文の紹介をいう。
　　学界展望は諸学界における研究動向の総合的概観をいう。
５．原稿は所定の執筆要綱に従って作成し、紀要編集委員会に提出する。
６． 寄稿原稿は紀要編集委員会において検討し、必要な場合には、加筆、訂正、削除もしくは掲載見送り

を要求することがある。
７．一号につき一人が掲載できる論文など、原則として一編とする。
８．初校の校正は執筆者が行う。
９．執筆者に対して編集規程と執筆要綱を配布する。
10．執筆者には本誌２冊と抜刷 50 部を贈呈し、それ以上は実費負担とする。
11．必要に応じて、片方の号はテーマを決めて特集号とする。
12．論文の体裁（紙質、見出し、活字など）は可能な限り統一する。
13． 紀要のサイズは B5 とし、論文、研究ノート、書評、学界展望は二段組、その他は一段組で、いずれ

も横組とする。活字の大きさは論文、研究ノート、書評、学界展望、その他いずれも 10 ポイントとし、
いずれも明朝体とする。

14．上記以外の事項については、紀要編集委員会の決定に従うものとする。

̶̶̶̶̶̶  常磐大学人間科学部紀要『人間科学』執筆要綱  ̶̶̶̶̶̶

１． 原稿は、手書きの場合は横書きで、A4 版 400 字詰め原稿用紙で提出する。パソコン入力の場合には
テキストファイルのフロッピーと、横書き 40 字 30 行で A4 版用紙に印刷されたものを提出する。

２． 原稿の長さは、論文は 24000 字（400 字詰め原稿用紙換算 60 枚）、研究ノートは12000 字（30 枚）、書評
は 4000 字（10 枚）、学界展望は 8000 字（20 枚）を基準とする。課題研究助成報告は（3.75 枚）以内
とする。そのほかのものについては紀要編集委員会で決定する。

３．原稿はコピーをとり、オリジナルを紀要編集委員会に提出し、コピーは執筆者が保管する。
４．原稿執筆にあたっては、以下の事項に従うこと。

（１） 原稿の１枚目には原稿の種別、題目、著者名および欧文の題目、ローマ字表記の著者名を書く
こと。

（２） 論文には 200 語程度の欧文アブストラクトを付すこと。なお、アブストラクトとは別に欧文サマ
リーを必要とする場合は、A4 版ダブルスペース３枚以内のサマリーを付すことができる。

（３）書評には著者名、書名のほか出版社名、発行年、頁数を記載すること。
（４）記述は簡潔、明解にし、現代かなづかい、常用漢字を使用する。
（５）数字は、原則として算用数字を使用する。
（６）欧文は手書きにせず、ワープロないしタイプライターを使う。
（７）注および（参考）文献の表記等は、執筆者の所属する学会などの慣行に従うものとする。
（８） 図、表は一つにつき A4 版の用紙に１枚に描き、本文に描き入れない。なお、本文には必ずそ

の挿入箇所を指定すること。
（９） 図表の番号は図１.、表１.、とする。そのタイトルは、図の場合は図の下に、表の場合は表の

上に記載すること。
（10）図表の補足説明、出典などはそれらの下に書くこと。
（11）見出しは、１、２、（章に相当）、1－1、1－2、（節に相当）、（１）、（２）の順とする。
（12）人名、数字表記、用語表記は、所属学会の慣行に従う。
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論　　文

欠陥住宅・建築工事に対する建築家の責任（２・完）

日向野　弘毅
Higano Kouki

Die Haftung des Architekten für Mängel des 
errichteten Bauwerks und fehlerhafte Bauausführung

In Japan wurden bisher Fragen der Haftung eines Architekten kaum erörtert. In letzter Zeit ist jedoch die 
Tendenz einer steigenden Anzahl von Bauprozessen zu beobachten, die eine Haftung von Architekten zum 
Gegenstand haben. Daher kann man davon ausgehen, daß diese Frage in Zukunft wichtiger wird. In diesem 
Beitrag betrachtet man neuere Tendenz der Bauprozesse.

目　次

１．はじめに

２．欠陥住宅・建築工事に対する建築家の民事責任を

めぐる裁判実務の動向

　２－１．設計施工一貫型（以上 20 巻２号）

　２－２．設計施工分離型

　　（１）諸判決例

  　 （２）諸判決例の検討

　　（３）諸判決例の問題点

　２－３．裁判実務の問題点

３．おわりに（以上本号）

注

２－２．設計施工分離型

（１）諸判決例

　ここでは、設計及び（又は）監理と施工が別々に委

託されている事案（例えば、建築家が施工業者の被用

者ではないなど）で当該設計監理者（建築家）の責任

を肯定した判決例をみていくことにする。このような

事案では、設計施工一貫型とは異なり、建築家の責任

と施工業者の責任との関係が比較的明確になる。従っ

て、この設計施工分離型においては、とりわけ監理者

の責任と施工業者の責任との関係について論じる実益

がでてくるが、この問題については、裁判実務におい

ても、法学界・建築実務界においてもあまり論じられ

ていない。

　それでは以下、設計施工分離型に属する事案におい

て建築家の責任を肯定した判決例を、（ⅰ）設計ミス

を認めたもの、（ⅱ）設計・監理ミスを認めたもの、（ⅲ）

監理ミスを認めたもの及び（ⅳ）配慮義務違反を認め

たもの、の４つに分けて紹介、検討していくことにす

る。
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欠陥住宅・建築工事に対する建築家の責任（２・完）

（ⅰ）設計ミスを認めたもの

　ここでは、建築家の設計ミスのみを認めた諸判決例

を紹介する。いずれも建築家の不法行為責任を認めた

ものである。

　次の判決は、貸ビル会社の被用者の設計ミスによる

当該会社の使用者責任（民法 715 条）を認めたもので

ある。

⑦東京高裁昭和 57 年４月 27 日判決（未登載、昭和

55 年（ネ）第 1044 号、同年（ネ）第 1161 号、同 56

年（ネ）第 1474 号）

［事案］Ｙ４（被告）は、Ｙ１（被告、貸ビル会社）の

所有する鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下５階付

11 階建事務所（以下「本件建物」という。）の２階部

分の一部屋（以下「本件部屋」という。）をＹ１より賃

借し、本件部屋においてサウナ浴場を経営していた。

Ａほか２名は同浴場に入浴客として入場中、火災によ

り大量の煙が発生して浴場全体に急速に波及し、停電

により暗闇となったため逃げ場を失い、煙に基因する

一酸化炭素中毒により死亡した。火災の原因は、サウ

ナ風呂のヒーターによる木製椅子の低温無炎着火現象

によるものであった。そこで、Ｘ１（原告、Ａの妻）、

Ｘ２（原告、Ａの子）、Ｘ３（原告、Ａの父）及びＸ４（原

告、Ａの母）は、Ｙ１、サウナ風呂の開発製造業者Ｙ２（被

告）、その代表者Ｙ３（被告）、Ｙ４（被告）及びサウナ

風呂販売会社の取締役でＹ２の開発に参画したＹ５（被

告）に損害賠償を請求した。因に、本件サウナ浴場は、

Ｙ１の従業員の設計に基づき訴外Ｂが施工したもので

あった。

　詳らかに言えば、Ｙらに対して、Ｘ１は、Ａの逸失

利益相当損害金の相続 3307 万 7000 円、慰謝料 1000

万円、弁護士費用 300 万円、合計 4607 万 7000 円及び

年５分の割合による遅延損害金を、Ｘ２はＡの逸失利

益相当損害金の相続6615万 4000円、慰謝料1000万円、

弁護士費用 600 万円、合計 8215 万 4000 円及び年５分

の割合による遅延損害金を、Ｘ３・Ｘ４は各慰謝料 300

万円及び年５分の割合による遅延損害金を連帯して支

払うよう求めた。

　第一審の東京地裁は、昭和 55 年４月 25 日の判決（判

時 975 号 52 頁）で、Ｙ２の法人としての責任、Ｙ３・

Ｙ５の開発上の責任及びＹ１・Ｙ４の直接占有者として

の責任を認め、Ｙらの責任関係は共同不法行為である

とした。

　まず、Ｙ３・Ｙ５は、本件サウナ風呂の研究開発にあ

たっては、十分に検討、実験を重ねて、本件のような

長期加熱による着火のないような構造のものにし、火

災の発生を未然に防止すべき注意義務があるのに、こ

れを重過失により怠った（すなわち、容易に本件のよ

うな出火を予見し得たのに、ほとんどみるべき防火上、

耐火上の考慮をしていない）ので、Ａの死について不

法行為責任を負うべきであるし、また、Ｙ３の前記重

過失がＹ 2 の代表取締役としての職務を行うものであ

ることは明白であるから、Ｙ２も同様の責任を負うべ

きである、とした。

　次に、Ｙ１・Ｙ４の責任についてであるが、本件サウ

ナ浴場施設が民法 717 条１項の土地の工作物に該当す

ることは明らかであるとしたうえで、本件サウナ浴場

のような施設においては、内部での出火に備えて、早

期にこれを消火しうるような消火器等の消火設備を浴

場内に備えることが必要であるし、また、煙がたちこ

めたり停電するなどして浴場内が暗くなっても避難方

向が容易に識別できるような非常灯とか蛍光塗料等に

よる表示板を備えることが必要であるが、本件サウナ

浴場内はこれらの設備を欠いており、同浴場の設置、

保存上の瑕疵にあたるとし、前記瑕疵によりＡは死亡

したものと結論づける。そして、Ｙ４については、本

件部屋の賃借人としてこれを管理支配し、本件サウナ

浴場施設を含む本件部屋の「占有者」（民法 717 条に

いう）であったとして、その責任を認めた。

　Ｙ１については、おおよそ以下のように判示する。

すなわち、Ｙ１は、賃貸人とはいえ、本件部屋内部に

ついても事実上の管理支配を有し、その瑕疵を修補

し得る立場にあったといえるし、このことと、本件建

物のようないわゆる近代的雑居ビルにあっては、その

構造の特殊性からしても、所有者兼賃貸人が（共用部

分をはじめとするビル全体の管理をすべきことは当然

のこととして）各賃借人の部屋内部についても、必ず

しも十分な管理能力のない賃借人と共同して管理しそ

の瑕疵を修補すべき立場にあることとを考え合わせる

と、本件サウナ浴場施設を含む本件部屋については、

賃借人のＹ４が占有者であることは明らかであるが、
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しかしだからといって、Ｙ１はその占有を全面的に排

除されているとか、単なる間接占有者にすぎないとい

うことはできないのであって、Ｙ１も、Ｙ４と重畳して

本件浴場施設を含む本件部屋を占有していたものと認

めるのが相当であって、民法 717 条の占有者に該当す

るというべきである、と。

　結局、東京地裁は、Ｙらに対し、Ｘ１に、Ａの逸失

利益相当損害金の相続 1022 万 9923 円、慰謝料 300 万

円、弁護士費用 130 万円、合計 1452 万 9923 円及び年

５分の割合による遅延損害金を、Ｘ２にＡの逸失利益

相当損害金の相続 2045 万 9846 円、慰謝料 300 万円、

弁護士費用 230 万円、合計 2575 万 9846 円及び年５分

の割合による遅延損害金を、Ｘ３・Ｘ４に、各慰謝料 80

万円及び年５分の割合による遅延損害金を連帯して支

払うよう命じた。

　この第一審判決に対して、Ｙ１及びＹ４が控訴した。

これに対して、Ｘ１・Ｘ２は原判決の変更を求めて附帯

控訴した。すなわち、Ｙ１・Ｙ４に対し、Ｘ１に 2704 万

1871 円及び年５分の割合による遅延損害金を、Ｘ２に

4408 万 3742 円及び年５分の割合による遅延損害金を

支払うよう求めた。

　二審の東京高裁は、Ｙ１がサウナ浴場の直接占有者

であるとの原審の判断をしりぞけ、かえって、Ｙ１の

従業員の設計ミスによる不法行為責任（民法 709 条）

を認め、Ｙ１には使用者としての責任（民法 715 条）

を認めた。また、Ｙ４については原審の判断を維持し

た。結論的には、Ｙ１及びＹ４の各控訴をいずれも棄却

した。附帯控訴については一部認容し、Ｙ１・Ｙ４に対し、

Ｘ１に 2071 万 5050 円及びうち 1798 万 3324 円（Ａの

逸失利益相当の損害金の相続 1138 万 3324 円、慰謝料

500 万円及び弁護士費用 160 万円の合計）に対する年

５分の割合による遅延損害金を、Ｘ２に 3245 万 5421

円及びうち 3046 万 6649 円（Ａの逸失利益相当損害金

の相続 2276 万 6649 円、慰謝料 500 万円及び弁護士費

用 270 万円の合計）に対する年５分の割合による遅延

損害金を支払うように命じた。

［判旨］本件判決は、まず、おおよそ以下のように判

示して、Ｙ１が本件サウナ浴場の直接占有者であると

の一審判決の判断をしりぞける。すなわち、Ｙ１とＹ４

との間に締結された本件部屋の賃貸借契約において

は、「賃料は、Ｙ４の売上金額の 15 パーセントに相当

する金額とする（ただし、売上金額の 15 パーセント

が月額 14 万 2100 円に達しないときは右金額とする）、

Ｙ４が部屋又は造作の修繕、模様替もしくは造作の新

設等原状を変更するときは予めＹ１の承諾を得なけれ

ばならない、Ｙ４は使用目的を変更してはならず、Ｙ１

が定めた有楽町ビル商店街細則を遵守する」等を内

容とする約定がなされ、Ｙ１は、前記ビルの賃借人が

部屋の模様替等の工事をするときは事前に助言を与え

たり、場合によっては設計の変更をなさしめることが

あった。そして、Ｙ１は右ビル地下２階に管理室を設

け、自社の従業員をしてビル管理にあたらせ、休日、

夜間等賃借人の不在の場合において保安、防災管理上

必要と認めるときは各賃借人の賃借部屋に立ち入って

いた。然しながら、前記のとおりＹ１がビル賃借人に

対し使用目的の変更を禁じ、部屋の造作、模様替等に

つき制限を課し、細則を設けて使用方法を規制し、保

安、災害防止のため部屋への立入権を留保しているの

は、建物所有者の利益の擁護と、賃貸人として営業種

目、態様の異なる多数の賃借人相互間の利害を調整し、

一つの商店街としての品位を保ち賃借人相互の繁栄を

はかることを目的としてなされているものであり、ま

た、賃料額を賃借人の営業による売上高の歩合とした

ことも、賃借人の支払能力との関連で賃料額を定める

という賃料額決定の一方法を選択したにすぎないもの

であることが認められるから、前示の認定事実から直

ちにＹ１がＹ４の本件サウナ浴場の経営に介入していた

ものということはできないこと当然であり、したがっ

て、Ｙ１がＹ４の営業設備である本件個室サウナ浴室部

分その他の本件サウナ浴場設備を占有していたと認め

る余地は存しない、と。

　本件判決はおおよそ以上のように判示して、Ｙ１は

本件サウナ浴場の直接占有者としての民法 717 条責任

を負わないとしたものの、かえって、Ｙ１の従業員で

ある建築家の設計ミスによる不法行為責任（民法 709

条）を認め、Ｙ１にはその使用者としての責任（民法

715 条）を認めた。

　本件判決は、設計者の注意義務についておおよそ以

下のように判示する。すなわち、サウナ浴室は、部屋

を事務所、店舗など恒常的に火気を用いない用途に使
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用する場合に比べ火災発生の危険度は相対的に高いも

のであり、しかも、本件発火源となった本件個室サウ

ナ浴室部分の床、天井及び壁に使用された資材のうち

ハードボード、ベニヤ板は燃焼の難易はあってもいず

れも可燃性のものであり、壁の内側表面の木製板材及

び木製ベンチも可燃材であり、ひとたび発火すれば忽

ち浴室を全焼せしめる危険のあるものであるから、か

かる浴室を備える本件サウナ浴場の設計にあたるＹ１

の担当者としては、本件サウナ浴場を利用する不特定

多数の公衆のため浴室内から発した火が浴場内の他の

部分に伝播することのないよう、浴室の周囲は、不燃

材をもって厳重に囲うとともに、その余の浴場内設備

についてもでき得る限り不燃性、難燃性の資材を使用

するよう配慮すべき業務上の注意義務がある、と。

　そのうえで、本件判決は、Ｙ１の従業員である設計

担当者の設計ミスについておおよそ以下のように判示

する。すなわち、壁にベニヤ板を使用する設計をした

こと、特に個室サウナ浴室部分を囲う壁に可燃性のベ

ニヤ板を使用すべきものとした設計は、右部分が個室

サウナ浴室から出火した場合に他への延焼を防止する

上で最も肝要な個所であることに鑑みると、極めて不

適当なものであって、Ｙ１の設計担当者には重大な過

失がある、と。

　そして、本件判決は、当該設計ミスと亡Ａの死亡と

の因果関係については、亡Ａの視野を奪った煙と同人

を死亡するに至らしめた一酸化炭素は、本件サウナ浴

場の当該焼燬部分が燃焼する際に発したものであるか

ら、Ｙ１の設計担当者の設計ミスと亡Ａの死亡との間

には相当因果関係があるとした。そして、Ｙ１の設計

担当者の不法行為責任（民法 709 条）及びＹ１の使用

者責任（民法 715 条）を認めた。

　結論として、Ｙ１及びＹ４はＸ１・Ｘ２に対し連帯して

損害賠償責任を負うとした。

　次の判決は、いわゆる建築士の名義貸しに関するも

のであるが、設計監理会社の代表者の設計ミスによる

709 条責任及び当該会社の 44 条責任を認めた（監理

責任については、名義貸しを認めて否定）。

⑧大阪地裁昭和 62 年２月 18 日判決（判時 1323 号 68

頁、判タ 646 号 165 頁）

［事案］Ｘ１会社（原告）は昭和 49 年 12 月、Ｙ１（被告、

建築物の設計・施工・工事監理等を業とする会社－訴

訟係属中に破産宣告を受けている。）との間でＡ建物

の設計、施工につき請負代金 2296 万 1800 円で建築工

事請負契約を締結し、昭和 50 年６月頃同建物の引渡

を受けた。Ｘ２（原告、Ｘ１会社の代表取締役）及びＸ３

は昭和 50 年６月頃Ｙ１との間でＢ建物の設計、施工に

つき請負代金 2765 万 6400 円で建築工事請負契約を締

結し、同年 12 月同建物の引渡を受けた。Ｘ２は、Ｘ１

会社の代表取締役であるところから、Ａ、Ｂ各建物は

建築構造上は別個の独立した建物であるが、Ｂ建物の

西側部分がＡ建物の東側部分と接して建てられている

ため、外形上は一棟の建物のように接続した内外装が

なされている。

　ところで、Ｙ１は建築士事務所の登録（建築士法 33

条）を受けておらず、建築確認申請手続等の代理業務

を行うことができないため、これを専属的にＹ２（被告、

設計監理会社）に依頼していた。Ｙ３はＹ２の代表取締

役で一級建築士であるが、Ｙ１の依頼によりＡ・Ｂ両

建物につき現地の地質調査をせずに建築確認申請書添

付の設計図書を作成し、また、同申請書記載の代理者

設計者及び工事監理者の各資格氏名欄にＹ３の、同じ

く各建築事務所欄にはＹ２の各記名をなした上押印し

た。Ｙ３は、右代理業務に関してＹ１から設計図面作成

費及び確認申請手数料としてＡ建物につき 21 万円の、

Ｂ建物につき 30 万円の各報酬を受けた。Ｙ３は、この

ように、確認申請書には工事監理者としてその氏名が

記されていたが、実際は工事監理者にはなっておらず、

Ｙ１も実際の工事監理者をおかなかった。また、Ｙ１は、

その後も現地について地質調査をすることなく、Ｙ３

が作成した右設計図書にもとづいてＡ、Ｂ各建物の建

築工事を完成した。

　工事完了・建物引渡後、Ｘらは、Ａ・Ｂ両建物には

構造上の欠陥、すなわち、鉄骨軸組架構体の歪み、鉄

骨構造体の部材熔接の不良及び基礎構造の不良があ

り、また、この基礎構造の瑕疵により不等沈下が生じ

て両建物が傾斜しており、さらに耐火・防火上の欠陥

（耐火性能の不足、防火区域の欠落、非常照明の欠落）

も存在すると主張し、Ｙ１に対し、設計、施工及び工

事監理上の瑕疵があるとして、債務不履行責任（不完

全履行）ないし請負人の担保責任に基づき、また、Ｙ３
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に対し、Ａ・Ｂ両建物の前記瑕疵につき設計・工事監

理上のミスがあるとして民法 709 条に基づき、さらに

Ｙ２に対しては民法44条あるいは同法715条に基づき、

損害賠償を請求した（Ｙ１に対する損害賠償請求訴訟

は後に破産債権確定訴訟に変更）。

　請求額の内訳は、Ｘ１会社については、補修費用相

当損害金（建物解体費、再築費など）2500 万円、Ａ

建物補修工事期間中の代替建物賃料 84 万 3520 円、引

越費用 30 万円、鑑定調査費用 100 万円、慰謝料 100

万円、弁護士費用 281 万 4000 円、合計 3095 万 7520 円、

Ｘ２・Ｘ３については、補修費用相当損害金（建物解体

費、再築費など。Ｘ２分 1957 万 4716 円、Ｘ３分 2005 万

1639 円）、Ｂ建物補修工事期間中の代替建物賃料（Ｘ２

分 72 万 9472 円、Ｘ３分 74 万 7245 円）、引越費用（Ｘ２

分 14 万 8200 円、Ｘ３分 15 万 1800 円）、鑑定調査費用

（Ｘ２分 49 万 4000 円、Ｘ３分 50 万 6000 円）、慰謝料

（Ｘ２分 200 万円、Ｘ３分 30 万円）、弁護士費用（Ｘ２分

229 万 4000 円、Ｘ３分 217 万 5000 円）であり、合計

すると、それぞれＸ２分 2524 万 388 円、Ｘ３分 2393 万

1684 円であった。

　以上要するに、ＸらはＹ１に対しそれぞれ 3095 万

7520 円（Ｘ１ 会社）、2524 万 388 円（Ｘ２）、2393 万

1684 円（Ｘ３）及び各遅延損害金（Ｘ１会社は年６分

の割合、Ｘ２・Ｘ３は年５分の割合）の賠償を請求し（後

に破産債権確定訴訟に変更）、Ｙ２・Ｙ３に対してもそ

れぞれ同額（ただし、遅延損害金についてはいずれも

年５分の割合）の賠償を請求した。

［判旨］まず、構造上の欠陥についてはこれをいずれ

も認め、特に基礎構造の不良については、敷地の地耐

力に関する設計ミスが原因であり、その結果、基礎構

造が不等沈下し、Ａ・Ｂ両建物が傾斜したとし、さらに、

耐火・防火上の欠陥についても認めた。そして、基礎

構造の不良については、設計、施工及び工事監理上の

瑕疵があるとし、その他の構造上の欠陥（鉄骨軸組架

構体の歪み、鉄骨構造体の部材熔接の不良）及び耐火・

防火上の欠陥については、施工及び工事監理上の瑕疵

があるとした。

　Ｙらの責任については以下のとおりである。まず、

ＸらのＹ１に対する責任追及に関しては、通説・判例

に従い、債務不履行（不完全履行）責任を排して設計、

施工及び監理の瑕疵を理由に瑕疵担保責任を認めた。

次に、Ｙ２・Ｙ３に対しては、建築確認申請書の工事監

理者資格欄にＹ２・Ｙ３の記名押印があるものの、大阪

市の指導に従い建築確認を得るため便宜上名義が用い

られたにすぎないとして、Ｙ３の工事監理者としての

責任は否定した。しかし、Ｙ３の作成した設計図書に

ついては、直接には建築確認を得るために作成された

ものではあるが、本件の場合、実際の工事施工のため

でもあったとしたうえで、Ｙ３はＡ・Ｂ両建物の基礎

構造設計の際に敷地の地盤調査を怠り誤った地耐力を

設定して、基礎構造の不等沈下を生じさせた、従って、

Ｙ３は少なくとも過失によりＸらの財産権を侵害した

ことになるとして、Ｙ３には民法 709 条に基づく責任

を、Ｙ２には民法 44 条に基づく責任を認めた。

　Ｘらの損害額の算定にあたっては、まず、建物の部

分修復で足りるのか、それとも再築が必要かという点

が問題になるが、この点については以下のように判示

する。すなわち、基礎構造の瑕疵に加えて鉄骨構造体

の部材熔接の瑕疵、Ｂ建物についての鉄骨軸組架構体

組方の瑕疵さらには耐火、防火構造の瑕疵の各補修を

も総合的に考慮すると、瑕疵ある部分のみの除去、修

復は理論上は不可能ではないにせよ、現実に施工する

ことは極めて困難となり、工費の低廉性をもってして

も最早部分修復法の合理性を担保しえないというべき

であるから、補修方法としては再築法を採用するのが

相当である、と。

　このように建物の補修方法としては部分修復法を

排し、再築法を採用したうえで、Ｘらの損害に関して

は、補修費用相当損害金等の前記損害項目につき金額

の点を除きすべて認めた。ただし、Ｙ２・Ｙ３について

は、本件建物の瑕疵のうち基礎構造の瑕疵に限って考

えた場合には部分修復法を採用するのが相当であると

して、その限りで損害額を算定している。具体的な認

容額は以下のとおりである。すなわち、Ｘ１会社につ

いては、補修費用相当損害金 2500 万円（Ｙ１に対して。

Ｙ２・Ｙ３に対しては、Ａ建物の瑕疵のうち基礎構造の

瑕疵のみの補修費相当損害金即ち設計上の瑕疵と相当

因果関係のある損害 1743 万 4318 円）、Ａ建物補修工

事期間中の代替建物賃料 84 万 3520 円（Ｙ１に対して。

Ｙ２・Ｙ３に対しては、Ａ建物の瑕疵のうち基礎構造の



－14 －

欠陥住宅・建築工事に対する建築家の責任（２・完）

瑕疵のみの補修工事期間中の代替建物賃料即ち設計上

の瑕疵と相当因果関係のある損害 17 万 6647 円）、引

越費用 30 万円、鑑定調査費用 89 万 8000 円、慰謝料

80 万円、弁護士費用（Ｙ 1 につき 278 万 4000 円、Ｙ２・

Ｙ３につき各自 196 万円）、合計 3062 万 5520 円（Ｙ１に

対して。Ｙ２・Ｙ３に対しては 2156 万 8965 円）、Ｘ２・

Ｘ３については、補修費用相当損害金（Ｘ２分 1957 万

789 円、Ｘ３分 2004 万 7617 円。ただし、Ｂ建物の瑕疵

のうち基礎構造の瑕疵のみの補修費相当損害金即ち設

計上の瑕疵と相当因果関係のある損害については、Ｘ２

分 1053 万 5477 円、Ｘ 3 分 1079 万 2166 円）、Ｂ建物補

修期間中の代替建物賃料（Ｘ２分 45 万 5920 円、Ｘ３分

46 万 7028 円。ただし、Ｂ建物の瑕疵のうち基礎構造

の瑕疵のみの補修工事期間中の代替建物賃料即ち設計

上の瑕疵と相当因果関係のある損害については、Ｘ２分

９万 1184 円、Ｘ３分９万 3405 円）、引越費用（Ｘ２分

14 万 8194円、Ｘ３分 15 万 1800円）、鑑定調査費用（Ｘ２

分 44 万 3596 円、Ｘ 3 分 45 万 4403 円）、慰謝料（Ｘ 2

分 80 万円、Ｘ 3 分 20 万円）、弁護士費用（Ｘ 2 分（Ｙ 1

につき 214 万 1000 円、Ｙ２・Ｙ３につき各自 120 万 1000

円）、Ｘ３分（Ｙ 1 につき 213 万 2000 円、Ｙ 2・Ｙ３に

つき各自 116 万 9000 円））であり、合計すると、それ

ぞれＸ２分 2355 万 9499 円（Ｙ１に対して。Ｙ２・Ｙ３に

対しては 1321 万 9451 円）、Ｘ３分 2345 万 2848 円（Ｙ１

に対して。Ｙ２・Ｙ３に対しては 1286 万 774 円）である。

　以上要するに、ＸらはＹ１会社に対し損害賠償元金

（Ｘ１会社につき 3062 万 5520 円、Ｘ２につき 2355 万

9499 円、Ｘ３につき 2345 万 2848 円）及び遅延損害金

（Ｘ１会社については年６分の割合、Ｘ２・Ｘ３について

は年５分の割合）の各破産債権を、並びにＹ２・Ｙ３に

対し損害賠償請求権（Ｘ 1 会社につき 2156 万 8965 円、

Ｘ２につき 1321 万 9451 円、Ｘ３につき 1286 万 774 円）

及び年５分の割合による遅延損害金請求権を有するこ

とを認めたのが本件判決である。

⑨大阪高裁平成元年２月17日判決（判時1323号68頁、

判タ 705 号 185 頁）

　本判決は、前掲⑧判決の控訴審判決である。一審判

決に対しては、Ｙ２及びＹ３のみが控訴したが、これに

対して、大阪高裁は、Ｘ 1 会社の慰謝料請求の部分を

除き、一審判決を維持した。Ｘ 1 会社の慰謝料請求を

斥けた部分の判示はおおよそ以下のとおりである。す

なわち、法人の名誉権侵害のような場合、金銭評価の

可能な無形の損害が発生することが絶無ではなく、こ

のような損害については金銭賠償をさせるのが社会観

念上妥当と認められることがありうるけれども、本件

においては、そのような損害が発生したことを認める

に足りる証拠は全く存在しない、と。また、控訴審で

追加されたＹらの消滅時効の抗弁は斥けられた。

（ⅱ）設計・監理ミスを認めたもの

　ここでは、設計ミス及び監理ミスを認めた諸判決例

について、（ａ）瑕疵担保責任を認めたもの及び（ｂ）

不法行為責任を認めたもの、の２つに分けて紹介、検

討する。

（ａ）瑕疵担保責任を認めたもの

　次の判決は、建築家の瑕疵担保責任を認めているが、

設計・監理契約の法的性質につきこれを当然に請負と

解しているのだろうか。この点、判示からは必ずしも

明らかではない。

⑩津地裁伊勢支部平成２年１月 19 日判決（未登載、

昭和 58 年（ワ）第 39 号）

［事案］Ｘ（原告、建築主）は、鉄筋コンクリート造

陸屋根三階建の居宅兼診療所（歯科医院）（以下「本

件建物」という。）の建築に際し、建築工事をＹ１（被告、

建築工事請負を業とする有限会社。Ｙ２（被告）はそ

の代表取締役）に、設計及び監理をＹ３（被告、建築

設計を業とする有限会社。Ｙ４（被告）はその代表取

締役）に委託した。工期は予定よりも延長され（Ｘは

工事遅延を主張）、また、本件建物の引き渡し日に本

件建物内でＹ１の従業員らの作業ミスによりガス爆発

事故が発生したため、Ｘの入居はさらに遅れた。入居

後、Ｘは、本件建物の設計・監理ミス及び建築工事の

瑕疵並びにガス爆発事故による被害を主張して、Ｙら

に対し本件訴えを提起した。すなわち、（１）冷暖房

関係設備の設計ミスとして、１．冷温水は主として上

下のみに循環し、各室に効果的に循環する配管になっ

ていない、２．循環ポンプの能力が不足している、３．

各室の空気の流通に対する配慮がなされていない、な

どの点を挙げ、（２）採光上の設計ミスとして、１．

診療室の有効採光面積を念頭に置かず、これが０とな
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るような設計をした点、２．有効採光面積が建築基準

法上問題ないとしても、隣地に建築物が建てられた場

合にも自然採光が十分に確保できるように設計する必

要があるのにこれを怠った点を挙げた。さらに、（３）

本件建物建築工事の瑕疵として、18 個所の欠陥を指

摘した（詳細については［判旨］を参照）。また、（４）

ガス爆発事故による被害として、既に当時備付工事を

完了していた別注家具を毀損したほか、既済工事の一

部を損傷したこと、そしてさらに、その修補点検（爆

発に伴う構造材への影響）が未だ完全に行われていな

いほか、修補工事に伴い各室を汚したままクリーニン

グもなされていない点を挙げた。

　Ｘは、以上の瑕疵を列挙したうえで、Ｙ３に対しては、

（１）（２）の設計ミス及び（３）についての監理ミス

を理由に責任（瑕疵担保責任）があるとし、Ｙ１に対

しては、（１）についてＹ３の設計ミスとＹ１の下請け

である訴外Ａの設計ミスが競合しており、また、Ｙ３

の設計ミスを知りながらＸに告げないまま施工をした

ことから（１）についてはＹ３とともに責任（瑕疵担

保責任）があり、さらに（３）（４）については施工

上のミスであることから前記同様の責任があるとし、

また、Ｙ２・Ｙ４に対しては、それぞれ有限会社法 30

条の３第１項に基づく責任（取締役の第三者に対する

責任）があるとして、損害賠償を請求した。

　Ｘの主張する損害は以下のとおりである。すなわち、

（Ⅰ）設計の瑕疵による損害として、（ⅰ）冷暖房設備

が機能しないこと等による損害 612 万 5024 円、（ⅱ）

採光の欠陥による損害 500 万円、合計 1112 万 5024 円。

（Ⅱ）建築工事の瑕疵による損害 361 万 9230 円。（Ⅲ）

ガス爆発事故による損害 300 万円。（Ⅳ）本件建物の

欠陥の調査費用相当の損害 51 万 3440 円。（Ⅴ）工事

遅延による損害 28 万 6590 円。また、（Ⅵ）慰謝料（予

備的主張）として、仮に以上のうち、（Ⅰ）（ⅰ）（612

万 5024 円）及び（Ⅱ）（361 万 9230 円）の請求の一

部が認められないとすれば、その認められない額。

　以上要するに、Ｘは、Ｙら全員に対し、（Ⅰ）（ⅰ）

（612 万 5024 円）、（Ⅱ）（361 万 9230 円）及び（Ⅳ）（51

万 3440 円）の合計 1025 万 7694 円並びに年６分の割

合による遅延損害金の支払いを、Ｙ３・Ｙ４に対し、（Ⅰ）

（ⅱ）（500 万円）及び年６分の割合による遅延損害金

の支払いを、Ｙ１・Ｙ２に対し、（Ⅲ）（300 万円）及び（Ⅴ）

（28 万 6590 円）の合計 328 万 6590 円及び年６分の割

合による遅延損害金の支払いを求めたのが本件訴訟で

ある。

［判旨］まず、（１）の冷暖房関係設備の欠陥１．２．３．

については、Ｙ３の履行補助者の設計ミス、Ｙ１の履

行補助者の施工ミス及びその施工に対するＹ 3 の監理

ミスが競合して生じたものであるとして、設計・監理

ミスによるＹ３の責任、施工ミスによるＹ１の責任をそ

れぞれ認めた。次に、（２）の採光上の欠陥の１．に

ついては、Ｙ３の設計ミスを認めたが、（２）の２．に

ついては、Ｘが隣地に建物が建つ予定はない旨をＹ３

に告げ、Ｙ３はその前提のもとに設計をしたのだから、

隣地の建物のために自然採光が不十分であるとの瑕疵

は、Ｘの指図によるものとして、Ｙ３の設計ミスを否

定した。

　さらに、（３）の本件建物の 18 個所の「欠陥」につ

いては、そのうち 15 個所について欠陥と認定した（残

り３個所については、設計変更や爆発事故等によるも

のであるとし、欠陥とは認めなかった）。すなわち、（ア）

建築基準法施行令 129 条の２第１項２号（現行建築基

準法施行令 129 条の２の２第１項２号）によると、構

造耐力上主要な部分を貫通して配管する場合において

は、建築物の構造耐力上支障を生じないようにするこ

とと定めており、配管が梁を貫通する場合には梁に鉄

骨や鉄筋を入れて補強しなければならないのに、本件

建物の建築においては、機械室の梁の中に整備配管を

貫通させていながら、補強の鉄骨や鉄筋を入れた形跡

がない。（イ）三階バルコニーの床スラブとその上の

防水養生モルタルの粗モルタルに、コンクリートの調

合ミスによる目立った亀裂が生じている。（ウ）二階

玄関ドアのドアチェックがドアに比べて小さかったた

め、これが曲がっており、十分に機能していない。（エ）

モルタルの配合ミスが原因で技工室壁にクラックがあ

る。（オ）廊下、階段について工事中に付着したセメ

ントやコールタール等の汚れがそのままになってお

り、壁の下地が悪く凹凸になっているため階段、廊下

の幅木が不揃いになっている。床の不陸個所が多く、

仕上左官の鏝むらがある。（カ）床下収納庫の下部は

モルタルまたは煉瓦で受ける必要があるのに砂地のま
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まになっているため、収納庫の底が抜けるおそれがあ

る。（キ）屋上のシート防水工事において、均しモル

タルが良く乾燥しないうちにシート防水を施工したた

めに、均しモルタルとシート防水との接着が悪く、そ

の間に空気層の膨らみが多数できており、雨漏りの原

因となるおそれがある。（ク）アルミサッシの調整が

不備であるため、隙間ができていたり、開閉が不自由

な個所がある。（ケ）トイレと浴室の洗面所の二か所

以外の各室のドアにギャラリーがないため、冷温気の

流通が妨げられている。（コ）ボイラーの排気筒（煙

突）がＬＰＧボンベの近くにあり、設計図に反して、

三階の上まで延ばして設置されていないため、火の粉

がガスボンベに飛んだり、二階の技工室が煙突からの

粉塵の影響を受けるおそれがある（ガスボンベとの関

係で、消防署から煙突を２メートル以上離すか、ブロッ

ク等で遮蔽するよう指示が出されている）。（サ）換気

扇の取り付け方が悪いため、居間、洋間二室、技工室、

診療室及び待合室の換気扇の機能が不備である。（シ）

パイプシャフトの点検口は通常各階に一個は付けてお

かなければならないのにそれがなく、また設計図では

三階の押し入れの中にパイプシャフトの点検口がある

ことになっているのにこれがないため、パイプにトラ

ブルが起きたときに調べようがない。（ス）排水管継

手には必ず臭気止め（トラップ装置）を付けておかな

ければならないのにこれが設置されていないため、室

内に悪臭が入る。（セ）診療室の機器全部（流し台）

にトラップ装置が不足しており、また待合室トイレ

と玄関に付いているトラップ装置は機能しない。（ソ）

屋上膨張タンクのボールタップ（浮き）が錆び付いて

いて、少し下がった所でタンクの内壁にくっついて固

定してしまったため常時少量の水が流れている、とし

た。そして、これらの欠陥はいずれもＹ１の施工上の

瑕疵であるとともに、Ｙ 3 の監理上の瑕疵であるとさ

れた。

　そしてさらに、（４）のガス爆発事故による被害に

ついては、以下の事実を認めた。すなわち、この爆発

による衝撃でダイニングキッチンの床が１メートルほ

ど上がり、天井が斜めになり、ドアが壊れ、隣の和室

の畳、建具が壊れ、窓ガラスは全部飛び、サッシも曲

がってしまったほか、Ｘが特別に注文して既に備え付

けを終えていた別注家具の扉を毀損させてしまった、

と。そして、この爆発事故については、Ｙ１の従業員

とＹ１の下請けの訴外Ａの従業員の作業ミスによるも

のとした。

　以上みたように、Ｙ１に対しては施工ミスにより、

Ｙ３に対しては設計・監理ミスによりいずれも民法 634

条に基づく責任（瑕疵担保責任）を認めたが、Ｙ２及

びＹ４の責任（有限会社法 30 条の３第１項に基づく取

締役の第三者に対する責任）は認めなかった。

　Ｘの主張する前記損害額のうち、本件判決が認容し

たのは以下のとおりである。すなわち、（Ⅰ）（ⅰ）に

ついては 546 万 224 円。（Ⅰ）（ⅱ）については 26 万

3000 円。（Ⅱ）については 332 万 4230 円。（Ⅲ）につ

いては 50 万円。（Ⅴ）については工事遅延ではなく、

ガス爆発事故により入居が遅れたことによる損害とし

て 10 万 4000 円。（Ⅳ）（Ⅵ）については認められなかっ

た。

　結局、Ｘに対して、Ｙ３は、前記（Ⅰ）（ⅰ）（546

万 224 円）、（Ⅰ）（ⅱ）（26 万 3000 円）、（Ⅱ）（332 万

4230 円）の合計 904 万 7454 円の、Ｙ１は、（Ⅰ）（ⅰ）（546

万224円）、（Ⅱ）（332万4230円）、（Ⅲ）（50万円）、（Ⅴ）（10

万 4000 円）の合計 938 万 8454 円の損害賠償責任を負

うものとされた（なお、年６分ではなく、年５分の割

合による遅延損害金の支払いも併せて認められた）。

（ｂ）不法行為責任を認めたもの

　以下の諸判決例は、建築家の設計・監理上のミスに

基づく不法行為責任を認めたものである。

　次の判決は、設計監理会社の被用者である設計監理

者の不法行為責任（民法 709 条）及び当該会社の使用

者責任（民法 715 条）を認めたものである。

⑪大阪地裁昭和53年11月２日判決（判時934号81頁、

判タ 387 号 86 頁）

［事案］Ｘ（建築主）は、Ｙ１（設計及び監理を目的と

する会社）との間で、枚方市内の土地に木造瓦葺二階

建居宅と付属建物を新築するについて設計監理契約を

締結し、Ｙ２（Ｙ１に勤務する一級建築士）がその担当

者となった。訴外Ａは、Ｘとの間の建築請負契約に基

づき、Ｙ２が作成した設計図に従い、その監理の下に

本件建築工事を行った。Ｘが本件建物に入居した後、

まもなく雨漏りがしたのをはじめ、その後の大雨を契
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機に本件建物の柱と床、壁の間などに徐々に隙間がで

き、本件建物全体が東南方向にゆがむなど本件建物に

種々欠陥が生じた。Ｘは、その原因は、本件建物の東

南部分の基礎が大雨を契機に不同沈下を起こしたため

と、小屋組をはじめとして本件建物の木工事全体に手

抜き工事があったためであると主張した。そして、Ｘ

は、Ｙ２には設計及び監理上の過失があったとして、

民法 709 条に基づき、Ｙ１には、民法 415 条（履行補

助者の過失による責任）もしくは民法 715 条（Ｙ 2 の

使用者としての責任）に基づき、財産的損害 459 万

3985 円（本件建物の欠陥による損害 449 万 3985 円＋

雑費 10 万円）、慰謝料 30 万円、合計 489 万 3985 円及

び年５分の割合による遅延損害金の賠償を請求した。

　大阪地裁は、Ｘの請求を一部認容し、Ｙ２には民法

709 条に基づき、Ｙ１には民法 715 条に基づき損害賠

償責任を認めた。認容額は、財産的損害 435 万 165 円

（本件建物の欠陥による損害 425 万 165 円＋雑費 10 万

円）、慰謝料 30 万円、合計 465 万 165 円及び年５分の

割合による遅延損害金である。

［判旨］本件判決はまず、Ｙ２の設計ミスを認める前提

として、建築士法 18 条２項及び建築基準法施行令 38

条１項から建築士の設計上の注意義務を導き出して、

次のように判示する。すなわち、建築士法18条２項は、

建築士は、設計を行う場合においては、これを法令又

は条例の定める建築物に関する基準に適合するように

しなければならない旨規定し、建築基準法施行令 38

条１項は、建築物の基礎は、建築物に作用する荷重及

び外力を安全に地盤に伝え、かつ、地盤の沈下又は変

形に対して構造耐力上安全なものとしなければならな

いとしている。したがって、Ｙ２は、一級建築士とし

て設計にあたり、現地を十分調査し、敷地上に完全な

建築物が建築されるように基礎構造を十分検討して設

計すべき注意義務があるというべきである、と。

　その上で本件判決は、Ｙ２は、本件土地が造成地で

あり切土と盛土の硬軟両質の地盤で構成されている

ことを認識していたから、建築位置と基礎構造を十分

検討しないと不同沈下がおこり、本件建物がひずむ危

険があることを容易に予見できたのに、地盤の状態を

まったく無視して基礎構造を初め本件建物の設計図を

作成したから、設計にあたり、敷地調査義務を十分に

尽さなかった過失があると判示した。

　本件判決は次に、Ｙ２の監理ミスを問う前提である

訴外Ａの施工ミスについては、本件建物の布基礎下の

割栗石の巾は設計図に反し、布基礎巾よりも狭く、基

礎自体と基礎上端の均しモルタルが水平を欠いてお

り、また、本件建物に相応の建築材料を使用している

のに、小屋組、軸組など木工事の主要部分が通常の工

法で施工されず手抜きされていると判示する。

　そして本件判決は、Ｙ２の監理ミスを認める前提と

して、建築士法２条５項及び 18 条３項から建築士の

監理上の注意義務を導き出して、次のように判示する。

すなわち、建築士法２条５項は、この法律で「工事監

理」とは、その者の責任において、工事を設計図書と

照合し、それが設計図書のとおりに実施されているか

いないかを確認することをいうと規定し、同法 18 条

３項は、建築士は、工事監督を行う場合において、工

事が設計図書のとおりに実施されていないと認めると

きは、直ちに、工事施工者に注意を与え、もし工事施

工者がこれに従わないときは、その旨を建築主に報告

しなければならないと規定している。したがって、Ｙ２

は、一級建築士として監理にあたり、設計図どおりに

工事が施工され、いやしくも手抜き工事が行なわれな

いように工事施工者であるＡを指導監督すべき注意義

務があったというべきである、と。

　その上で本件判決は、Ｙ２は、基礎工事中一度も現

場に行かなかったため、基礎工事の欠陥を発見できな

かったし、誠実に監督しなかったため、木工事の手抜

き工事を発見できなかったから、監理者として工事施

工者に対する指導監督義務を怠った過失があると判示

した。

　本件判決は結論として、Ｙ２の過失と本件建物に欠

陥が生じたこととの間には相当因果関係があるとし

て、Ｘの損害につき、Ｙ２には民法 709 条に基づく責

任を、Ｙ１には民法 715 条に基づく責任（使用者責任）

を認めた。

　次の判決の事案は、施工業者が設計、施工及び監理

を委託されたもので、本来設計施工一貫型に分類すべ

きものであるが、当該業者はさらに設計、監理及び建

築確認申請手続を被用者ではない独立の建築家に委託

し、結果的に当該建築家の不法行為責任（民法 709 条）
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が認められていることから、ここで取り扱う。

⑫大阪地裁平成４年 8月 27 日判決（未登載、昭和 57

年（ワ）第 7830 号、同 58 年（ワ）第 3638 号）

［事案］Ｙ３（被告）・Ｙ４（被告、Ｙ３の妻）はその共

有地（以下、Ａ土地という。）上に、鉄骨造陸屋根四

階建居宅兼作業場兼倉庫（以下、Ａ建物という。）を

建築しようとして、昭和 57 年４月頃、Ｙ１（被告、建

設業者）に対し、Ａ建物の設計および施工を請負わせ

ることとし（ただし、正式に両者間に請負契約＜以下

「本件請負契約」という。＞が締結されたのは、昭和

57 年６月 21 日である。）、併せて同建物について建築

基準法６条に基づく確認申請手続の代行も依頼した。

その頃、Ｙ１からＡ建物の設計・監理とともに前記手

続の代行の下請も依頼されたＹ２（被告、一級建築士）

が、同年５月１日に建築確認申請を行い、同月 29 日、

確認通知がなされた。Ａ建物の建築工事（以下全体の

工事を「本件工事」といい、そのうち基礎工事のみを

指すときは「本件基礎工事」という。）は、昭和 57 年

６月 21 日頃、着工され、同年 10 月 10 日頃完成し、

Ｙ３・Ｙ 4 に引渡された。なお、Ａ建物は、Ｙ３・Ｙ４

の共有とされ、その旨の所有権保存登記がすぐになさ

れた。Ａ土地はＸの土地（以下Ｘ土地という。）の東

隣に位置している。Ｘは、Ｘ土地の上に木造建物（以

下、Ｘ建物という。）を所有しており、Ｘ建物のうち

一階を飲食業の店舗（東側部分は寿司店、西側部分は

スナック店）として使用し、二階を居宅として長男と

ともに居住・使用している。

　ＸはＹらの不法行為について以下のように主張し

た。（１）Ｙ１（建設業者）は、杜撰な本件基礎工事を

含む本件工事を施工して、Ｘ建物を東側へ傾斜させる

等の損傷を生ぜしめた。（２）Ｙ２（設計監理者）は、

相当な設計、監理をしなかったため、Ｙ１をしてＸ建

物を損傷せしめた。（３）Ｙ３・Ｙ４（本件工事の注文者）

は、注文または指図につき過失があるので、Ｙ１らと

ともに責任がある。

　そして、Ｘは、Ｙらの共同不法行為により、Ｘ土地

地盤補強及び基礎を含む建物補修費用1250万6565円、

補修期間中の賃借建物賃料等 563 万 9198 円、引越料

107 万 8000 円、欠陥調査鑑定費用 115 万円、応急修理

費用2万円、慰謝料200万円、弁護士費用223万9000円、

合計 2463 万 2763 円の損害を被ったとして、Ｙらに対

し、各自、前記金員及び年５分の割合による遅延損害

金を支払うよう求めた。

　これに対して、Ｙらはおおよそ以下のように主張し

た。すなわち、Ｘ建物は、以前から東側へ傾斜してい

た。仮に、本件工事とＸ建物の傾斜との間に因果関係

ありとするも、Ｙらには、過失及び予見可能性がない。

本件基礎工事を全面的に請負って施工したのは、訴外

Ｂであり（Ｙ１は本件基礎工事の注文者にすぎない。）、

Ｙ１らにはＢに対する指示命令権はなかったから、Ｂ

のなした本件基礎工事につき責任はない。

　以上要するに、本件の主たる争点は、Ｙ１及びＹ２の

不法行為（民法 709 条）の成否、Ｙ３及びＹ４の不法行

為（民法 716 条）の成否及びＹらの不法行為が成立し

た場合のＸの被った損害額である。

［判旨］本件判決は、おおよそ以下のように判示する。

　Ｘ土地及びＡ土地を含む近隣一帯の土地（以下「本

件近隣土地」という。）が埋立地であり軟弱地盤地帯

であるということは、建築関係者及び建設業者が工事

前に調査すれば容易にわかることである。ところが、

Ｙ 2 は、Ａ土地の地質状況を十分に確認せず、また、

Ｙ１が本件工事をしている途中において、Ｙ１に対し、

Ｘ建物を損傷することのないようにとの適切かつ相当

な指示を与えなかった。

　Ｙ１は、根切り工事を含む本件基礎工事をＢに下請

させたが、本件工事全体をＹ３及びＹ４から請負って

いるＹ１には、本件基礎工事についても施工責任があ

るものであり、Ｂに対して適切な指揮監督をすべきで

あったし、現に、Ｙ１は、本件工事現場において施工

管理者としてＢを指揮監督していたといえる（従って、

Ｙ１は本件基礎工事の注文者にすぎないから前記基礎

工事につき責任がない旨のＹらの主張は、採用するこ

とができない。）。

　Ｘ建物及びその西隣の建物（スナック「エスキモ」）

は、本件工事前より、やや東方に傾斜していたが、ただ、

外観を目視しただけでは傾斜を確認することはできな

い程度のものであった。また、Ｘ建物（昭和 41 年頃

建築された。）には、本件工事前より、内外壁と土間

のひび割れ（クラック）、鴨居のずれ、柱や梁の傾き、

二階全体の古い雨漏りの跡（これは建物傾斜による屋
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根瓦のずれが原因であると考えられる。Ｘ建物の屋根

瓦には、本件工事前から雨漏りの補修跡がある。）及

び基礎底盤部分の破損が存在していた（以下これらを

「旧損傷部分」という。）。

　ところで、Ａ建物の東隣の建物及びＸ建物の北隣の

建物等の近隣建物には、本件工事後も傾斜等の損傷が

出ていないし、また、近隣建物の屋根瓦にはＸ建物の

ような補修跡が工事前から存在しない（しかし、Ｘ建

物以外の前記近隣建物に損傷等がないからといって直

ちにＸ建物につき本件工事による影響が全くなかった

とは即断しえない。各建物の構造、基礎及び敷地の地

盤等の状況がそれぞれ多少とも異なることが考えられ

るからである。）。

　Ｂは、昭和 57 年６月 29 日から、Ａ土地において、

土留め及び裏込めを十分にしないまま（土留め板に隙

間があったり、全く土留め板がない部分もある。土留

めの根入れ深さも不足している。土留めとＸ土地との

間に空隙があり裏込めを十分にしていない。）、ユンボ

（掘削機械）を使用してＸ土地との境界線ぎりぎりま

で深さ 1.5 メートルを越える土地（Ａ土地）の掘削に

着手した。そのため、隣地であるＸ土地の土砂の移動

や変形が生じやすい状況となり、また、現に前記土砂

の移動や変形が一部生じた疑いがある。

　また、本件工事後、Ｘ建物の建具の開閉が工事前よ

りも不良になったり不具合になったことはあるが、Ｘ

建物の傾斜や内外壁と土間のひび割れ（クラック）、

鴨居のずれ、柱や梁の傾き及び基礎底盤部分の破損等

の旧損傷部分が、本件工事後、どの程度拡大ないし増

加したかについては的確な証拠はない。しかし、本件

証拠上、明確には本件工事による被害の程度を認定し

難いとしても、本件工事によりＸ建物がある程度の損

傷を受けている疑いは否定することができない。

　Ｘ建物の地盤中心部（南側道路に面する部分）が沈

下しており、コンクリート土間の表面が窪んでいるが、

その原因は、Ｘ建物東半分の寿司店部分の排水管の接

合不良により長年月にわたり排水が漏れていたため同

建物地下部分の土砂が流れ去り石塊ばかりのような空

隙部分（空洞）が生じていたことによるものと考えら

れる。そして、前記沈下は、本件工事前から相当程度

あったものであるが、本件基礎工事による震動、衝撃

が新たに加わったことにより前記空隙部分のところで

更に沈下が進行したものと認められる。

　なお、Ｘ建物の排水設備の不良によりＸ建物敷地の

地盤に空隙部分が生じていたということまでは、Ｙ１

らにおいて予測することは難しかったといえる。

　本件判決は、以上のように判示したうえで、まず、

Ｙ１の不法行為（民法 709 条）の成否につき、おおよ

そ以下のように判示する。すなわち、Ｙ１は、本件近

隣土地が軟弱地盤であることについて調査をすれば

容易にわかったはずのことであり、このことを事前に

知っていたものと考えられるから（もし知らなかった

とすれば、それについても過失があるといわなければ

ならない。）、重量鉄骨造四階建てであるＡ建物の建築

工事を木造のＸ建物敷地の境界線に近接して施工する

にあたっては、建設業者として、建基法 90 条、同法

施行令 136 条の３によって、工事現場の危害防止義務

及び第三者災害防止措置を講ずべき注意義務があった

のであり、隣接のＸ建物の構造の安全性を侵害しない

ために事前にＸ建物の基礎又は地盤の強度に留意して

相当な土留めをするなどの適切な工事方法をとるべき

であったし、本件基礎工事をする際にはこれを行う下

請のＢに対して相当な注意と適切な指示を与えるべき

義務があったといえる。しかるに、Ｙ１は、前記義務

を怠り、Ｂをして、事前にＸ建物敷地の地盤の強度に

つき留意を促さず、十分な土留めもさせずにＡ土地の

掘削を行い本件工事を施工したために、Ｘ建物に前記

のような損傷を与えたものである（疑いの程度にすぎ

ないものもあるが）。そうとすれば、Ｙ１に不法行為責

任があると認めるのが相当である、と。

　次に、Ｙ２の不法行為（民法 709 条）の成否について

はおおよそ以下のように判示する。すなわち、Ｙ 2 は、

Ａ建物の建築設計及び工事監理をする者として、本件

工事が法令等に適合した設計図書どおりに実施され、

第三者の権利を侵害することのないように施工者（Ｙ１）

に対し適切な指示を与え、もし、施工者がこれに違背

するようなときには、工事を直ちに中止させるなどの

相当な措置を講ずべき義務があったといえる。しかる

に、Ｙ２は、前記義務を怠り、Ｘ建物に損傷を与えな

いような適切な指示をせず、また、相当な措置を講じ

ないまま放置したため、施工者たるＹ１をしてＸ建物
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に前記のような損傷を与えたものである。そうとすれ

ば、Ｙ 2 は、結局、相当な設計・監理をしなかったこ

ととなり、Ｙ 2 にも不法行為責任があると認めるのが

相当である。

　さらに、Ｙ 3 及びＹ 4 の不法行為（民法 716 条）の

成否についてはおおよそ以下のように判示する。すな

わち、Ｙ 3 及びＹ１は、本件工事前にＸからＸ建物に

損傷等を及ぼすことのないようにとの要望を受けたこ

と、その後、Ｘは仮処分申請までしていること、Ｙ 3

及びＹ 4 は夫婦であること、本件近隣土地が埋立地で

軟弱地盤地帯であることはＹ 3 及びＹ 4 も常識として

知っていたと思われること及びＸ建物が木造であるの

に対しこれに近接して建築されるＡ建物は重量鉄骨造

であることが明らかである。このような場合、Ｙ 3 及

びＹ 4 は、建築の専門家でないとしても、注文者として、

請負人たるＹ１に対し、隣家たるＸ建物に被害を及ぼ

さないように予め適切な指示ないし要望をして、Ｙ１

が被害防止措置を講じないままで工事をしているのを

知った場合には、直ちに工事を中止させ、相当な処置

を講じさせるべき義務があったというべきである。し

かるに、Ｙ 3 及びＹ 4 は、前記義務を怠り、Ｙ１をして

Ｘ建物敷地の地盤の強度につき留意をさせず、十分な

土留めをしたうえで本件基礎工事をさせるなどの適切

な措置を講じることなく本件工事を施工させたもので

ある。そうとすれば、Ｙ 3 及びＹ 4 にも不法行為責任

があると認めるのが相当である、と。

　本件判決は、Ｙらの責任関係については、共同不法

行為責任であるとしたうえで、Ｘの被った損害額につ

いてはおおよそ以下のように判示する。

（１）本件工事によりＸ建物の傾斜等の程度が助長さ

れたが、これは、同工事の影響でＸ建物敷地の地盤

が脆弱化したことによるものと考えられ、その地質

を安定化するための工事費（薬液注入工事）として

160 万円を要する。しかし、Ｘ建物敷地の地盤は、

もともと軟弱で、かつ、長年にわたるＸ建物の排水

管からの水漏れにより地盤内に空隙部分が生じてい

たのであるから、地質安定化のための費用のすべて

をＹらの負担とするのは相当ではない。前記金額の

２分の１である 80 万円が相当である。

（２）欠陥調査鑑定費用 115 万円

（３）地盤補強のための応急修理費用２万円

（４）Ｘは、前記（１）ないし（３）の損害以外に、

Ｘ建物補修費用、補修期間中の賃借建物賃料及び引

越料等を損害として請求するが、本件工事後、従前

と比較していかなる程度の損傷がＸ建物に生じたか

が（すなわち、旧損傷部分と比較して本件工事後い

かなる程度の損傷が生じ又は拡大ないし増加したか

が）、必ずしも明確に確定し難いので、結局、Ｘ主

張の前記損害を認定することはできない。しかし、

Ｘ建物にある程度の損傷が生じたこと（疑いの程

度のものも含む。）は否めないのであり、本件では、

前記（１）ないし（３）のみの財産上の損害の賠償

を受けるだけでは償い難い程の精神的苦痛をＸが

被ったと認めるべき特段の事情があるといえる。Ｘ

に対する慰謝料としては 100 万円が相当である。

（５）弁護士費用 50 万円

　以上要するに、本件判決は、前記（１）ないし（５）

の損害額の合計 347 万円及び年５分の割合による遅延

損害金をＸに支払うようＹらに命じた。

　次の判決は、マンションの居室改装工事により受忍

限度を超えた騒音・振動が発生したことにつき、当該

工事の設計・監理をした建築家が階下の住人に対して

不法行為責任（民法 709 条）を負うとしたものである。

事案としては珍しいものである。

⑬東京地裁平成９年 10 月 15 日判決（判タ 982 号 229

頁）

［事案］Ｘら（原告）は、本件マンション（13 階建で、

１階は事務所・店舗、２階以上が居宅）の７階の部屋

（702 号室）に居住していたが、その真上の８階の部

屋を借りて入居することになったＡが部屋の改装工事

をしたところ（昭和 63 年８月～ 10 月）、受忍限度を

超える騒音・振動がＸらの部屋に発生した。そこで、

Ｘらは、本件工事を設計・監理したＹ１（被告、一級

建築士）、本件工事を施工したＹ 2（被告、建築業者）

並びに本件工事の設計・監理及び施工を依頼したＡの

相続人であるＹ 3（被告）及びＹ 4（被告）に対して不

法行為に基づく損害賠償を請求した。すなわち、Ｙら

（但し、Ｙ 3 及びＹ 4 は、後記金額の各２分の１）に、

連帯して、Ｘ１に対し 165 万 4175 円（給湯管の修理代

及び洗面所戸棚の修理代５万 1000 円、軽井沢その他
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への避難中の宿泊代等 60 万 3175 円並びに慰謝料 100

万円の合計金額）、Ｘ 2（Ｘ１の妻）、Ｘ 3（Ｘ１の長女）、

Ｘ 4（Ｘ１の二女）に対し各 100 万円並びに年５分の割

合による遅延損害金を支払うように求めた。

　東京地裁は、本件工事によってＸらの部屋に受忍限

度を超える騒音・振動が発生したことを認めたうえで、

Ｙ１及びＹ 2 に対する請求を一部認容し（Ｘ１は給湯管

の修理代及び洗面所戸棚の修理代５万 1000 円、Ｘ２は

慰謝料 20 万円、Ｘ 3・Ｘ 4 は慰謝料各 10 万円）、Ｙ 3

及びＹ 4 に対する請求を棄却した。

［判旨］本件判決はまず、Ｙ２の責任については以下の

ように判示する。すなわち、本件工事によって 702 号

室に受忍限度を超える騒音が発生したので、本件工

事を施工したＹ 2 は、損害を被ったＸらに対し、民法

709 条に基づく賠償責任がある。なお、Ｙ２は、昭和

63 年当時、特にマンションリフォームを意識して開発

された騒音対策部品はなく、低振動・低騒音の工具が

開発されていなかったため、建築業者が通常手に入れ

ることのできる機材等を利用して工事を行う限り、一

定の騒音の発生は不可避であったと主張しているが、

右主張のとおりであっても、Ｙ 2 が責任を免れる根拠

となるものではない、と。

　本件判決は次に、Ｙ１の責任については以下のよう

に判示する。すなわち、本件工事によって 702 号室に

受忍限度を超える騒音が発生したが、Ｙ 2 は、Ｙ１の

指示・設計に基づいて施工した（解体工事及び台所の

既存タイルはがし工事は、Ｙ１の指示・設計に従うも

のであり、その際にダイヤモンドカッター及び振動ド

リルを使用することが予定されていた）ので、Ｙ１は、

民法 719 条の共同不法行為者として、Ｙ 2 とともに損

害を被ったＸらに対し賠償責任がある、と。

　これに対して、本件判決は、Ａ（Ｙ 3 及びＹ 4）の

注文者責任（民法 716 条）についてはこれを認めなかっ

た。

　以上要するに、Ｙ 2 の不法行為責任（民法 709 条）

を認めたうえで、Ｙ 2 はＹ１の指示・設計に基づいて

施工したので、Ｙ１は民法 719 条の共同不法行為者と

してＹ 2 とともにＸらに対し損害賠償責任を負うとし

たのが本件判決である。

　次の判決は、いわゆる建築士の名義貸しの事案につ

き、二級建築士の設計・監理責任を認めたものである。

⑭大阪地裁平成 10年７月 29 日判決（金融・商事判例

1052 号 40 頁）

［事案］Ｘ（原告）は本件土地及び建物をＹ１会社（被告）

から購入したところ、本件土地の擁壁及び本件建物の

基礎等に瑕疵があった。すなわち、本件土地上の鉄筋

コンクリート擁壁（以下「本件コンクリート擁壁」と

いう。）は訴外Ａが施工したが、Ｙ 2 会社（被告。本

件建物を建築した。）がその上に本件ブロック擁壁を

設置して盛土した（宅地造成規制法施行令５条ないし

７条に違反）ために本件コンクリート擁壁が回転移動

した。さらに本件建物の基礎構造及び軸組構造に瑕疵

がある、というものであった。ところで、Ｙ 3（被告、

二級建築士）は、Ｙ 2 会社から建売金融公庫付確認申

請手続並びに本件建物の中間・完了検査の申請及び立

会いを、代金９万 700 円で請け負った（以下「本件請

負契約」という。）。Ｙ 3 は、本件請負契約に基づき、

Ｙ 2 会社から提出された本件建物の平面図を基に、立

面図、矩形図、筋かいの軸組計算図及び仕様書を作成

して建築確認申請等の手続を行うとともに、本件建物

の中間・完了検査を申請しこれらの検査に立ち会った

が、本件建物の設計及び工事監理は行わなかった。

　そこで、Ｘは、Ｙ１会社に対しては債務不履行ない

し不法行為に基づき、本件建物の設計者兼工事監理者

として土木事務所に届け出をしているＹ 3 及び本件建

物を建築したＹ 2 会社に対しては不法行為に基づき、

それぞれ本件建物の取壊し、再築費用等の損害賠償を

請求した。請求額の内訳は、取り壊し・再築費用 5055

万 4000 円、建具・雨樋補修費用２万 4330 円、建築士

の調査鑑定費用 70 万円、地盤調査費用 51 万 5000 円、

引越費用 40 万円、建物レンタル費用 165 万円、登記

費用 12 万 6300 円、慰謝料 100 万円、弁護士費用 693

万円、合計 6189 万 9630 円の内金 6136 万 300 円及び

年５分の割合による遅延損害金である。

　大阪地裁は、Ｙ１会社に対する請求は棄却したが、

Ｙ 2 会社及びＹ 3 に対する請求は一部認容した。認容

額の内訳は、取り壊し・再築費用 5030 万 9282 円、建具・

雨樋補修費用２万 4330 円、建築士の調査鑑定費用 70

万円、地盤調査費用 51 万 5000 円、引越費用 20 万円、

建物レンタル費用 165 万円、登記費用 12 万 6300 円、
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慰謝料 100 万円、弁護士費用 550 万円、合計 6002 万

4912 円及び年５分の割合による遅延損害金である。

［判旨］本件判決はまず、本件コンクリート擁壁及び

本件建物の瑕疵について判断する。すなわち、本件コ

ンクリート擁壁が回転移動しており、壁面に多くの亀

裂が走っていることから、本件コンクリート擁壁には

瑕疵があるとした。また、本件建物の基礎底盤は、厚

みが５から 15 センチメートルと不均質であって、公

庫基準（厚さ 12 センチメートル以上）を満たしてお

らず、また型枠施工されていないことから、本件建物

の基礎構造には瑕疵があるとした。本件建物の軸組構

造についても、建築基準法施行令及び公庫仕様書によ

る基準を満たしておらず、瑕疵があるとした。

　その上で本件判決はまず、Ｙ 2 会社の過失について

判断する。すなわち、本件コンクリート擁壁の瑕疵に

ついては、本件コンクリート擁壁の上に本件ブロック

擁壁を設置し盛土することは、宅地造成規制法施行令

５ないし７条に違反する行為であり、Ｙ 2 会社は、過

失によって本件コンクリート擁壁の回転移動を生じさ

せた。また、本件建物の基礎及び軸組構造の瑕疵につ

いても、過失によってこれを生じさせたとした。

　本件判決は次に、Ｙ 3 の過失を認める前提としてお

およそ以下のように判示する。すなわち、建築基準法

５条の２及び建築士法３条の３第１項は、延べ面積が

100 平方メートルを超える木造建物を建築する場合、

必ず一級又は二級建築士でなければ設計及び工事監理

をしてはならず、これらに違反した工事をしてはなら

ない旨規定している。これは、延べ面積が100平方メー

トルを超える新築木造建物の安全性を確保するために

設けられた強行規定であるから、一級又は二級建築士

は、建物の設計及び工事監理をする意思もないのに設

計者・工事監理者として届け出ることは許されないの

であって、右建物の設計者・工事監理者として届け出

た以上は、その業務を誠実に遂行すべき義務を負って

いるというべきである（建築士法 18 条１項参照）。

　その上で本件判決は、本件建物の延べ面積は 105.98

平方メートルであるから、一級又は二級建築士でなけ

れば、その設計及び工事監理をしてはならず、二級建

築士であるＹ 3 は、本件建物の設計者及び工事監理者

として届け出た以上、その業務を誠実に行うべき義務

を負っていたとして、Ｙ 3 の設計及び工事監理上の過

失を認めた。

　さらに本件判決は、Ｙ１会社については、その過失

の有無を判断する前提として以下のように判示する。

すなわち、不動産業者は、顧客に対して土地・建物を

販売する場合、売買契約に付随する義務として、その

安全性について調査すべき義務を負っているというべ

きである。しかし、都市計画法や建築基準法に基づい

て公的機関が検査すべきものとされている場合は、土

地・建物について専門家による安全調査が実施され

るのであるから、不動産業者としては、特段の事情が

ない限り、公的機関による検査の実施の有無について

調査すれば足り、これに加えて、その安全性について

独自に調査することまでは必要でないというべきであ

る、と。

　その上で本件判決は、①本件土地について、奈良県

知事による完了検査がなされ検査済証が交付されてい

ること、②本件建物について、建築主事による建築確

認、中間・完了検査がそれぞれ行われ、検査済証を交

付していること及び③Ｙ１会社が、奈良県知事及び建

築主事による右検査・確認がなされていることを調査

したうえ、Ｘに対し本件土地及び本件建物を売り渡し

たことを認定し、Ｙ１会社には、本件土地及び建物に

ついての調査義務違反はないとした。

（ⅲ）監理ミスを認めたもの

　ここでは、建築家の監理ミスのみを認めた判決例を

（ａ）債務不履行責任及び不法行為責任を認めたもの、

（ｂ）債務不履行責任を認めたもの並びに（ｃ）不法

行為責任を認めたものの３つに分類して紹介、検討す

る。

（ａ）債務不履行責任及び不法行為責任を認めたもの

　次の判決は、建築士の名義貸しの事案につき、建

築家の監理ミスに基づく債務不履行責任及び不法行為

責任を認めたものである。もっとも、厳密には設計監

理会社の債務不履行責任とその代表者で実際に設計監

理をおこなった一級建築士の不法行為責任を認めたも

のではあるが、裁判所は前記会社の実質は代表者であ

る一級建築士個人そのものと考えているようであり、

従って、ここに分類して紹介する。
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⑮名古屋地裁昭和 48 年 10 月 23 日判決（判タ 302 号

179 頁）

［事案］Ｘ（建築主）は昭和 44 年５月頃訴外Ａ（建築

会社）との間に鉄筋コンクリート四階建事務所建築請

負契約を締結し、Ａの仲介でＹ２会社（代表者一級建

築士Ｙ１）に工事設計及び工事監理を委託し、同年８

月６日その旨の記載ある建築確認申請をなし、同月 14

日建築確認通知を受けた。前記請負契約に基づきＡが

着工した建物は昭和 45 年２月頃外形上一応完工した

が、右建物は設計図に反し北側側面外壁工事が不完全

であり、北側側面が地上から垂直に建造されなければ

ならないのに、最上部（14.64 メートル）においては、

10.4 センチメートル北側に傾くような傾斜をなしてい

た。そこで危険を感じた訴外Ｂ（北側隣地の建物所有

者兼居住者）よりその土地侵犯の除去を求める調停申

立がなされ、調停の結果ＸはＢに対し損害賠償として

金 30 万円を支払い、越境したブロック壁を撤去する

ことを約した。ちなみに、Ｘの陳述によれば、Ａは昭

和 45 年初頃倒産している。

　そこで、ＸはＹ１及びＹ２会社に対し、調停に基づ

きＢに支払った 30 万円、不完全な北側側面外壁を訴

外Ｃに改修工事させるのに要した費用 46 万円、傾斜

壁面を取り壊し境界線上垂直な壁面とするのに要する

費用 120 万 2800 円、計 196 万 2800 円及びこれに対す

る年５分の遅延損害金の支払いを求めて訴えを提起し

た。名古屋地裁は、Ｘの請求を一部認容し（調停に基

づきＢに支払った 30 万円についてのみ）、Ｙ１及びＹ

２会社に対し、各自金 30 万円及びこれに対する年５分

の遅延損害金をＸに支払うことを命じた。

［判旨］本件の争点は、まず、Ｙ２会社が設計だけでな

く工事監理をも委託されたのかどうかであった。この

点につき本件判決は、「Ｙ１は、Ｙ２会社においてはＡ

より設計書の作成と建築に必要な申請手続を依頼され

ただけで、監理の委任は受けていない。Ａ代表者Ｃは

監理は社員である二級建築士のＤにさせるというので

それを信用し、市の建築確認を受ける便宜上申請書の

工事監理者欄にＹ２会社の記名押印をして提出したに

すぎない旨供述し、Ｃもこれに照応する証言をなして

いるのであるが、Ｄは建築士事務所登録をしていない

ことをＹ１も了知していたことは、本人尋問において

Ｙ１の自認するところであるから、Ｙ１においてＡ代表

者Ｃの言をそのまま信じたとは到底解せられ」ないと

判示したうえで、Ｙ１が建築確認申請書の工事監理者

欄にＹ２会社の記名押印をしたことが単なる名義貸し

にあたるかどうかという点について、「確認申請書に

設計者及び監理者としてＹ２会社の記名捺印をなした

以上、Ｙ２会社において設計はもとより監理について

も委託を受けたものと推認するに十分であ」り、「Ｘ

はＡを介してＹ２会社との間に設計監理の委託契約を

締結したものと認められ」ると判示した。

　そのうえで、本件判決は、Ｙ１の責任については、「Ｙ２

会社の一級建築士であるＹ１は建築士法 18 条により設

計及び監理につき業務執行の義務あること明らかであ

り本件建築工事の瑕疵はＡ及びその下請業者の工事施

工に基因するとはいえ、一級建築士であるＹ１が設計

どおり工事が進行しているか否かにつき監理義務を尽

しておれば、本件工事の瑕疵は直ちに発見でき、Ａに

注意を与えることにより是正できた」のだから、Ｙ１

は監理義務不履行の責任を負うと判示した。

　また、建築士法 18 条は建築士の業務執行について

の倫理規定にすぎない旨のＹらの主張については、同

条は「いわゆる手抜工事の防止のため建築士に課せら

れた業務責任と解すべきである。すなわち建築士が工

事監理をも委託された場合においては、設計どおり工

事が進行していないと認めるときの工事施行者に対し

注意を与える義務、工事施行者が従わないとき建築主

にこれを報告する義務は、建築士法 18 条によって建

築士に課せられた業務責任」であるとしたうえで、建

築士の前記義務違背の結果建築主が損害を蒙った場合

には、建築主（本件においてはＸ）は工事監理契約を

なした当事者（本件においてはＹ２会社）に対し前記

契約責任を問いうるほか、建築士個人（本件において

はＹ１）に対してもその責任を追及しうるとした。

　損害賠償について本件判決は、Ｘが調停の結果Ｂに

支払った 30 万円はＹ１の建築士としてなすべき建築士

法上の監理義務不履行と相当因果関係のある損害であ

るから、監理を委託されたＹ２会社も契約責任にもと

づき監理不履行の責を負うべきであり、Ｙ１・Ｙ２は各

自この損害につき賠償義務を負うものとした。しかし、

Ｘの主張するその他の損害（不完全な北側側面外壁の
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改修工事費用と傾斜壁面を取り壊し境界線上垂直な壁

面とするのに要する費用）については、工事施工者で

あった訴外Ａに対して請求すべきであるとして、Ｙ１

の監理義務不履行との間に相当因果関係を認めなかっ

た。

（ｂ）債務不履行責任を認めたもの

　次の判決は、建築家が設計及び監理を委託された事

案であるが、監理についてのみ債務不履行責任を認め

たものである。しかし、控訴審では一転して建築家の

監理責任は否定された。

⑯長崎地裁佐世保支部昭和 60 年 12 月 23 日判決（未

登載、昭和 56 年（ワ）第 247 号）

［事案］Ｘ（原告、建築主）はＹ１（被告、一級建築士）

に居宅用建物（以下「本件建物」という。）新築のた

めに設計及び監理を委託し（以下「本件設計監理契約」

という。）、Ｙ２（被告、建設会社）に本件建物の建築

工事を代金 1168 万 2000 円で請け負わせた（以下「本

件請負契約」という）。本件請負契約締結前に、一旦は、

ＸとＹ１とが協議のうえで、価格の点、設計監理者と

の信頼関係の点で納得のゆく別の業者を選定していた

ところ、Ｘが突然、Ｘの取引銀行からの要請に応ぜざ

るをえないとして、Ｙ２を工事請負人としたい旨Ｙ１に

事後的に了解を求めてきたので、Ｙ１としては、Ｙ２に

つき請負価格が安すぎる点及び信頼関係の点で不安が

あり、必ずしも納得できなかったものの、やむなくこ

れを了解した。Ｙ１は、Ｘから本件設計監理契約に基

づき、報酬として金 100 万円の支払いを受け、本件工

事現場に週１、２回くらいの割合で赴き、工事監理を

していたが、本件建物の棟上時に、Ｙ２が庇の持ち出

し梁に本件設計（設計図書には、軽量鉄骨を使用すべ

き旨の記載がある。）と異なる重量鉄骨（Ｈ型鋼）を

使用していることに気付き、Ｙ２の現場責任者に是正

するよう指示したが、これが容れられなかったため、

Ｘに対し、その旨を告知したところ、かえってＸは、

Ｙ２からの求めに応じてＨ型鋼の使用を承諾し、Ｙ１の

前記進言を聞き入れなかった。Ｙ２は、その後も事前

に設計監理者であるＹ１の了解を得ずに、樋のジョイ

ント部分にエキスパンションジョイントを使用せず、

また、シングルの張り付けの防水工事の際に、のり付

けと釘打ちとを一部併用するなど、設計図書に反する

粗雑な施工をなしたが、Ｙ１は、Ｙ２のそれらの工事ミ

スを看過した結果、いずれもその旨をＸに報告せず、

そして、本件建築工事の竣工検査に立ち会ったうえ、

前記工事の引渡を容認した、という経緯があった。

　Ｘが本件建物に入居してまもなく本件建物の屋根か

ら雨漏りがするようになり、さらに、本件建物の屋根

の庇の部分が下がって傾くに至った。そこで、Ｘが、

Ｙらに対し、再三にわたって、本件建物の補修を要求

したところ、Ｙ２は数度にわたって本件建物について

補修工事を行ったが、雨漏りは一向に止まらず、Ｙ１

の提案により、本件建物の屋根にトタンを張るという

補修工事を行った。しかし、それでも本件建物の屋根

の雨漏りは止まらず、又、それまでの雨漏りによって、

本件建物の内装部分等が水濡れして汚損したため、Ｘ

はＹらに対し、それらの抜本的な補修を要求したが、

Ｙらはこれに応じなかった。そこで、Ｘはやむなく訴

外Ａに対し、代金 1084 万 2212 円で本件建物の屋根及

び内装部分等の抜本的な補修改築工事を行わせた。そ

の結果、ようやく雨漏りも止まり、水濡れによって汚

損した内装部分等も補修されるに至った。そこで、Ｘ

は、Ｙ１に対し、屋根の設計ミス及びＹ２の不十分な施

工を看過した監理ミス（本件設計監理契約に基づく債

務の不完全履行）を理由に、また、Ｙ２に対し、施工

ミス（本件請負契約に基づく債務の不完全履行）を理

由に、それぞれ金 1284 万 2212 円の内金 1000 万円及

び年５分の割合による遅延損害金の賠償を求めて訴え

を提起した。1284 万 2212 円の内訳は、訴外Ａに支払っ

た補修工事代金 1084 万 2212 円と本件建物に雨漏りが

生じたことによって家具類が水濡れして汚損したこと

による損害 200 万円の合計である。

［判旨］本件判決はまず、Ｙ２の債務不履行（施工ミス）

についてはおおよそ以下のように判示する。すなわち、

Ｙ２は、（１）庇の持ち出し梁につき、設計図書には軽

量鉄骨を使用すべき記載があるのに、庇の垂れ下がり

を招き易い重量鉄骨であるＨ型鋼を使用し、（２）樋

のジョイント部分につき、設計図書上にはエキスパン

ションジョイントを使用すべきことが記載されている

のに、これを使用せず、（３）シングルの貼り付けの

ために、防水目的から避けるべき釘打ちを一部併用し

たなど設計図書に反する施工をなし、それら設計図書
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の記載と異なる施工をなす際、前記（１）については、

工事監理者たるＹ１の指示に従わず、建築には素人の

Ｘには、重量鉄骨の長所のみ説明して短所について告

知せずその了解をうるなどその場逃れの措置をとり、

前記（２）（３）については、事前に設計監理者たる

Ｙ１の了解を得ず、施主たるＸに対する報告もなして

いなかったこと、その結果、庇が垂れ下がり、それよ

り中心部分に属する構造物が引き下げられ、屋根に凹

凸が生じ、又庇の付け根の真上付近に設けてある谷樋

式の軒樋も共に引き下げられ、エキスパンションジョ

イントを使用しなかったこととあいまって、樋の接合

部分の正常な接合が損なわれて屋根上の円滑な排水が

妨げられ、又雨水を破損部分から浸透させる結果とな

り、さらに、前記釘打ちの一部併用によって釘穴部分

からの雨水の浸透を招き、前記の雨漏りを生じたこと、

が認められる、と。このように判示して、前記（１）

ないし（３）の点につきＹ２の債務不履行責任を認めた。

　次に、Ｙ１の債務不履行責任に関しては、まずその

有無を判断する前提として、工事監理の委任契約の面

における建築士の負担する義務内容についておおよそ

以下のように判示する。すなわち、一般に、建築工事

の設計監理契約の監理契約の面における建築士の負担

する義務は、当事者間で特段の取り決めをなさなかっ

たときは、工事が設計図書のとおりに実施されている

かを確認し（建築士法２条５項）、工事が設計図書の

とおりに実施されていないと認めるときは、直ちに、

工事施工者に注意を与え、もし工事施工者がこれに従

わないときは、その旨を建築主に報告をする（同法 18

条３項）ことを内容とするものと解すべきである。又、

設計図書のとおりに工事を実施しなかったことに基づ

く当該工事部分についての工事施工者の責任と前記の

点に関する工事監理を尽くさなかったことに基づく工

事監理者の責任とは重なり合う限度で重畳的に成立し

て、不真正の連帯債務が発生するものと解すべきであ

る、と。本件判決はこのように判示したうえで、Ｙ１

の設計ミスは認められないとしたが、監理ミスに関し

ては、前記（２）の施工ミスを放置した点及び（３）

の施工ミスを看過した点に監理ミスがあるとした。し

かし、前記（１）の施工ミスに関しては、Ｙ１がこの点

につきＹ２の現場責任者に注意し、これが容れられな

かったため、Ｘにこれを進言したことを理由に、（１）

の施工ミスについての監理ミスを否定した。

　結局、本件判決は、ＸのＹ２に対する請求につき、

1119 万 2212 円（補修工事代金 1084 万 2212 円と雨漏

りによる家具類の損害 35 万円の合計）の内金 1000 万

円及び年５分の割合による遅延損害金の支払いを命じ

（全部認容）、ＸのＹ１に対する請求については、請求

金額金 1000 万円の 10 パーセントにあたる金 100 万円

及び年５分の割合による遅延損害金をＹ２と連帯して

支払うよう命じた。

　因に、本判決の控訴審判決である福岡高裁昭和 61

年 10 月１日判決（判タ 638 号 183 頁）では、一転し

て、Ｙ１の監理ミスによる責任は否定された。すなわち、

同判決は、一審判決中の一級建築士Ｙ１（被告・控訴人）

敗訴の部分、つまりＹ１の監理ミスを認めた部分を取

り消し、建築主Ｘ（原告・被控訴人）のＹ１に対する

請求を棄却した。

　控訴審判決はまず、特約のない設計監理契約に基づ

き建築士が負担する債務の内容につき、法令又は条例

の定める建築物に関する基準に適合するような設計を

行なう（建築士法 18 条２項）とともに、工事を設計

図書と照合し、それが設計図書のとおりに実施されて

いるかどうかを確認し（同法２条６項）、工事が設計

図書のとおりに実施されていないと認めるときは、直

ちに工事施工者に注意を与え、工事施工者がこれに従

わないときは、その旨を建築主に報告する（同法 18

条３項）ことであると判示する。つまり、建築士法 18

条２項３項・２条６項は、単なる行政上の取締規定あ

るいは倫理規定ではなく、特約のない設計監理契約の

内容をなす法的義務を定めた規定であるとする。その

うえで、同判決は、Ｙ１の設計ミスについては否定す

る。これらの点については一審判決におけると同様で

ある。

　控訴審判決は次に、一審判決が（２）及び（３）の

施工ミスを看過した点に監理ミス（報告義務違反）が

あるとしたことを非難して、おおよそ以下のように判

示する（（１）の施工ミスについての監理ミスを否定

した点は一審判決と同様である）。すなわち、（２）は、

雨樋の接ぎ方として常識を無視した工法であり、（３）

も防水工事としては常識外れの不完全な工法であっ
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て、しかも工事現場に常駐していないＹ１側において、

容易に発見することが困難な工事部分における瑕疵で

あることが認められること、本件工事の請負業者選定

にあたり、Ｙ１は、見積価格や施工能力を充分吟味す

る機会のないまま、Ｘにより予算等の関係から、Ｙ２

が一方的に選定されたものであること、Ｙ１は前記（１）

の施工ミスを指摘してＸに報告し、前記工事の是正

方を警告したにも拘らず、Ｘにおいてこれを無視して

設計図書に反する前記工事を許諾し、そして、このこ

とが本件雨漏りを生ぜしめた重要な原因をなすものと

考えられること、（２）については、本件工事完成後、

間もなく、Ｙ１が雨漏りの原因調査をした際にこれを

発見し、Ｙ２に対して手直しを要求したが、同人は工

事費が赤字であることを理由に拒んだこと、さきに述

べた本件請負業者選定に至った経緯に、前記（１）の

施工ミスにつき、ＸがＹ１の報告を無視したこと、及

びその後も予算面を重視して手直し工事に消極的なＸ

の態度をあわせ考えると、Ｘは、仮に前記（２）（３）

の工事ミスについてＹ１から報告を受けたとしても、

前記（１）の場合と同様に、これを無視する態度に出

たであろうことが容易に推認されること、また、Ｙ２

が犯した前示（１）ないし（３）の施工ミスの結果に

伴なう不利益は、かかる粗雑な施工を行なった業者を

選定したＸの責任として、Ｘにおいてこれを甘受すべ

きものであって、これをＹ１に転嫁することは衡平に

反し妥当でないこと、以上の諸事情を総合勘案すると、

本件事案のもとでは、Ｘにおいて前記（１）の報告義

務を尽くした以上、その後に生じたＹ２の前記（２）（３）

程度の施工ミスについては、信義則上、これを報告し

なかったことをもって、直ちに本件監理契約に基づく

債務不履行を構成するとはいえない、と。

　次の判決は、建築家の監理責任を認めたものである

が、監理者の責任は施工業者の責任との関係で補充的

であるとして、施工業者の瑕疵担保責任が除斥期間の

経過によって消滅したときには監理者の責任も消滅す

るとしたものである。

⑰東京地裁平成４年 12 月 21 日判決（判タ 843 号 221

頁、判時 1485 号 41 頁）

［事案］Ｘ（原告、反訴被告、建築主）は、Ｙ１（被告、

建設会社）との間で、鉄筋コンクリート造陸屋根地下

１階付８階建店舗水槽室機械室建物１棟（以下「本件

建物」という。）の建築請負契約（以下「本件請負契約」

という。）を締結した。なお、本件請負契約には、Ｙ１

の瑕疵担保責任の存続期間を、本件建物引渡の日から、

屋根の防水については 10 年、外壁からの漏水につい

ては３年、それ以外の瑕疵については２年とする特約

があった。Ｙ２（被告、反訴原告、設計監理会社）は、

Ｘとの間で本件建物建築に関する監理業務契約（以下

「本件監理契約」という。）を締結したが、Ｙ２は、監

理業務だけではなく、一部設計業務（設計図書作成前

の調査）を行うことをも約した。ちなみに、Ｙ２の管

理建築士として実際に監理業務を行ったのはＹ３（被

告）である。

　Ｙ１は、本件建物完成後、Ｘにこれを引き渡したと

ころ、Ｘは、本件建物には以下のような「瑕疵」があ

ると主張した。すなわち、（１）鉄筋コンクリートの

瑕疵、（２）エレベーターホール窓周りのカラータイ

ルのひび割れ、（３）２階及び４階部分の雨漏り、（４）

屋上の配管の被覆工事の不完全、（５）雨樋工事の不

完全、（６）屋上の排水のための水勾配が適切にとら

れていない瑕疵、（７）屋上給水槽下の清掃不能及び

同部分に水勾配が適切にとられていない瑕疵、（８）

エレベーターホールメータースペース部分の防火区画

工事の瑕疵並びに（９）外壁タイルの亀裂剥落である。

そこで、Ｘは、Ｙ１に対しては、本件請負契約の債務

不履行あるいは瑕疵担保責任に基づき、Ｙ２及びＹ３に

対しては、本件監理契約の債務不履行に基づき損害賠

償を請求した。Ｘの主張する損害額は以下のとおりで

ある。すなわち、（Ⅰ）「瑕疵」（１）による損害１億

400 万円以上、（Ⅱ）「瑕疵」（２）による損害 500 万

円以上、（Ⅲ）「瑕疵」（９）による損害 319 万 3000 円、

（Ⅳ）その他の「瑕疵」による損害 300 万円、（Ⅴ）調

査費用 50 万円、（Ⅵ）弁護士費用 750 万円である。

　以上要するに、ＸはＹらに対し、連帯して、（Ⅰ）

の損害のうち 6900 万円、（Ⅱ）の損害のうち 500 万

円及び（Ⅲ）ないし（Ⅵ）の各損害額の合計 8819 万

3000 円の一部 8500 万円及び年５分の割合による遅延

損害金の支払いを求めたのが本訴である。

　これに対して、Ｙ２は、本件建物に関する設計業務

の一部及び監理業務の報酬を求めて反訴を提起した。
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［判旨］本件判決はまず、通
（１）

説・判例に従い、請負人

の瑕疵担保責任に関する規定は不完全履行の一般理

論の適用を排除するとして、ＸのＹ１に対する債務不

履行の主張についてはこれを否定し、また、監理契約

の法的性質についてはこれを準委任であるとしたうえ

で、次のように判示する。すなわち、監理契約の「債

務不履行に基づく損害賠償請求権は原則として監理終

了の時から10年（商法522条の適用がある場合は５年）

で時効によって消滅することになるが、それ以前に請

負人の瑕疵担保責任が除斥期間の経過によって消滅し

た場合は、その工事瑕疵に関する監理者の責任も同時

に消滅すると解するのが相当である。何故ならば、監

理者は、建築主の建築物完成の目的実現に寄与すべく

工事が設計図書のとおりに実施されるよう請負人の施

工を監理するものであるから、その責任は請負人の責

任との関係において補充的責任たる性質を有するもの

であるところ、瑕疵を生じさせた請負人の瑕疵担保責

任が消滅した後においても監理者の責任が存続するこ

とは、均衡を失することになるし、また、建築物は時

間の経過によってその瑕疵の存否の判断が困難になる

場合が多いが、請負人の瑕疵担保責任が消滅した後に

おいても、監理者の責任が監理終了の時から 10 年間

（あるいは５年間）は消滅しないことになると、監理

者の立証に支障を生じる恐れがあるからである」と。

　以上のことを前提に、本件判決はＹ１及びＹ２の責任

について判示する。まず、Ｘの主張する「瑕疵」（１）

については、瑕疵であることは認めたものの、請負

契約上の瑕疵担保責任の特約の適用を排除するような

「きわめて重大な隠れた瑕疵」ではないので、Ｙ１及び

Ｙ２に対する同瑕疵に基づく損害賠償請求権は約定の

２年の除斥期間の経過により消滅したとする。同様に、

「瑕疵」（２）についても、瑕疵であることは認めたも

のの、Ｙ１及びＹ２に対する同瑕疵に基づく損害賠償請

求権は約定の２年の除斥期間の経過によって消滅した

とする。しかし、Ｙ１については、同人がかつて同瑕

疵の補修を約したことがあり、これをＸに対する新た

な債務の負担を約したものとみて、同人は同瑕疵の補

修に代わる損害賠償責任を負うとした。「瑕疵」（３）

については、瑕疵であることを認めたうえで、約定の

３年の除斥期間内にＹ１に対し瑕疵修補を請求してい

ることから、同人は瑕疵担保責任としての損害賠償義

務を負うとし、また、Ｙ２も監理契約不履行に基づく

損害賠償義務を負うとした。「瑕疵」（４）ないし（９）

については、仮にこれらが施工上の瑕疵であるとして

も、Ｙ１の瑕疵担保責任は約定の２年の除斥期間の経

過により消滅し、同時にＹ２の監理契約不履行に基づ

く損害賠償債務も消滅したとする。

　本件判決はこのように判示したうえで、Ｙ２に対し

瑕疵（３）の補修費用の一部（197 万 6150 円）を、Ｙ１

に対してはそれに加えて瑕疵（２）の補修費用の一部

（82 万 5000 円）の賠償を命じたが、調査費用及び弁

護士費用については認めなかった。また、Ｙ３につい

ては、Ｙ２の管理建築士として実際に監理業務を行っ

た履行補助者に過ぎないとして、その責任を否定した。

要するに、Ｘに対し、Ｙ１は 280 万 1150 円及び年５分

の割合による遅延損害金を、Ｙ２は 197 万 6150 円及び

年５分の割合による遅延損害金を支払うよう命じられ

た。

　以上が本訴請求の部分であるが、反訴請求について

は全部認容した。

（ｃ）不法行為責任を認めたもの

　次の判決は、いわゆる建築士の名義貸しの事案につ

き、一審の判断を覆して建築士の監理者としての不法

行為責任を認めたものである。

⑱大阪高裁平成 13 年 11 月７日判決（判タ 1104 号

216 頁）

［事案］Ｘ（原告）は平成９年にＹ１（被告、不動産販

売会社）から新築建売住宅（本件土地建物）を購入し、

代金 3193 万 5000 円を支払った。Ｙ２（被告）はＹ１の

代表取締役であるとともに本件建物の建築主であり、

Ｙ３（被告）は本件建物の施工者、Ｙ４（被告）は二級

建築士である。Ｙ４は平成８年ころＹ２から依頼され、

本件建物につき設計図面を作成し、Ｙ２の代理として

建築確認申請を行い、その報酬として 20 万円を受け

取った。Ｙ４はＹ２と工事監理契約を締結しなかったが、

建築確認申請書類に自らを工事監理者と記載して、右

建築確認申請を行った。Ｙ４はその後本件建物の建築

につき工事監理を行わず、Ｙ２は本件建物の建築にあ

たって工事監理者を置かなかった。Ｙ２は建築確認通

知後、建築確認を受けた内容と全く異なる建物の間取
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図をＹ３に交付して、右間取図に従った建築を依頼し、

Ｙ３は右指示に従って右間取図面どおりに本件建物を

建築した。

　Ｘは、本件建物の完成・引渡後、市当局から本件

建物が建築基準法の定める構造基準を満たしていない

ように見受けられるので調査するように勧められたた

め、一級建築士に調査鑑定を依頼したところ、本件建

物には構造性能及び防火性能のいずれにも建築基準法

令に違反する著しい欠陥があり重大な瑕疵があること

が判明した。

　そこでＸは、主位的には、Ｙ１に対して瑕疵担保責

任（民法 570 条）に基づき本件土地建物の売買契約を

解除し原状回復として売買代金相当額の返還及び損害

賠償を請求（年５分の割合による遅延損害金を含む）

するとともに、Ｙ２ないしＹ４に対して共同不法行為に

基づき損害賠償を請求（年５分の割合による遅延損害

金を含む）し、予備的には、Ｙ１に対して瑕疵担保責

任（民法 570 条）に基づき損害賠償を請求（年５分の

割合による遅延損害金を含む）し、Ｙ２ないしＹ４に対

し共同不法行為に基づき損害賠償を請求（年５分の割

合による遅延損害金を含む）した。

　要するに、ＸがＹらに対し主位的請求として、本件

売買代金相当額 3193 万 5000 円、司法書士費用 46 万

9950 円、火災保険料 45 万 3240 円、住宅ローン保証金

69 万 156 円、契約印紙代２万 200 円、固定資産税 18

万 2640 円、住宅ローン既払金利 115 万 6283 円、建築

士の調査鑑定費用 84 万 9750 円、慰謝料 200 万円、弁

護士費用 377 万円、合計 4152 万 7219 円及び年５分の

割合による遅延損害金の支払いを、予備的請求として、

補修費用（取り壊し再築費用）1973 万円、工事監理

料203万 7000円、補修期間中の代替建物賃料125万円、

引越費用40万円、登記費用等12万円、慰謝料200万円、

本件欠陥調査鑑定費用 84 万 9750 円、弁護士費用 264

万円、合計 2902 万 6750 円及び年５分の割合による遅

延損害金の支払いを求めたのが本件の第一審である。

　これに対して第一審判決（大阪地判平成 12・９・

27 判タ 1053 号 137 頁）は、本件建物には構造性能及

び防火性能のいずれにも著しい欠陥があり、重大な瑕

疵があるものと認めたうえで、本件建物の補修方法と

しては再築しかないとする。そして、このような瑕疵

がある以上、本件建物を住居として使用するという本

件売買契約の目的を達成することは不可能であるとし

て、Ｘが瑕疵担保責任に基づき本件売買契約を解除す

ることを認め、Ｙ１に対する売買代金返還請求及び損

害賠償請求を認めた。次に、Ｙ１の代表者であり本件

建物の建築主であるＹ２に対する請求については、Ｙ２

は建築確認を受けた内容と全く異なる本件間取図を作

成してＹ３に右間取図に従った本件建物の建築を指示

しておきながら、Ｘに対し建築確認を受けた内容と本

件間取図が異なること及び本件瑕疵の存在を説明せず

に秘匿して、Ｘに本件建物が建築確認を受けた瑕疵の

ない完全な建物である旨誤信させてＹ１との間で本件

売買契約を締結させたとして、Ｙ２の不法行為責任を

認めた。これに対して、Ｙ３に対する請求については、

不法行為が成立するためには当該行為により生命・身

体・健康、所有権及びそれに準ずる法律上保護に値す

る利益（いわゆる完全性利益）が侵害されたといえる

ことが必要であり、単に契約に従った目的物の給付を

受ける利益（債務者の行為を通して債権者が獲得しよ

うとしている利益）のような契約法上の利益が侵害さ

れたというだけでは、詐欺行為等があった等特段の事

情がない限り不法行為が成立する余地はないとしたう

えで、Ｙ３がことさらにＸを勧誘して本件売買契約を

締結させたというような特段の事由は認められないと

し、Ｙ３の不法行為責任を否定した。また、Ｙ４に対す

る請求については、Ｙ３に対する不法行為責任を否定

した理由を引き合いに出すとともに、いわゆる建築士

の名義貸しの点に関しては以下のように判示する。す

なわち、Ｙ４が、工事監理者となる契約を締結したこ

とを認めるに足りる証拠はないし、建築士法は行政法

上の取締法規に過ぎない上、Ｙ４がＹ４を工事監理者と

して届け出ること即ち名義を貸すことに同意したこと

によって、直ちに建築確認申請の際の設計とは全く異

なる建物が建築されることになるとは限らないと考え

られるので、この場合ににわかに工事監理者となった

場合と同等の不法行為法上の責任を負うことになると

する確たる根拠はないと考えられる、と。このように

判示して、Ｙ４の不法行為責任を否定した。

　結局、Ｘの主位的請求は、Ｙ１に対し瑕疵担保責任に

基づく解除による原状回復及び損害賠償として、Ｙ２
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に対し不法行為に基づく損害賠償として、連帯して、

本件売買代金相当額 3193 万 5000 円、司法書士費用

46 万 9950 円、火災保険料 45 万 3240 円、住宅ローン

保証金 69 万 156 円、契約印紙代２万 200 円、固定資

産税16万 7820円、住宅ローン既払金利115万 6283円、

建築士の調査鑑定費用 84 万 9750 円、慰謝料 50 万円、

弁護士費用 350 万円、合計 3974 万 2399 円及び年５分

の割合による遅延損害金の支払を認める限度で認容さ

れ、Ｙ３及びＹ４に対する主位的請求及び予備的請求は

棄却された。

　これに対して、Ｘ、Ｙ１、Ｙ２がそれぞれ控訴した。

［判旨］大阪高裁は、ＸのＹ１及びＹ２に対する主位的

請求については、損害額の点を除いて（原判決と異な

り、慰謝料 50 万円は認めなかった。）原判決を維持し

た（予備的請求については原判決と同様に棄却した）。

これに対して、ＸのＹ３及びＹ４に対する主位的請求に

ついては原判決と同様に棄却したが、予備的請求につ

いては原判決の判断を覆して不法行為に基づく損害賠

償責任を認めた。

　まず、Ｙ３の不法行為責任についてはおおよそ以下

のように判示する。すなわち、Ｙ３は、Ｙ１から注文を

受けて、本件建物を建築したものであるところ、本件

瑕疵はＹ３の建築工事によって生じたものであるから、

Ｙ３の不法行為によってＸの財産を侵害したと認める

ことができる。なぜならば、建築基準法は、国民の生命、

健康及び財産の保護を図るため、建築物の構造等に関

する最低基準を定めているところ（法１条）、およそ

建築物を建築する者は建築基準法に従って建築物を建

築して、他人の生命、健康及び財産を侵害しないよう

にしなければならないのであるから、これに違反して

他人の財産を侵害し、損害を被らせたときには、不法

行為に基づきその損害を賠償させるのが相当である。

Ｙ３は、Ｙ１から受け取った図面に従って本件建物を建

築したに過ぎないと主張するが、Ｙ３は、建築物を建

築する以上、前記のとおり建築基準法に従わなければ

ならず、これに違反してＸに損害を被らせたのである

から、その損害を賠償しなければならない、と。大阪

高裁はこのように、施工者たるＹ３の不法行為に基づ

く損害賠償責任の根拠となる法的義務を建築基準法か

ら導き出している。

　次に、Ｙ４の不法行為責任についてはおおよそ以下

のように判示する。すなわち、Ｙ４は、本件建物の建

築確認申請書に、自らを工事監理者として記載してこ

れを提出し、建築確認を受けたのであるから、Ｙ４は、

本件建物が建築確認申請書に添付した図面と同一の建

築物が建築されるように監理しなければならなかった

にもかかわらず、これを怠ったため、Ｙ３が前記図面

と異なり、建築基準法に違反する本件瑕疵のある本件

建物を建築したのであるから、Ｙ４の不法行為によっ

てＸの財産を侵害したと認めることができる。なぜな

らば、建築基準法は、国民の生命、健康及び財産の保

護を図るため、建築物の構造等に関する最低基準を定

め、この基準に違反する建築物が建築されないように

するため、建築工事前に建築主事等に建築物がこれに

適合するものであることの確認を受けさせ（法６条）、

建築工事完了後に建築主事等にこれに適合するもので

あることの検査を受けさせる（法７条）のみならず、

建築主に一定の資格を有する建築士を工事監理者と

して選任させてその工事の監理をさせることとし（法

５条の４第２項）、しかも、これを実効あるものとす

るため、工事監理者となった建築士の氏名を建築確認

申請書に記載しなければならないものとし（建築基準

法施行規則１条の３第１項第２号様式（第２面）５）、

建築主が工事監理者を選任せずに工事をすることはで

きないものとしている（法５条の４第３項）。したがっ

て、建築確認申請書に工事監理者として記載された

建築士は、建築基準法に適合した建築物が建築される

ように監理をして、他人の生命、健康及び財産が侵害

されないようにしなければならないのであるから、こ

れに違反したために他人の財産が侵害され、損害を被

らせたときには、工事監理者に不法行為に基づきその

損害を賠償させるのが相当である。Ｙ４は、設計図面

と異なる本件建物が建築されていることを知らなかっ

たと主張する。しかし、工事監理者は、設計図面と異

なる違法な建築物が建築されないように監理するのが

職務であるから、Ｙ４がこれを知らなかったとしても、

その責任を免れることはできない。また、Ｙ４は、Ｙ２

と工事監理契約を締結しておらず、建築確認申請のた

めに名義を貸したに過ぎないと主張する。しかし、前

記のとおりの工事監理者の職責、建築確認申請書に工
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事監理者を記載する理由等に鑑みれば、Ｙ４が建築主

であるＹ２と工事監理契約を締結していなかったとし

ても、Ｙ４の承諾に基づいて建築確認申請書に工事監

理者としてＹ４の氏名が記載されている以上、その責

任を免れることはできない、と。

　大阪高裁はこのように、Ｙ４についても、その不法

行為に基づく損害賠償責任を根拠づける工事監理者と

しての法的義務を建築基準法から導き出している。な

お、判決理由中で明示されてはいないが、建築基準法

とともに建築士法の関連諸規定も当然に考慮されてい

るものと考えられる。本件はいわゆる建築士の名義貸

しの事案であるが、一審判決とは異なり、工事監理契

約の締結の有無にかかわらず、建築確認申請書に工事

監理者として記載されている以上、建築基準法（及び

建築士法）の定める工事監理者としての義務を負うと

したものである。

　以上要するに、本件判決は、ＸのＹ１及びＹ２に対す

る主位的請求については、売買契約の解除に基づく原

状回復及び不法行為に基づく損害合計 3924 万 2399 円

及び年５分の割合による遅延損害金の支払いを求める

限度で認容し（予備的請求は棄却）、また、ＸのＹ３及

びＹ４に対する主位的請求は棄却したものの、予備的

請求については不法行為に基づく損害 2588 万 6750 円

（内訳は、本件建物建替費用 2273 万 7000 円、建築士

の調査鑑定費用 84 万 9750 円、弁護士費用 230 万円）

及び年５分の割合による遅延損害金の支払いを求める

限度で認容した。

　

（ⅳ）配慮義務違反を認めたもの

　次の判決は、いわゆる建築士の名義貸しの事案であ

るが、建築士の監理義務違反ではなく、配慮義務違反

を認めたものである。そして、この配慮義務は第三者

に対する義務でもあるとして、不法行為に基づく損害

賠償責任の根拠となる法的義務であることを認めてい

る。

⑲大阪高裁平成 12年８月 30日判決（判タ 1047 号 221

頁）

［事案］Ｙ２（被告）は建築、土木工事の設計及び監理

を目的とする有限会社であり、一級建築士Ａはその代

表取締役である。Ｙ３（被告）は、不動産売買・賃貸・

仲介業を目的とする株式会社である。Ｙ１（被告、土

木建築請負業を目的とする株式会社）は大阪市東成

区内において本件建物１ないし３を建築して建売住宅

として販売しようと計画し、平成６年５月 30 日、Ｙ２

に対し、建築予定の本件各建物についての、建築確認

申請の代理及び確認申請図面の作成を依頼した。本件

各建物の建築工事は、建築基準法（平成 10 年法律第

100 号による改正前のもの。以下「法」という。）上、

その規模、構造から、一級建築士又は二級建築士の設

計及び工事監理によらなければ、することができない

ものであった（法５条の２）。

　Ａは、前記各図面を作成し、平成６年６月２日、こ

れらを添付図書として、Ｙ１のために本件各建物の建

築確認申請（以下「本件各建築確認申請」という。）

を行った。その際、Ａは、各確認申請書の工事監理者

欄に一級建築士の肩書を付した自己の氏名を記載する

とともに、Ａを工事監理者とする旨の選定届（Ａが工

事監理をすることを承諾する旨の記載及びＡの記名押

印のあるもの）を作成し、これを前記各建築確認申請

書に添付した。

　大阪市は、建築基準法施行規則上、建築主が工事

着手前にすべきものとされている工事監理者の届出に

ついて、建築士による工事監理を義務付ける法的規制

を実効性のあるものとするため、建築確認申請の段階

において、建築主に対し、申請に係る建築工事の工事

監理者を定め、これを建築確認申請書に記載すべきこ

とを指導していた。Ａがした前記の記載等は、Ｙ１が、

本件各建築確認申請において、大阪市の前記の指導に

対処するため、Ａに対し、工事監理者は未定であるが、

各建築確認申請書にはＡを工事監理者として記載して

おいてほしい旨要請し、Ａがこれに応じて作成したも

のであった。当時、両者の間には、工事監理契約が締

結されておらず、将来、締結されるか否かも未定であっ

た。

　建築主事は、同月 24 日、本件各建築確認申請につき、

添付された前記各図面及び各工事監理者選定届等に基

づき、建築物の計画が建築基準関係規定に適合するも

のであることの確認をした。Ｙ２は、前記各図面の作成

及び各建築確認申請の代理に対する報酬として、Ｙ１

から金 116 万 8000 円の支払いを受けた。
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　その後、Ｙ２又はＡとＹ１との間で、本件各建物の建

築工事につき工事監理契約が締結されることはなく、

Ａが、本件各建物の建築工事につき工事監理に当たる

こともなかった。Ａは、本件各建物の建築工事の開始

時までに工事監理の依頼がない場合には、Ｙ１がその

従業員の中の有資格者を工事監理者とするなどして工

事を実施するものと考えており、また、建築確認申請

の際の届出と異なる者に工事監理をさせる場合には、

工事着手前に建築主が変更の届出をすれば足りる取扱

いであったことから、建築の確認がされて以降、本件

建物の建築工事に関し、Ｙ１に前記の変更の届出をさ

せる等の措置を何ら執ることなく、放置した。

　Ｙ１は、建築主兼施工者として本件各建物の建築工

事を行ったが、その際、建築確認を受けるために用い

た本件各建築確認申請図面を使用せず、これとは異な

る施工図面に基づき、しかも、実質上、工事監理者が

いない状態で建築工事を実施した。そのため、前記各

図面によると、本件建物１の柱には、１階部分は 200

ミリメートル四方、厚さ６ミリメートルの角形鉄骨を、

２階及び３階部分は 150 ミリメートル四方、厚さ６ミ

リメートルの角形鉄骨を使用することとされており、

本件建物２及び本件建物３の柱には、１階部分は 200

ミリメートル四方、厚さ９ミリメートルの角形鉄骨及

び 175 ミリメートル四方、厚さ６ミリメートルの角形

鉄骨を、２階部分は 200 ミリメートル四方、厚さ６ミ

リメートルの角形鉄骨及び 150 ミリメートル四方、厚

さ６ミリメートルの角形鉄骨を、３階部分は 150 ミリ

メートル四方、厚さ６ミリメートルの角形鉄骨を、そ

れぞれ使用すべきものとされているのに、実際には、

本件各建物の柱に各階とも 148 ミリメートル× 100 ミ

リメートル、厚さ６ないし９ミリメートルのＨ型鋼

を使用したり、基礎工事についても、べた基礎とし地

中梁を施工すべきものとされているのに、地中梁を施

工せず、独立基礎としたりするなど、重要な構造部分

において建築確認を受けた建築物の計画と異なる工事

が実施され、その結果、本件各建物は、法が要求する

構造耐力を有しないなど、重大な瑕疵のある建築物と

なった。

　Ｘ１（原告）及びＸ２（原告、Ｘ１の娘）は、平成６

年９月１日、Ｙ３の仲介により、Ｙ１から本件建物１を

その敷地と共に代金 4420 万円で購入し、同じくＸ３（原

告）も同年９月６日、Ｙ３の仲介により、Ｙ１から本件建

物２（及びその敷地）を代金 4520 万円で購入し、Ｘ４（原

告）も同７年７月３日、Ｙ３の仲介により、Ｙ１から本

件建物３（及びその敷地）を代金 4140 万円で購入した。

ところが、本件各建物は、新築であるにもかかわらず、

車両通行時の振動が大きいこと、外壁に多数の亀裂が

生じていることなどから、Ｘらは、その安全性に疑問

を抱くようになった。そこで、Ｘらは、本件各建物に

瑕疵があるとして、同８年２月１日、Ｙ１に対し、本

件各建物及びその敷地の各売買契約を解除し、支払済

みの売買代金を返還すべき旨の意思表示をした上、同

年６月 13 日、Ｙらに対し訴えを提起した。

　すなわち、Ｘらは、①Ｙ１に対しては瑕疵担保責任

又は不法行為に基づき、②Ｙ２に対しては工事監理者

としての不法行為に基づき、③Ｙ３に対しては仲介業

者としての債務不履行又は不法行為に基づき、Ｙら各

自に対し、売買契約の解除による原状回復ないし損害

賠償を請求した。その内訳は、売買代金、登記費用、

仲介手数料、ローン手数料、慰謝料及び弁護士費用で

あるが、それらの合計額のうち、Ｘ１及びＸ２は各自金

2500 万円（一部請求）及び内金 2210 万円に対する年

６分の割合による、内金 290 万円に対する年５分の割

合による遅延損害金の支払を、Ｘ３は金 5000 万円（一

部請求）及び内金 4520 万円に対する年６分の割合に

よる、内金 480 万円に対する年５分の割合による遅

延損害金の支払を、Ｘ４は金 4841 万 1200 円及び内金

4140 万円に対する年６分の割合による、内金 701 万

1200 円に対する年５分の割合による遅延損害金の支

払を求めた。

　これに対して、第一審の大阪地裁は平成 11 年６月

30 日の判決（未登載、平成８年（ワ）第 6092 号）で、

Ｙ１の責任を認めたが、Ｙ２・Ｙ３の責任は否定した。

すなわち、Ｙ１については、Ｘらの瑕疵担保責任に基

づく解除は有効であり、従って、Ｙ１は、解除による

原状回復義務に基づき、Ｘ１及びＸ２に対しては金 4420

万円（各自金 2210 万円）、Ｘ３に対しては金 4520 万円、

Ｘ４に対しては金 4140 万円を支払うべき義務を負うと

した。そしてさらに、Ｙ１は、少なくとも本件各建築

確認申請図面どおりに建築しなければ、本件各建物に
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前記瑕疵が生ずるであろうことを予見し得たものとい

うべく、したがって、Ｙ１には本件各建物に右瑕疵を

生じさせたことにつき過失が認められるから、Ｘら各

自に対し、不法行為に基づき、相当因果関係のある損

害を賠償すべき義務を負うとした。Ｙ１の不法行為と

相当因果関係のある損害は、Ｘ１及びＸ２（以下の金額

は両名の合計額）については、登記費用 49 万 5400 円、

仲介手数料 141 万 5520 円、慰謝料 100 万円、弁護士

費用 200 万円、合計 491 万 920 円、Ｘ３については、

仲介手数料 149 万 6520 円、慰謝料 100 万円、弁護士

費用 200 万円、合計 449 万 6520 円、Ｘ４については、

登記費用63万 1000円、仲介手数料132万 8700円、ロー

ン手数料５万 1500 円、慰謝料 100 万円、弁護士費用

200 万円、合計 501 万 1200 円であるとされた。結局、

Ｙ１は、Ｘ１及びＸ２に対し、金 4911 万 920 円（各自金

2455 万 5460 円）、Ｘ３に対し、金 4969 万 6520 円、Ｘ４

に対し、金 4641 万 1200 円を支払うべき義務があると

された。

　Ｙ２の責任については以下のように判示する。すな

わち、実際には、Ｙ２は、本件各建物について、Ｙ１と

の間で工事監理契約を締結したことはないこと、建築

主に対して建築確認申請を行うに当たって工事監理者

を選定しておくことを要求する旨定めた法の規定はな

く、工事監理者が未定の場合には、後で定まってから

工事着手前に届け出ることを要する旨の注意規定が存

するのみであるところ、Ｙ１は、建築確認申請の際に

申請書に工事監理者の名前を記載することを要求する

大阪市の行政指導に沿うべく、とりあえずＹ２の名前

を記載しておいてほしい旨要請し、Ｙ２自身もＹ１の一

級建築士の資格を有する従業員が工事監理を行うであ

ろうと考えたことから、右要請に応じて自己の名前を

暫定的に記載したにすぎないこと、さらに、そもそも

工事監理者を定めた旨届け出ることを要するとされて

いる主体は建築主であって、いったん定めた工事監理

者を後日変更する場合にも、変更前の工事監理者の承

諾等の手続を要することなく、建築主が一方的に変更

届を提出することによって変更することができること

が認められるのであって、これらの事実を総合勘案す

ると、本件各建築確認申請書及び本件各選定届の前記

記載のみから、本件各建物について、Ｙ２が工事監理

者としての業務を誠実に遂行すべき義務を負っていた

ものと認めるのは困難というほかはない、と。大阪地

裁はこのように判示して、Ｙ２の不法行為責任の成立

を否定した。

　また、Ｙ３の責任についてはおおよそ以下のように

判示する。すなわち、確かに、Ｙ３は、Ｘ４に対し、Ｙ１

から本件建物３に使用されている鉄骨は 15 センチ角

である旨説明を受けていると回答したことが認められ

るけれども、それ以上に、Ｙ３が実際には本件各建物

の柱にＨ型鋼が使用されている事実を知っていたにも

かかわらず、これを告げることなく仲介を行ったり、

あるいは故意に事実を告げず、又は不実の事実を告げ

てＸらに対して仲介を行ったとの事実までを認めるに

足りる証拠はない、と。大阪地裁はこのように判示し

て、Ｙ３の債務不履行責任及び不法行為責任の成立を

否定した。

　以上要するに、ＸらのＹ１に対する請求は、Ｘ１及

びＸ２については、金 4911 万 920 円（各自金 2455 万

5460 円）及び内金 4420 万円（各自金 2210 万円）に

対する年６分の割合による、内金 491 万 920 円（各自

金 245 万 5460 円）に対する年５分の割合による各遅

延損害金の支払を求める限度において、Ｘ３について

は金 4969 万 6520 円及び内金 4520 万円に対する年６

分の割合による、内金 449 万 6520 円に対する年５分

の割合による各遅延損害金の支払を求める限度におい

て、Ｘ４については金 4641 万 1200 円及び内金 4140 万

円に対する年６分の割合による、内金 501 万 1200 円

に対する年５分の割合による各遅延損害金の支払を求

める限度において認容された。

　以上が一審判決の概要であるが、敗訴したＹ１には

資力がなかったため、Ｘ１及びＸ２は控訴し、原判決中

Ｘ１・Ｘ２とＹ２・Ｙ３に関する部分を、Ｙ２・Ｙ３は連帯

してＸ１・Ｘ２各に対しいずれも 500 万円及びこれに対

する年５分の割合による遅延損害金を支払え、と変更

するよう求めた。

　これに対して、大阪高裁は、一審判決を変更して、

Ｙ２に対し、Ｘ１・Ｘ２各にいずれも 245 万円及びこれ

に対する年５分の割合による遅延損害金を支払うよう

命じたが、Ｘ１・Ｘ２のＹ３に対する控訴は棄却した。

［判旨］本件判決はまず、Ａは建築主事に対し、Ａが
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本件建物の建築工事について工事監理をする旨表明し

たが、実際にはその当時までに工事監理契約は締結さ

れていなかったし、その後にも前記契約は締結されな

かったのだから、Ａには本件建物の建築工事について

工事監理を行うべき義務があったということはできな

いとする。そして、本件判決は、本件建物は一級建築

士の工事監理がなければ建築工事をしてはならなかっ

たものであるところ、工事監理者が決まっていないま

ま建築確認がされると、Ｙ１において必要な工事監理

を受けないで建築工事をするおそれがないとは言い切

れないとする。本件判決は、このような監理不在の建

築工事についての予見可能性を指摘したうえで、それ

により危険な建物が建築されるという結果を回避する

可能性についておおよそ以下のように判示する。すな

わち、Ａは、自らが工事監理者となることを表明して

建築確認申請の代行をし、建築確認を得させた一級建

築士としてＹ１が工事監理者なしであるいは実質上工

事監理者がないような状態で工事をし危険な建物を建

築するようなことのないように配慮すべきであったと

いうべきであり、その配慮を欠く場合には、建築士法

18 条１項の規定する誠実に業務を行う義務に違反し

たというべきである。そして、本件建物は建売用建物

であり、違法建築がされた場合これによる損害は本件

建物を買った者が被ることになるおそれがあるのであ

るから、この配慮義務は、本件建物の購入者に対して

も負担するというべきである。ところが、Ａは、この

ような配慮をすることなく、建築確認代行業務を履行

した後、工事監理関係について放置したのであるから、

この配慮義務に違反した、と。

　本件判決は以上のように判示して、Ａを代表取締役

とするＹ２の不法行為責任（民法 44 条）を認めた。

　Ｙ２が支払いを命じられた損害賠償額については、

Ｘ１・Ｘ２の損害はＹ１の著しい手抜工事により発生し

たものであるが、これほどの違法工事が行われること

はあまり例のない事態であり、必ずしも容易に予見で

きたとまでは言い難いことと、工事監理者の変更はＹ１

限りでできるところであり、ＡがＹ１において正当に

変更の手続をして工事をしているのであろうと考えた

としてもある程度やむを得ない面がないとはいえない

こと、及びＡの義務違反の性質に照らすと、Ｘ１・Ｘ２

が被った損害を 2455 万 5460 円として、Ａの注意義務

違反と相当因果関係のあるのはその１割程度の 245 万

円であるとされた。

　次の判決例は、前掲の大阪高裁判決の上告審判決で

あるが、控訴審判決を維持して上告を棄却したもので

ある。

⑳最高裁平成15年11月14日判決（判時1842号38頁、

判タ 1139 号 73 頁）

　本件の事案は前掲判決の［事案］の欄に記載したと

おりであるが、控訴審判決（前掲大阪高裁判決）に対

してＹ２（被告・被控訴人・上告人）が上告したもの

である。すなわち、Ｙ２は、Ｙ１との間では本件建物の

建築工事についての工事監理契約を締結していないの

であり、本件建物に係る建築確認申請書にＡを工事監

理者とする旨の記載をしたからといって、これにより

Ｙ２がＸ１・Ｘ２（被上告人）に対して賠償責任を負う

ものとはいえないなどと主張した。最高裁は、控訴審

判決の判断を是認しつつ、同判決のいう建築士の第三

者に対する「配慮義務」についてより一歩踏み込んで

詳細に判示する。

　まず、最高裁は、一般論としておおよそ次のように

判示する。すなわち、建築士法３条から３条の３まで

の規定は、各規定に定められている建築物の新築等を

する場合においては、当該各規定に定められている一

級建築士、二級建築士又は木造建築士でなければ、そ

の設計又は工事監理をしてはならない旨を定めてお

り、前記各規定に違反して建築物の設計又は工事監理

をした者には、罰則が科せられる（同法 35 条３号）。

建築基準法５条の２の規定は、前記規制を前提として、

建築士法の前記各規定に定められている建築物の工事

は、当該各規定に定められている建築士の設計によら

なければ、することができないこと、その工事をする

場合には、建築主は、各規定に定められている建築士

である工事監理者を定めなければならず、これに違反

した工事はすることができないことを定めており、こ

れらの禁止規定に違反した場合における当該建築物の

工事施工者には、罰則が科せられるものとされている

（建築基準法 99 条１項１号）。そして、建築士法 18 条

の規定は、建築士は、その業務を誠実に行い、建築物

の質の向上に努めなければならないこと（同条１項）、
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建築士には、法令又は条例の定める建築物の基準に適

合した設計をし、設計図書のとおりに工事が実施され

るように工事監理を行うべき旨の法的責務があること

を定めている（同条２項、３項）。建築士法及び建築

基準法の前記各規定の趣旨は、建築物の新築等をする

場合におけるその設計及び工事監理に係る業務を、そ

の規模、構造等に応じて、これを適切に行い得る専門

的技術を有し、かつ、法令等の定める建築物の基準に

適合した設計をし、その設計図書のとおりに工事が実

施されるように工事監理を行うべき旨の法的責務が課

せられている一級建築士、二級建築士又は木造建築士

に独占的に行わせることにより、建築される建築物を

建築基準関係規定に適合させ、その基準を守らせるこ

ととしたものであって、建築物を建築し、又は購入し

ようとする者に対し、建築基準関係規定に適合し、安

全性等が確保された建築物を提供することを主要な

目的の一つとするものである。このように、建築物を

建築し、又は購入しようとする者に対して建築基準関

係規定に適合し、安全性等が確保された建築物を提供

すること等のために、建築士には建築物の設計及び工

事監理等の専門家としての特別の地位が与えられてい

ることにかんがみると、建築士は、その業務を行うに

当たり、新築等の建築物を購入しようとする者に対す

る関係において、建築士法及び建築基準法の前記各規

定による規制の潜脱を容易にする行為等、その規制の

実効性を失わせるような行為をしてはならない法的義

務があるものというべきであり、建築士が故意又は過

失によりこれに違反する行為をした場合には、その行

為により損害を被った建築物の購入者に対し、不法行

為に基づく賠償責任を負うものと解するのが相当であ

る、と。

　最高裁はこのように判示したうえで、本件について

具体的におおよそ以下のように判示する。すなわち、

Ｙ２の代表者であり、一級建築士であるＡは、建築確

認申請書にＡが本件建物の建築工事について工事監理

を行う旨の実体に沿わない記載をしたのであるから、

Ａには、自己が工事監理を行わないことが明確になっ

た段階で、建築基準関係規定に違反した建築工事が行

われないようにするため、本件建物の建築工事が着手

されるまでに、Ｙ１に工事監理者の変更の届出をさせ

る等の適切な措置を執るべき法的義務があるものとい

うべきである。ところが、Ａは、何らの適切な措置も

執らずに放置し、これにより、Ｙ１が前記各規定によ

る規制を潜脱することを容易にし、規制の実効性を失

わせたものであるから、Ａの前記各行為は、前記法的

義務に過失により違反した違法行為と解するのが相当

である。そして、Ｙ１から重大な瑕疵のある本件建物

を購入したＸ１・Ｘ２は、Ａの前記違法行為により損

害を被ったことが明らかである。したがって、Ｙ２は、

Ｘ１・Ｘ２に対し、前記損害につき、不法行為に基づく

賠償責任を負うというべきである、と。

（２）諸判決例の検討

　以上、設計施工分離型に属する 14 件の判決例を概

観したが、ここでは、それぞれの判決に検討を加えて

みたい。

　判決例⑦について。本判決は、不特定多数の公衆の

利用が予定されているサウナ浴場を設計する者には、

当該第三者に対する設計上の注意義務が課せられると

したうえで、当該設計者がサウナ浴室を囲う壁に可燃

性のベニヤ板を使用する設計をした点に重過失がある

とする。建築家（ここでは設計者）の設計上の注意義

務が契約関係のない第三者（ここではサウナ入浴客）

に対しても及ぶものとした点、さらに設計者の重過

失を認めた点で、本判決が下された当時（昭和 57 年）

としては画期的な内容の判決であった。

　判決例⑧について。本判決は、瑕疵担保責任に基づ

く損害賠償請求において、建物の部分修復ではなく、

再築による費用や弁護士費用の賠償を認めている点、

また、法人であるＸ１の慰謝料請求を認めている点に

おいて注目すべきものである。

　本判決は、Ｙ２・Ｙ３について、建築確認申請書に工

事監理者として氏名を記載した点に関しては単なる名

義貸しであるとして監理責任を否定したが、同申請書

添付の設計図書を作成した点に関しては、実際の工事

施工のためのものでもあったとして、設計上の責任を

認めている。たとえ実態は単なる名義貸しであったと

しても、名義貸しをしたこと自体を重くみて、当該建

築家の監理責任あるいはそれに相当する責任を認める

べきであったと考える。単なる名義貸しであるからと
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いって建築家に監理責任を負わせないとすれば、名義

貸しの横行を許すことになろう。

　判決例⑨について。本判決は、判決例⑧の控訴審判

決であるが、Ｘ１会社の慰謝料請求の部分を除き一審

判決を維持しており、従って、検討すべき点は判決例

⑧におけると同様なので、ここでは省略する。

　判決例⑩について。本判決は、（２）の採光上の欠

陥の２．（本判決の［事案］参照）についてはＹ３の設

計ミスを否定しているが、この点は納得がいかない。

何故なら、たとえＸが隣地に建物が建つ予定はない旨

をＹ３に告げたとしても、Ｙ３はそれを安易に信じるべ

きではなく、将来隣地に建物が建つ可能性を考慮し、

自然採光に十分に配慮して本件建物の設計を行うべき

だからである。職能家としての建築家の当然の義務で

あろう。

　本判決は、Ｘ主張にかかる（３）の 18 項目の建物

の「欠陥」（本判決の［事案］参照）のうち 15 項目に

つき瑕疵を認めている。問題は、それら 15 項目の瑕

疵すべてにつき、Ｙ１の施工ミスであるとともに直ち

にＹ３の監理ミスであるとしている点である。蓋し、

施工ミスのすべてにつき、監理者たる建築家が責任を

負うとは必ずしもいえないからである。従って、Ｙ３

が監理責任を負う範囲を明確にせずに施工ミスのすべ

てにつき監理ミスをも認めた点で不当であり、監理者

に過大な責任を負わせるものである。私見によれば、

本判決で認められた 15 項目の瑕疵のうち、Ｙ３が明ら

かに監理責任を負うべきであるのは、（ア）（イ）（エ）

（キ）（コ）（シ）（ス）（セ）の８項目の瑕疵である。

いずれも建物全体からみて比較的重要な工事部分に生

じた瑕疵であり、監理者が施工業者とともに当然に責

任を負うべきものだからである。これに対して、前記

の８項目以外の７項目の瑕疵については、比較的軽微

なものであるから、いずれも原則として施工業者のみ

が責を負うべきものであり、当該業者の信頼性が低い

（例えば、技術が低レベルであったり、粗雑な工事を

する業者である。）などの特段の事情がない限り、監

理者たる建築家が責任を負う必要はないというべきで

ある（施工業者の信頼度が低い場合には、建築家の監

理義務の程度が増大するため、これら７項目の比較的

軽微な瑕疵に対しても当該建築家は責任を負わねばな

らなくなる）。原則として施工業者のみが責を負うべ

きこれら７項目の瑕疵に共通する特徴を挙げるとすれ

ば以下の如くである。すなわち、（ａ）瑕疵の存在が

外観から比較的容易に判断しうる（他の工事部分など

により隠蔽されていない）、（ｂ）瑕疵を後から修復す

ることが比較的容易であり、かつ修復に過大な費用を

要しない、（ｃ）瑕疵を直ちに修復せずとも、差し迫っ

た危険性（例えば、ガス爆発などのおそれ）がない、（ｄ）

建物全体からみて、さほど重要な箇所又は工事部分で

はない、といった点を挙げることができる。

　以上述べたように、本判決は、建築業者の施工ミス

を直ちに漫然と（何の吟味もなしに）建築家の監理ミ

スに結び付けているようであり、だとすれば、建築家

が監理責任を負う範囲について何らの基準をも設定し

ていない点で建築家に過大な責任を負わせるものであ

り、不当であるといえる（はじめに監理責任ありき、

では困る。）。

　判決例⑪について。本判決は、建築士法及び建築基

準法施行令から建築士の設計・監理上の注意義務を導

き出している。つまり、これらの法令が不法行為によ

る損害賠償責任の根拠となる法的義務を定める規定で

あることを示しているのである。具体的には、設計ミ

スについては敷地調査義務違反を、監理ミスについて

は手抜き工事が行われないように工事施工者を指導監

督すべき義務違反を認めている。

　本判決は、監理に関しては、基礎工事及び木工事

の瑕疵につき建築士のミスを認めている。それらいず

れの工事部分も建物全体からみて比較的重要な工事部

分といえるので、それらの部分に生じた瑕疵に対して

は当然に監理者の責任が及ぶといえる。従って、この

点につき建築士の監理責任を認めたのは妥当といえよ

う。

　判決例⑫について。本判決には若干の疑問がある。

まず、本判決は、本件工事によりＸ建物がある程度の

損傷を受けている疑いは否定できないというだけで、

Ｙらの不法行為責任を認めているが、この点には納得

がいかない。蓋し、本件工事とＸ建物の損傷との間の

因果関係が立証されていないにもかかわらず、その疑

いがあるというだけで不法行為の成立を認めることは

できないこと、当然だからである。



－36 －

欠陥住宅・建築工事に対する建築家の責任（２・完）

　次に、本判決は 、建築家Ｙ２の設計・監理ミスを認

めているが、監理ミスはいいとして、設計ミスの内

容については明確には判示していない。Ａ土地の地盤

調査を怠ってＡ建物の設計を行ったことを設計ミスと

いっているものと考えられるが、判示からは必ずしも

明らかではない。

　さらに、本判決は、Ａ建物の注文者であるＹ３・Ｙ４は、

建築の専門家でないとしても、注文者として、請負人

たるＹ１に対し、隣家たるＸ建物に被害を及ぼさない

ように予め適切な指示ないし要望をして、Ｙ１が被害

防止措置を講じないままで工事をしているのを知った

場合には、直ちに工事を中止させ、相当な処置を講じ

させるべき義務があったのにそれを怠ったとして損害

賠償責任を負わせているが、この点にも納得がいかな

い。いやしくも、建築家Ｙ２が設計・監理者として職

務を遂行しているのだから、Ｙ３・Ｙ４はこれに全幅の

信頼を置いてかまわないのであり、従って、この場合

には、Ｙ３・Ｙ４は原則として責任を負う必要はないと

いうべきである。そうでなければ、職能家としての建

築家の存在する意味はないであろう。

　本判決の事案は、建築物の工事により損害を被った

とする隣地建物所有者が、当該建築物の設計監理者に

対しても損害賠償を請求し、認められたものである。

事案としてはあまり例がなく、参考にはなろう。

　判決例⑬について。本判決は、マンションの居室改

装工事による騒音・振動が受忍限度を超えるものであ

るとして、工事の設計・監理をおこなった建築家の責

任を認めた珍しい判決であり、事例として参考になろ

う。

　判決例⑭について。本判決は、本件建物は延べ面積

が 100 平方メートルを超える木造建物であるから、一

級又は二級建築士でなければその設計及び工事監理を

してはならず（建築基準法５条の２及び建築士法３条

の３第１項）、二級建築士であるＹ３は本件建物の設計

者及び工事監理者として届け出た以上、その業務を誠

実に行うべき義務を負っていた（建築士法 18 条１項

参照）としたうえで、Ｙ３は本件建物の設計及び工事

監理を怠り、その結果、本件コンクリート擁壁や本件

建物に瑕疵が生じたとして、Ｙ３の責任を認めた。

　本判決は、Ｙ３は建築確認申請等の手続及び本件建

物の中間・完了検査だけを委託されたが、本件建物の

設計・工事監理者として届け出た以上は、その業務を

誠実に行う義務があるとして、いわゆる建築士の名義

貸しの事案につき二級建築士の設計・監理責任を認め

ている。つまり、本判決は、建築基準法５条の２及び

建築士法３条の３・同 18 条は単なる行政上の取締規

定ではなく、不法行為に基づく損害賠償責任の根拠規

定となりうることを認めている。

　また、本判決は、名義貸しをした二級建築士に約

6000 万円の損害賠償責任を負わせているが、これは

当該建築士の約９万円の報酬額に比すれば過大なもの

である。しかし、職能家としての建築士の職責の重さ

からしても、また、安易な名義貸しに対する戒めとい

う効果の点でも妥当な額であろう。

　判決例⑮について。本件の争点は、Ｙ２会社が設計

に加えて工事監理をも委託されたかどうかであった

が、この点につき本判決は、確認申請書に設計者及び

監理者としてＹ２会社の記名捺印があることから、Ｙ２

会社が設計のほかに監理をも委託されたものと推認

し、設計監理委託契約が締結されたものと認めている。

しかし、Ｙ２会社は監理者については明らかに名義貸

しをしたのであって、記名捺印の存在から監理契約の

成立を推認するのは実態とかけ離れており問題があろ

う。

　本判決は、建築士法 18 条は単なる倫理規定ではな

く、同条の定める建築士の義務は損害賠償責任の法的

根拠となる義務であることを認め、設計監理会社の債

務不履行責任及びその代表者である一級建築士の不法

行為責任を認めている。また、損害賠償の点では本判

決は、調停の結果ＸがＢに支払った 30 万円について

のみ、Ｙ１の監理義務不履行と相当因果関係のある損

害としているが、 これには賛成できない。不完全な北

側側面外壁の改修工事費用については原則として工事

施工者Ａのみが責任を負うとしても、傾斜壁面を取り

壊し境界線上垂直な壁面とするのに要した費用につい

ては、Ｙ１の監理義務不履行と相当因果関係のある損

害と認めるべきであろう。何故なら、外壁工事の不完

全さは建築工事全体からみて比較的軽微な瑕疵といい

うるが（これに対しては原則として工事施工者のみが

責を負う）、壁面の傾斜は建物全体からみて軽微な瑕
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疵とは到底いえないのであって、この改修工事費用に

ついては建築家の監理義務不履行と相当因果関係のあ

る損害として監理者たる建築家も責を負うべきものと

いえるからである。もっとも、名古屋地裁は、約６万

円の「設計監理料」と比較して賠償額が過大にならな

いよう考慮したのかもしれないが、もしそうとすれば、

不必要な配慮といえよう。

　判決例⑯について。まず、一・二審判決ともに、建

築士法 18 条及び同２条の規定が、特約のない設計監

理契約の内容をなす法的義務を定めたものであると

し、これらの諸規定が単なる行政上の取締規定または

倫理規定ではないことを示している。

　次に、一審判決は、（１）の施工ミスにつきＹ１の監

理義務（報告義務）違反がないとしているが、この点

はもとより、控訴審判決が一審判決とは異なり（２）

及び（３）の施工ミスについても同様にＹ１の監理義

務（報告義務）違反がないとした点は問題である。控

訴審判決は、Ｙ１が（１）の施工ミスについて報告し

た際にＸが無視したなどの事情があるので、仮に（２）

及び（３）の施工ミスについて報告しても同様にＸに

無視されたであろうこと、そもそも粗雑な施工を行っ

た業者を選定したのはＸなので、（１）ないし（３）

の施工ミスの結果に伴う不利益はＸが甘受すべきで

あってこれをＹ１に転嫁することは衡平に反し妥当で

ないことを理由に、Ｙ１が（１） の施工ミスについて

報告義務を尽くした以上、Ｙ１が（２）及び（３）の

施工ミスをＸに報告しなかったとしても、その点に

監理義務（報告義務）違反はないとする。しかし、職

能家としての建築家であるＹ１は、たとえ建築主Ｘに

より無視されることが推測されるとしても、新たに発

見した施工ミスについてはそのつどＸに報告すべきで

あるし、建築主自身が施工能力や信頼関係の点で不安

のある施工業者を選んだとしても、その業者を建築家

が施工者として一旦受け入れた以上は、適切な工事が

行われるようにしかるべく監理義務を尽くさねばなら

ないといえる。建築家が安易に建築主に責任転嫁をは

かるとすれば、それは建築家の職能の放棄であるとの

謗りは免れまい。本件の場合、施工能力や信頼度の不

確かな施工業者を建築家がさほど強く反対せずに受け

入れてしまったのだから、建築家はむしろ普通より以

上の注意を尽くして監理義務を遂行しなければならな

かったといえよう。また、一審判決についても、（１）

の施工ミスについては、Ｙ１はただ単にＸに報告する

だけでは不十分であり、施工業者へ是正措置を指示す

るようＸに強く求めるなどしなければ、職能家として

の建築家の職責（ここでは監理義務）を果たしたこと

にはならないのであり、この点につき単に進言した程

度でＹ１の監理義務（報告義務）違反なしとした判示

には納得がいかない。

　一審におけるＸの一級建築士Ｙ１に対する請求額は

1000 万円であり、それに対して認容額はその 10 パー

セントの 100 万円であるが、これは施工業者Ｙ２に対

する認容額と比べてかなり少ない金額である。もっと

も、裁判所は、Ｙ１の設計監理報酬が 100 万円である

ことに鑑み、それに比して認容額が過大にならないよ

うに考慮したのかもしれないが、もしそうとすれば、

そのような配慮は無用であろう。

　判決例⑰について。本判決が、「監理者は、建築主

の建築物完成の目的実現に寄与すべく工事が設計図書

のとおりに実施されるよう請負人の施工を監理するも

のである」といみじくも判示しているように、確かに、

監理者の無形の貢献は、設計図書どおりでかつ瑕疵の

ない「無体物（観念）としての建築物」、ひいては（結

果的には）「有体物としての建築物」に向けて収斂す

るといえる。しかし、それに続けて、監理者の「責任

は請負人の責任との関係において補充的責任たる性質

を有する」と判示した点には到底納得がいかない。蓋

し、職能家（プロフェッショナル）たる建築家（監理

者）は建築物に対して終局的に責任を負うべきであっ

て（そうでなければ、建築物の安全、ひいては社会公

共の安全は保たれない。）、だとすれば、その責任は補

充的どころか、施工者と少なくとも同等あるいはそれ

以上のものであるはずだからである。もし監理者が施

工者との関係で自らの責任を補充的なものと捉え、そ

のような役割に甘んじているとすれば、それは職能家

としての建築家の地位を自ら放棄することになろう。

　また、監理者の「補充的責任」を認めることの是非

はひとまずおくとして、本件判決の指摘する、「瑕疵

を生じさせた請負人の瑕疵担保責任が消滅した後にお

いても監理者の責任が存続する」ことの不均衡につい
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ては、そもそも監理契約に特約を付けて解決すれば済

む問題であるし、監理者の責任が監理終了時より 10

年間（又は５年間）消滅しないことによる監理者の

立証上の支障についても、その程度の期間は、自らが

監理した建築工事にかかる帰責性に関する立証責任を

職能家としての建築家が負担すべきは当然であろう。

もっとも、いずれの点も、私見のごとく監理契約の

法的性質を原則として請負と解するならば、監理者の

瑕疵担保責任は監理終了時より１年で消滅する（民法

637 条２項）ので、そもそも問題となりえない。

　本判決が、監理者の「補充的責任」のゆえに、そ

れらに対する監理者の責任が消滅したものとした瑕疵

は、（１）、（２）及び（４）ないし（９）である（ただし、

（４）ないし（９）については、施工上の瑕疵かどう

かの判断はなされていない）。監理者の責任が私見の

ごとく施工者に対する関係で補充的なものではないと

すると、前記の瑕疵に対しても監理者の責任が一応肯

定されうることとなる。しかし、その場合であっても、

監理者がそれらすべての瑕疵につき責任を負うわけで

はない。何故なら、建築物全体からみてさほど重要で

ない工事部分に生じた比較的軽微な瑕疵については、

原則として施工者のみが責任を負うべきものであり、

監理者の責任はそこまで及ばないからである。もっと

も、施工者の信頼度が低い（技術が低レベルであると

か、不誠実で粗雑な工事を行う業者であるなど。）場

合には、監理義務の程度が高まり、その結果、前記の

比較的軽微な瑕疵についても監理者たる建築家は責任

を負わねばならなくなる。そこで、前記の（１）、（２）

及び（４）ないし（９）の瑕疵について検討すると、

それらのうち少なくとも（２）及び（９）については

比較的軽微な瑕疵といいうる。従って、本件の場合、

監理者の「補充的責任」を認めるか否かにかかわらず、

（２）及び（９）については、監理者は 原則として責

任を負う必要はないといえよう。

　判決例⑱について。本件判決は、いわゆる建築士の

名義貸しの事案につき、一審判決とは異なり、工事監

理契約の締結の有無にかかわらず、建築確認申請書に

工事監理者として氏名が記載されている以上、当該建

築士は建築基準法（及び建築士法）の定める工事監理

者としての義務を負うものとし、不法行為に基づく損

害賠償責任の根拠となる当該建築士の工事監理者とし

ての法的義務を同法から導き出している。工事監理契

約の締結を推認することもなく、建築確認申請書に工

事監理者として氏名が記載されている事実から当該建

築士に監理義務を課すという構成には若干無理がある

ように思われる。

　判決例⑲について。本判決は、工事監理者が決まっ

ていないまま建築確認がなされると、施工者が必要な

工事監理なしに建築工事をするおそれがあることをＡ

は予見可能であったし、そうであるならば、工事監理

者不在のまま工事がなされないように配慮して、危険

な建物が建築されないようになしえた（結果回避可能

性）として、Ａの過失を認めている。

　本判決は、Ａの配慮義務違反は建築士法 18 条１項

の規定する「誠実に業務を行う義務」違反であるとし

たうえで、この配慮義務は（建築主以外の）第三者（こ

こでは建物の購入者）に対する義務でもあるとする。

しかし、この配慮義務が、建築士法 18 条１項の「誠

実に業務を行う義務」から流出してくるものである

ことは判示から明らかであるものの、この配慮義務は

監理義務と必ずしも同一のものではない。つまり、こ

こでいう配慮義務は、監理義務そのものではなく、監

理がなされるように配慮する義務を指しているのであ

る。しかし、いずれにせよ、本判決が、配慮義務違反

を根拠に建築家の不法行為責任を認めていることは明

らかである。

　また、本判決において、Ｘ１・Ｘ２の被った損害のう

ちＡの注意義務違反と相当因果関係のある損害はその

１割と認定されているが、工事監理者たる建築家Ａの

職責の重大さに鑑みれば、些かその割合が少ないよう

に思われる。もっとも、Ｙ２の報酬が 116 万 8000 円で

あることから、それとのバランスを考えて賠償額があ

まり過大にならないように裁判所が配慮したのかもし

れないが、もしそうとすれば、そのような配慮は無用

であろう。

　判決例⑳について。本判決は、判決例⑲の上告審

判決であるが、控訴審判決を維持して上告を棄却した

ものである。控訴審判決は、一級建築士であるＡが建

築確認申請書に自らが工事監理者となる旨の記載をし

たからには、Ｙ１が工事監理者なしであるいは実質上
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工事監理者がないような状態で工事をし危険な建物を

建築するようなことのないように配慮すべきであった

とし、この配慮義務は、建物の購入者に対しても負担

するべきであるとしている。本判決も、控訴審判決の

立場を踏襲しているが、それをさらに補足し、より具

体的かつ明確に説明する形で、Ａには、自己が工事監

理を行わないことが明確になった段階で、建築基準関

係規定に違反した建築工事が行われないようにするた

め、本件建物の建築工事が着手されるまでに、Ｙ１に

工事監理者の変更の届出をさせる等の適切な措置を執

るべき法的義務があるものとする。つまり、控訴審判

決のいうような「配慮義務」という言葉ではなく、「法

的義務」という言葉を用いてはいるものの、「配慮義務」

の内容を補足し、それをさらに詳細に説明する形で、

控訴審判決よりもさらに一歩踏み込んで、積極的な作

為義務（「適切な措置を執るべき法的義務」）をＡに負

わせている。いずれにせよ本判決は、控訴審判決と同

様に建築士の第三者（この場合は建物の購入者）に対

する不法行為に基づく損害賠償責任を根拠づける法的

義務を建築士法及び建築基準法から引き出している。

（３）諸判決例の問題点

　以上、設計施工分離型に属する 14 件の判決例を概

観、検討したが、既にみたようにそれらにはいくつか

の共通する問題点の存在することが明らかになった。

　判決例においてよくみられるのが、建築士の名義貸

しの事例である。名義貸しが行われる背景としては、

たとえば、施工を請け負った会社（工務店）が、自社

内に有資格の建築士がいないため、建築確認申請の際

に外部の建築士に設計者・監理者としての名義貸しを

依頼せざるをえないという事情がある。名義貸しによ

る建築士の責任を否定したもの（⑧及び⑨の判決例。

ただし、⑨は⑧の控訴審判決。）もあるが、責任を肯

定したもの （⑭⑮⑱⑲⑳の判決例。ただし、⑳は⑲の

上告審判決。）についてはその理由づけは一様ではな

い。⑮は、建築確認申請書に監理者としてＹ２会社の

記名捺印があることから、Ｙ２会社が監理をも委託さ

れたものと推認し、設計監理委託契約の締結を認めて

いる。しかし、Ｙ２会社は監理者については名義貸し

をしたのであって、記名捺印の存在から監理契約の成

立を推認するというのは、実態とかけ離れており不自

然な構成である。この⑮は、設計監理会社の債務不履

行責任を認めた事例であるが、残りの⑭⑱⑲⑳は建築

士あるいは設計監理会社の不法行為責任を認めたもの

である。⑭は、設計者及び工事監理者として届け出を

した二級建築士は、建築士法 18 条１項に基づき、そ

の業務を誠実に行うべき義務を負うとして、設計・監

理責任を課している。しかし、当該二級建築士は、設

計・監理を行う意思はなく、単に名義貸しをしたにす

ぎないのだから、この構成にはやや無理があろう。⑱

は、工事監理者としての名義貸しをした二級建築士に

つき、工事監理契約の締結の有無にかかわらず、建築

基準法の当該諸規定から工事監理者としての責任を引

き出している。監理契約締結の有無に関係なく監理義

務を負わせている点で、この構成にもやはり無理があ

ろう。⑲は、名義貸しをした一級建築士に監理義務そ

のものではなく、監理者なしに工事がなされないよう

に配慮する義務を課しており（配慮義務は、建築士法

18 条１項の「誠実に業務を行う義務」から引き出す。）、

実態に即した無理のない構成で妥当である。もっとも、

内容の点では、配慮義務と監理義務との間には、実質

的に大きな差異はないともいえる。⑳は⑲の上告審判

決であるが、⑲でいうような「配慮義務」という言葉

ではなく、「法的義務」という言葉を用いているもの

の、「配慮義務」の内容をより一歩踏み込んで詳細に

説明するもので、建築士に具体的な作為義務（「工事

監理者の変更の届出をさせる等の適切な措置を執るべ

き法的義務」）を課すものである。⑲でいう「配慮義

務」よりも具体的でわかりやすく、説明としてはより

丁寧なものといえよう。⑲の「配慮義務」は建築士法

18 条１項から導き出されているのに対して、⑳の「法

的義務」は同法 18 条等及び建築基準法の関連諸規定

から導き出されており若干の形式的な差異はあるもの

の、枠組としては、両義務は基本的に同一のものとい

えよう。

　次に、施工業者と監理者の責任分担の範囲が必ずし

も明確ではない判決例も少なからずみられる。施工ミ

スのすべてにつき、何の吟味や説明もなくただちに監

理ミスもありとしているものが散見される（⑩⑪⑮⑰

の判決例。ただし、⑪の結論は妥当。）。何ら明確な基
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準もなしに施工ミスのすべてにつきダイレクトに監理

ミスをも認めるとすれば、それは監理者たる建築家に

過大な責任を負わせることになり妥当でない。そこで、

原則として施工業者のみが責任を負い、監理者たる建

築家は責任を負う必要のない施工上の瑕疵に共通する

特徴を挙げれば以下の如くである（既に「諸判決例の

検討」の該当箇所でも触れた。）。すなわち、（ａ）瑕

疵の存在が外観から比較的容易に判断しうる（他の工

事部分などにより隠蔽されていない。）、（ｂ）瑕疵を

後から修復することが比較的容易であり、かつ修復に

過大な費用を要しない、（ｃ）瑕疵を直ちに修復せず

とも、差し迫った危険性（例えば、ガス爆発などのお

それ）がない、（ｄ）建物全体からみて、さほど重要

な箇所又は工事部分に生じた瑕疵ではない、といった

点を挙げることができる。ただし、当該施工業者の信

頼度が低い（技術が低レベルであったり、粗雑な工事

を行うなど不誠実である。）場合などの特段の事情が

ある場合には、例外的に前記の特徴を有する瑕疵（原

則として施工業者のみが責任を負うべき瑕疵）に対し

ても監理者たる建築家の責任が及ぶことになる。

　職能家（プロフェッショナル）としての建築家の責

務を考慮していない、あるいは蔑ろにしている判決例

もいくつか見受けられる（⑩⑫⑯⑰の判決例）。建築

家は、建築主が依頼者の立場で指示・情報提供をして

きたとしても、それに盲従したり鵜呑みにしてはなら

ないのであって、独自の立場で判断しなければならな

い（⑩の判決例）。また、建築家が建築工事に関与し

ている以上は建築主に責任を転嫁することはできない

のである（⑫⑯の判決例）。それがプロフェッショナ

ルというものであろう。また、監理者たる建築家の責

任が施工業者の責任との関係で補充的であるなどとい

うことは全く論外であって、建築家は施工業者ととも

にあるいはそれ以上に建築物に対して責任を負わねば

ならないのである（⑰の判決例は、職能家としての建

築家の責務を全く考慮していないだけでなく、法解釈

の誤りも犯している。）。そうでなければ、建築物の安

全、ひいては社会公共の安全は到底保たれないといえ

よう。このような社会的責任を果たしてこそ、建築家

は真のプロフェッショナルと呼ばれうるのである。

　さらに、設計監理報酬に比して過大な賠償額が建築

家に課される（⑭の判決例）ことの是非という問題が

ある。設計又は（及び）監理のミスにより建築物に瑕

疵が生じたのであるならば、当該建築物の瑕疵による

損害を建築家に賠償させるのは（その額が過大であろ

うと）当然であり、設計監理報酬との兼ね合いを考慮

するかの如き態度は妥当ではない（⑮⑯⑲⑳の判決例。

ただし、⑳は⑲の上告審判決）。

　また、建築士法や建築基準法の関連諸規定が単なる

行政上の取締規定や倫理規定ではなく、債務不履行あ

るいは不法行為に基づく損害賠償責任を根拠づける法

的義務を定める規定であると判示するものもよくみら

れるが（⑭⑮⑯⑱⑲⑳の判決例。ただし、⑳は⑲の上

告審判決）、今やほぼ確立した見解であるともいえよ

う。

２－３．裁判実務の問題点

　以上、欠陥住宅・建築工事に対する建築家の民事責

任を認めた判決例 20 件を「設計施工一貫型」と「設

計施工分離型」に分けて概観、検討し、それぞれの問

題点を指摘した。ここでは、それら 20 件の判決例全

体を総括してみた場合の問題点について述べることに

するが、その前に今一度、前記の「設計施工一貫型」

と「設計施工分離型」という分類の仕方について明確

にしておこう。まず、「設計施工一貫型」とは、施工

業者が設計及び（又は）監理をも委託されたケースで、

当該業者の代表者又は従業員（被用者）が設計及び（又

は）監理責任を問われた場合を指す。次に、「設計施

工分離型」とは、典型的には、施工業者が設計及び（又

は）監理までも委託されていない場合を指すが、それ

だけでなく、設計及び（又は）監理をも委託された施

工業者が、その設計及び（又は）監理をさらに独立し

た設計監理法人又は建築士に委託したケースで、当該

法人又は建築士が不法行為責任を問われた場合をも指

す。

　「設計施工一貫型」と「設計施工分離型」の両類型

に共通する問題点としては、まず、施工者と監理者

たる建築家の責任範囲の分担の問題が挙げられる。こ

れは、特に「設計施工分離型」において顕著にみられ

る問題である（既に当該箇所で詳細に述べたのでここ
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ではこれ以上触れない）。次に、建築士法及び（又は）

建築基準法の関連諸規定が建築家の債務不履行又は

不法行為に基づく損害賠償責任を根拠づける法的義務

を定める規定であると判示する判決例も多くみられる

が、これは問題点というよりは、むしろほぼ確立した

見解といえよう。

　主として「設計施工分離型」に関わる問題点として

は、建築家の職能（プロフェッション）を軽視あるい

は蔑ろにした判決例が散見されることを指摘しうる。

それらの判決例においては、職能家としての建築家の

社会的責任というものがほとんど全く考慮されていな

い。

　またこの類型において問題になることが多いのが、

建築士の名義貸しの事例である。この問題は、既に述

べたように、最近の最高裁判決（⑳の判決例）によっ

て一応の決着をみたといえよう。

３．おわりに

　以上、欠陥住宅・建築工事に対する建築家の民事責

任
（２）

に関する判決例をめぐって縷々述べた。建築家の民

事責任という問題領域について筆者が研究をはじめた

およそ 20 年前と現在とを比較すれば、判決例もかな

り増え、また、この問題に対する法学界・裁判実務・

建築実務界（最高裁の中に平成 13 年７月に設置され

た建築関係訴訟委員会、社団法人日本建築学会内に平

成 12 年６月１日に設置された司法支援建築会議など）

のみならず社会一般の関心も格段に高まっており、隔

世の感がある。しかし、名義貸しをした建築士の責任

の問題ひとつとってみても、最近やっと最高裁判決（⑳

の判決例）で認められて一応の決着をみたという状況

であり、その他多くの重要問題が未解決である現状に

鑑みれば、未だ道程は遠いと嘆息せざるをえない。

　本稿は、欠陥住宅・建築工事に対する建築家の民

事責任という問題領域における裁判実務の現時点での

動向を詳細に紹介し、検討したものである。建築家を

被告とする訴訟は増加の一途を辿っており、それに応

じて判決例も今後陸続と現れることが容易に予想され

る。そう遠くない将来、本稿の続編を執筆したいと考

えているが、ともあれ、この小稿が多少なりとも裁判・

建築実務に資することができればこの上なく幸甚であ

る。
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コミュニケーションの目標が連続行動の知覚に与える影響

宮本　聡介
Sousuke Miyamoto

Effect of Communication Goals on Perception of Ongoing Behavior

  This study investigates the effect of communication goals on the perception of the ongoing behavior of 
others.  Forty-eight participants （15 males and 33 females） were randomly assigned to three conditions: 
a transmitter condition, a receiver condition and a non-goal condition.  Participants were then shown a 15 
minute video presentation featuring a male actor engaged in campus activities.  Participants were asked to 
conduct a behavioral extraction task （Miyamoto & Yamamoto, 1994）, while watching the video.  The following 
results were obtained.  Button pressing time in the transmitter condition was shorter than that of the receiver 
condition.  The correlation between frequency of button pressing and behavioral memory were high under 
both conditions, but there was a negative correlation between button pressing time and behavioral memory 
under the receiver condition and was non-significant coefficient under the transmitter condition.  These results 
suggest that the perceiver who has transmitter goal processes the other person’s information more elaborately 
than the perceiver who has a receiver goal. 

Ⅰ．　問　題

　1970 年代後半から，社会心理学の中では社会的認

知（social cognition）の影響を受けた研究が盛んに行

われた。社会的認知とは，認知心理学によって明らか

にされた人間の認知メカニズムを，社会的な情報の認

知の解釈に応用したものであり，そこには人間の情報

処理メカニズムをコンピュータに準えて理解しようと

する人間観がある。社会心理学の研究領域の中でも，

他者の理解にかかわる人間の心の働きを明らかにする

ことを目指した対人認知（person perception）研究は，

社会的認知の影響を最も強く受けた研究分野の 1 つ

である（Fiske  & Taylor, 1984）。具体的には知覚者

の保有するステレオタイプ情報（Cohen, 1981; 宮本 , 

1997）や知覚者の感情状態（Forgas & Bower, 1987），

アクセスビリティ（Higgins, Rholes & Jones, 1977），

処理目標（Cohen & Ebbesen, 1979; 宮本 , 1996; 宮本・

山本 , 1994）などの要因が，対人認知に影響を与える

ことが次々と明らかにされた。こうして明らかにされ

た要因を概観すると，ある 1 つの特徴を指摘できる。

それはこれらの要因の大部分は知覚者側に起因してい

るということである。対人認知は，当該他者からの情

報をもとにその認知が始まるわけだが，知覚者，つま

り情報を受け取る側に起因する要因によって，他者情

報が正確に理解されることもあれば歪めて理解される

こともあることが社会的認知研究によって次々と明ら

かにされていったと言える。

Ⅰ - １　連続行動の知覚と対人認知

　他者の行動情報も，知覚者側の状態によってその

処理が異なってくることが明らかにされている。こ

こで指している「行動」とは視覚的に観察される他者
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の実際の行動である。人から伝え聞いたり，観察記録

として残される言語情報と違い，今まさに目の前で起

こっている動きを知覚していることから，言語的に伝

達される行動と区別するために「連続行動（ongoing 

behavior）」と呼ばれることがある（宮本・山本，

1994）。

　連続行動の知覚に関する研究は Newtson（1973）の

行動知覚理論に始まる。Newtson は「人は他者の連続

行動を個々の意味あるユニットに分割しながら知覚し

ている」と指摘し，行動分割課題を用いて連続行動の

知覚過程を明らかにすることを試みた。行動分割課題

では，1 つの行動が終わり別の新しい行動が出現する

行動の分割点（break point）でボタンを押すよう実験

参加者に求めた。初期の研究では，行動をできるだけ

細かくあるいは大きく分割するよう求めると，実験参

加者はその教示通りに行動を細かく（あるいは大きく）

分割することが示された（Newtson & Engquist, 1976, 

Newtson, Engquist & Bois, 1977）。また行動をより細

かく分割しながら観察することが，行動情報の記憶を

高めることも報告されている（Hanson & Hirst, 1989; 

Lassiter, 1988; Lassiter & Slaw, 1991; Lassiter, Stone, 

& Rogers, 1988）。これらの結果は，知覚者が他者の

一連の行動を観察する際，それを個々の意味ある主観

的な行動ユニットに分割して記憶していることを意味

していると考えられている（Newtson, Hairfi eld, Bloom-

ingdale & Cutino, 1987）。

　上記の研究では，行動を細かく分割する，あるいは

大まかに分割するという知覚の目標によって，行動の

分割の仕方や記憶が異なってくることが示されてい

る。しかし，そもそも行動を細かくあるいは大きく分

割するという処理はどのような社会的状況で導かれる

ものなのだろうか。この問題に示唆を与える研究がい

くつかある。Cohen & Ebbesen （1979）は印象形成，

行動記憶という 2 種類の異なる処理目標下で，知覚者

が連続行動情報をどのように処理するかを検討してい

る。その結果，行動記憶目標を持った知覚者のほうが，

印象形成目標を持った知覚者よりも，他者の連続行動

を細かく分割し，また行動の記憶成績も良いことが示

されている。但し行動を細かく分割し，また行動の記

憶成績が良かったからといって，行動記憶群のほうが

印象形成群よりも連続行動情報を精緻に処理していた

わけではない。宮本・山本（1994）では，行動分割課

題に代えて，1 つの行動が出現したらボタンを押し，

その行動が出現している間はボタンを押し続け，行動

が終わったらボタンを離すという行動抽出課題を用い

て Cohen & Ebbesen の研究を追試している。行動分

割課題では，ボタンを押した回数が測定されるが，行

動抽出課題では，ボタンを押した回数，1 回あたりの

ボタン押し時間が測定される。実験の結果，行動の抽

出回数は印象形成群よりも行動記憶群で多かったが，

抽出される 1 情報単位あたりの平均処理時間は行動記

憶群よりも印象形成群で短かった。また行動の記憶成

績は行動記憶群のほうが良かったが，ターゲット人物

について予測された性格特性の記述量は印象形成群の

ほうが多かった。つまりボタンを押す回数の多少が，

行動を仔細に記憶しているかどうかの指標となるかど

うかは，処理目標に依存しており，印象を形成すると

いう処理目標を持って連続行動を観察した場合には，

ボタン押し回数は，性格特性の推測と関連してくるこ

とが指摘されている（宮本 , 1996）。

Ⅰ - ２　送り手目標と受け手目標

　大部分の社会的相互作用には，送り手（transmitter）

から受け手（receiver）への情報の伝達，すなわちコ

ミュニケーションがある。また，今現在はコミュニケ

ーション場面におかれていないが，将来自分が送り手

もしくは受け手として相互作用することが予期される

こともある。病院の先生の診断結果を夫に話す妻の場

合や，友人関係がうまくいかないで悩んでいる生徒の

話を聞こうとしている学校カウンセラーの場合などが

これに該当する。前者の場合，妻は夫に情報を伝える

送り手になることが予期されている。一方，後者の場

合，カウンセラーは生徒の話を聞くという受け手とし

ての役割が求められる。このように将来何らかの形で

社会的相互作用が発生することが予期されるようなコ

ミュニケーション予期場面では，「送り手」「受け手」

に該当する目標をもって他者と接する事態が生じる場

合がある。

　では，送り手・受け手目標を持って他者と接する場

合，具体的にどのような認知処理が起こるだろうか。
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コミュニケーション予期下での社会的情報処理の特徴

を明らかにしてゆく上で，必ず取り上げられる研究に

「会話ルール」と「認知的チューニング」がある。こ

の２つの概念は，コミュニケーション場面で、情報の

送り手･受け手それぞれが，どのような役割を演じて

いるかについてその手がかりを示唆している。

　会話ルールとは Grice（1975）によって提唱された

コミュニケーションに関する規範的ルールである。具

体的には量の公理（Maxim of quantity），質の公理

（Maxim of quality）， 関 係 の 公 理（Maxim of rela-

tion），様態の公理（Maxim of mode）がある。Grice の

会話ルールによると，話し手の情報伝達不足はコミュ

ニケーションの失敗を導く可能性があるが，情報伝達

過多であることもコミュニケーションの失敗につなが

る（量の公理）。つまり簡潔であることや冗長を避け

ること（様態の公理）は送り手に強く求められるコミ

ュニケーションの規範的ルールであると考えられる。

　認知的チューニングとはコミュニケーター同士が持

つ情報理解動機の程度や，情報内容に対する知識，態

度に応じてコミュニケーションの内容を調整するこ

とである（池田，2000）。これは相手が自分と同じ情

報を共有しているかどうかの情報があるか否かによっ

て，交換される情報の内容が異なってくることを意味

している。またこのことは情報の送り手になるか受け

手になるかによっても，交換される情報が質的，量的

に異なってくる可能性があることを示唆している。た

だし送り手目標，受け手目標と情報処理の精緻さの程

度の間には２極の議論がある。

　Zajonc（1960）は話者（送り手）となることを予期

された実験参加者は聞き手（受け手）となることを予

期された実験参加者よりも，ターゲット情報を詳細に

処理することを 2 つの実験で示した。しかし後続の研

究では，しばしば送り手がターゲット情報の中の矛盾

情報への注意を怠り，受け手よりもターゲット人物に

対して極端な印象を形成したり（Cohen, 1961; Brock 

& Fromkin, 1968），コミュニケーションを複雑にする

可能性のある奇異な情報への注意を避けること（Ma-

zis, 1973）が示されている。 また Higgins, McCann & 

Fondacaro（1982）は，送り手が，受け手も同じ情報

を共有していると知っている場合には，そうでないと

きよりもターゲット情報を包括的，要約的に処理しよ

うとする傾向があることを示している。

　上記の先行研究を概括すると，送り手は受け手より

も情報を詳細に処理する場合と，送り手は受け手より

も情報を簡潔に処理する場合とがあることが予想され

る。ただし適切な量の情報を伝達する（量の公理）と

いう Grice（1975）の会話ルールが，送り手でより顕

在化しやすいと考えると，送り手目標を持った知覚者

はターゲット情報の仔細まで事細かに処理するのでは

なく，むしろ情報全体を包括的に整理し理解する傾向

が強くなるのではないかと予想される。一方受け手は，

情報を伝達することが目標なのではなく，伝達される

情報の真偽を確かめることが重要となるため，情報を

包括的に理解することよりも，情報の仔細に注意を向

ける処理が優勢になると考えられる。

　上述の問題を，行動分割課題を用いて検証した研究

に Lassiter, Geers, Apple（2002）がある。Lassiter ら

は連続行動を刺激として実験参加者に提示し，送り手

目標，受け手目標を持った実験参加者のボタン押し回

数を比較した。その結果，ボタン押し回数，行動再生

数共に受け手条件が送り手条件よりも多かった（研究

１，研究３）。つまり，送り手は受け手よりも行動を

大きなユニットに分割し，知覚していたといえる。こ

れらの結果は，会話ルールにおける量の公理・様態の

公理や，認知的チューニング研究において受け手より

も送り手において情報を包括的に処理するという知見

と一致するものである。

Ⅰ - ３　本研究の目的

　Lassiter ら（2002）の研究から，連続行動の知覚場

面において，送り手目標を持った知覚者は受け手目標

を持った知覚者よりも行動を大きなユニットに分割し

ながら知覚していた。また行動記憶の量は細かなユニ

ットに分割しながら知覚していた受け手目標条件にお

いて優れていた。

　ところで Lassiter ら（2002）は Newtson によって

開発された行動分割課題を用いているが，実験参加者

に行動を分割させるという行動分割課題で測定される

指標（主にボタン押し回数）では，知覚対象となった

行動情報を正確にとらえられていないという指摘がな
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されている（宮本･山本 , 1994）。Newtson らによる行

動分割課題では，ボタン押し回数が少ない場合，行動

を小さなユニットで知覚し，ボタン押し回数が多い場

合には行動を小さなユニットで知覚していると考えら

れている。この知見を得るために用いられた行動分割

課題では，「1 つの行動が終わり，次の新しい行動が

出現する行動の分割点でボタンを押す」よう求めてい

る。この手続きによると，認知対象とする行動の始点

は測定できていると考えられる。しかし宮本･山本は

知覚者が知覚対象としている行動の終点が常に次に知

覚対象とする行動の始点と一致するとは限らず，ボタ

ン押し間隔が長くなればなるほどそこには本来知覚の

対象とはなっていない冗長な行動が含まれる可能性が

高くなると指摘している。この問題を解決するために

宮本･山本（1994）では，先述の行動抽出課題を用い

た実験を行っている。印象形成群と行動記憶群を比較

したこの実験では，同様の実験を行動分割課題を用い

て行った Cohen & Ebbesen（1978）の実験結果とは

異なり，印象形成群では行動記憶群よりも行動を小さ

な単位の情報として知覚していた。

　Lassiter ら（2002）の実験では，送り手目標条件が

受け手目標条件よりもボタン押し回数が少なく，大き

な情報単位（ユニット）の塊として行動を知覚してい

たことが示されているが，この結果について，宮本･

山本（1994）の用いた行動抽出課題を用いて改めて検

証する必要があると本研究では考える。Lassiter らの

実験結果に見られるように，もし送り手条件のほうが

受け手条件よりも行動を包括的に知覚しているのなら

ば，送り手条件は受け手条件よりも１回あたりのボタ

ン押し時間が長くなることが予測される。

　また，これまでの研究では行動分割課題の指標（ボ

タン押し回数）が，行動記憶量と相関を持つことが指

摘されている。これはボタンを多く押す知覚者ほど行

動をよく記憶しているという個人差の指標となるわけ

だが，Lassiter ら（2002）の実験ではこの点は明らか

にされていない。しかし会話ルールや認知的チューニ

ングの視点から考えると，送り手目標を持った知覚者

は受け手目標を持った知覚者よりも，行動を知覚する

過程と，その行動から何らかの情報を解釈する過程と

の間により密接な関連が生じることが予測される。受

け手目標では情報を入力することが知覚者に課される

処理であるが，送り手目標では，入力された情報を知

覚者自身が整理し，情報を伝達するためにより精緻な

処理を行うと考えられるからである。したがって送り

手条件では受け手条件よりも，行動の知覚数と情報の

再生数との間に高い相関が見られるのではないかと予

測する。

Ⅱ．　方　法

Ⅱ - １　実験参加者

　常磐大学学生 48 名（男性 15 名，女性 33 名）。１～

２名で実験を実施した。実験時間は約 40 分だった。

Ⅱ - ２　ビデオ刺激と実験装置

　男性ターゲット人物の大学構内での行動を約 15 分

のビデオに収め，刺激とした。このビデオ刺激には男

性ターゲット人物が友人と会話をする，携帯電話で話

をする，図書館で本を探す，学生食堂でジュースを飲

む，友人とサッカーボールを蹴って遊ぶ，などの行動

が収録されていた。ビデオ刺激はデジタルビデオカメ

ラで撮影し，編集の後，S-VHS ビデオテープにダビン

グした。各シーンは個別に撮影し，編集によってシー

ンとシーンをつなげ合わせた。シーンとシーンの切れ

目には，特にブランク画面などは挿入しなかった。ビ

デオ刺激は 29 インチのテレビ画面で映像だけを提示

し，音声は提示しなかった。

　実験室には 2 台のパーソナルコンピュータ（以下

PC）を設置し，実験参加者 1 人に 1 台の PC を割り当

て，後述する行動抽出課題の反応を記録した。記録に

は Visual Basic で作成した「Mouse Timer」という反

応記録用ソフトウエアを用いた１。

Ⅱ - ３ 手続き

　実験参加者が実験室に到着すると，実験者は 1 台の

PC に実験参加者を案内し，椅子に着席させ，それに

続いて実験の説明を行った。最初に実験参加者には「こ

れから一人の男性の日常行動をビデオで提示するので

それをみてください」と告げた。次に，実験の操作の
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ための教示を行った。本研究では3種類の実験条件（送

り手条件，受け手条件，単純観察条件）を設定した。

このうち送り手条件，受け手条件では具体的に以下の

ような教示を行った。

　送り手条件　「ビデオテープを見た後、あなたに

はこの研究に関連した別の実験に参加してもらいま

す。そこでは、ビデオに登場した人物が、どのよう

なことをしたかを、別の実験参加者に話してほしい

のです。そのためにビデオを見ながら、あなたには

登場人物が何をしていたかをよく観察してほしいの

です」

　受け手条件　「ビデオテープを見た後、あなたに

はこの研究に関連した別の実験に参加してもらいま

す。そこでは、ビデオに登場した人物が、どのよう

なことをしたかについて、別の実験参加者があなた

に話をします。そこでビデオを見ながら，あなたに

は登場人物が何をしていたかをよく観察してほしい

のです」

　単純観察条件では，ビデオに登場した人物がどのよ

うな行動をとったかを観察していてほしいとだけ告げ

た。

　実験操作の教示に引き続き，実験参加者には行動抽

出課題の説明を行った。単純観察条件では「1 つの行

動が始まったら，手元のマウスのボタンを押し，その

行動が続いている間はボタンを押し続け，その行動が

終わったらボタンを離す」ように教示した。送り手条

件では「送り手であるあなたにとって必要な行動が出

現したら手元のマウスのボタンを押し・・・（以下単

純観察条件と同様）」と教示した。一方受け手条件で

は「受け手であるあなたにとって必要な行動が出現し

たら手元のマウスのボタンを押し・・・」と教示した。

　実験参加者が教示内容を理解したことを確認した

後，練習用のビデオ刺激を約 2 分提示し，行動抽出課

題の練習を行った。練習終了後，これまでの説明で不

明な点がないかどうか実験参加者に再度確認した。確

認後，実験用のビデオ刺激を提示し，行動抽出課題を

実施した。ビデオ刺激の提示完了後，ターゲット人物

に関する印象評定課題，行動自由再生課題を実施し，

最後に送り手・受け手意識尺度への回答を求め，実験

を終了した。

Ⅱ - ４　従属変数

【ボタン押し回数・ボタン押し時間】ビデオ視聴中に

実施した行動抽出課題では，ボタンを押し始めた時間

およびボタンを押し続けていた時間を 1 ／ 100 秒の精

度で測定した。これをもとにボタンを押した回数（以

下「ボタン押し回数」），1 回あたりの平均ボタン押し

時間（以下「ボタン押し時間」），ボタンを押していた

総時間（以下「総ボタン押し時間」）を実験参加者毎

に算出した。

【印象評定】林（1978）を参考に合計 22 項目の特性形

容詞対尺度を作成し，ターゲット人物の印象を 7 段階

SD 法で評定させた。

【行動再生数】行動自由再生課題では，ビデオ視聴中

にターゲット人物がとった行動を，実験参加者に 1 つ

1 つ箇条書きで再生させた。再生時間には制限を設け

ず，実験参加者がこれ以上思い出せないと申告する

まで再生課題を継続させた。再生数のカウントにあた

り，あらかじめ刺激ビデオから刺激人物にかかわる合

計 50 の行動リストを作成しておいた。実験参加者が

再生した行動とリスト中の行動とを照らし合わせ，リ

スト中にある行動をチェックし，チェックされた行動

の数を行動再生数とした。

【送り手・受け手意識尺度】「あなたはこのあと第 3 者

に話しをすることをどの程度意識してビデオを見まし

たか」（送り手意識尺度），「あなたはこのあと第 3 者

から話をされることをどの程度意識してビデオを見ま

したか」（受け手意識尺度）の 2 尺度に対して，「意識

した（１点）」から「まったく意識していなかった（７

点）」までの７件法で回答を求めた。

Ⅲ．　結　果

Ⅲ - １　送り手・受け手意識

　送り手意識尺度では，送り手条件の平均値が 3.3，受

け手条件の平均値が 5.8，単純観察条件の平均値が 4.8
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であった。分散分析の結果，送り手条件が他の 2 条件

よりも有意に値が小さかった（F（2, 45）=9.47, p<.001）。

このことは送り手条件の実験参加者が，受け手条件や

単純観察条件の実験参加者に比べて，自分が情報の送

り手になるという意識を強く持っていたことを意味し

ている。受け手意識尺度では，送り手条件の平均値が

4.8，受け手条件の平均値が 5.1，単純観察条件の平均

値が 5.4 であった。分散分析の結果，条件間に有意な

差は認められなかった（F（2, 45）=0.52）。このことから，

受け手意識は受け手条件で特に強かったわけではなか

った。

Ⅲ - ２　行動抽出課題

　Table １はボタン押し回数，ボタン押し時間の平均

値を条件別に示したものである。ボタン押し回数の平

均値は，送り手条件で 49.3 回，受け手条件で 46.9 回，

単純観察条件で 56.2 回であった。分散分析の結果，3

条件間に有意差はみられなかった（F（2, 45）=0.40）。

ボタン押し時間の平均値を条件別に見ると，送り手条

件で 9.1 秒，受け手条件で 19.5 秒，単純観察条件で 11.7

秒だった。分散分析の結果，有意差が見られたので （F

（2, 45）=3.66, p<.05），多重比較（LSD 法）を行ったと

ころ，送り手条件が受け手条件よりも有意にボタン押

し時間が短かった。単純観察条件と他の 2 条件との間

に有意な差は見られなかった。総ボタン押し時間は，

送り手条件が 348.7 秒，受け手条件が 477.1 秒，単純

観察条件が 541.7 秒であった。分散分析の結果有意差

がみられたため（F（2, 45）=4.58, p<.05），多重比較（LSD

法）をおこなったところ，単純観察条件が他の２条件

よりも有意に総ボタン押し時間が長かった。送り手条

件と受け手条件の間に有意差は見られなかった。

Ⅲ - ３　印象評定

　22 項目の特性形容詞対尺度それぞれについて，条

件毎に平均値と標準偏差を算出した。分散分析の結果，

いずれの項目においても，条件間に有意差は見られな

かった。

Ⅲ - ４　行動再生

　行動再生量の平均値は，送り手条件で 10.4，受け手

条件で 12.0，単純観察条件で 11.1 であった。分散分析

の結果，条件間に有意差は見られなかった（F（2, 45）

=0.45, n. s.）。

Ⅲ - ５　行動抽出課題の各指標と行動再生数との相関

　行動抽出課題の各指標（ボタン押し回数・ボタン押

し時間・総ボタン押し時間）と行動再生量との相関係

数を条件別に算出した（Table 2）。単純観察条件では

行動抽出課題のいずれの指標も行動再生量と有意な相

関を示さなかった。これに対して，送り手条件，受け

手条件ではボタン押し回数と行動再生量との間に有意

な正の相関がみられた（送り手条件 r=.52，受け手条

件 r=.68）。このことから送り手条件や受け手条件では

ボタンを押す回数が多い実験参加者ほど，行動の再生

成績が良いといえる。また受け手条件ではボタン押し

時間と行動再生量との間に有意な負の相関がみられた

（r=-.73）。つまり受け手条件では１回あたりの平均ボ

タン押し時間が長い実験参加者ほど行動再生量が少な

かった。

Table １　条件別に見たボタン押し回数とボタン押し時間の平均値

Table 2　行動再生数と行動抽出課題の各指標との
相関係数
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Ⅳ　考　察

　ボタン押し回数では条件間に有意差は見られなかっ

た。これは送り手目標や受け手目標によって，他者の

行動から取り入れられる情報数が極端に違ってくるわ

けではないこと意味している。一方ボタン押し時間は，

送り手条件が受け手条件よりも有意に短かった。この

ことは 1 情報単位として知覚される行動の平均的な長

さが，送り手目標を持った知覚者よりも受け手目標を

持った知覚者で長くなることを意味している。総ボタ

ン押し時間は，単純観察条件が他の 2 条件よりも有意

に長かった。コミュニケーション予期を持たない単な

る観察者は，送り手目標や受け手目標を持った知覚者

よりも，多くの行動を観察の対象としていたと考えら

れる。

　コミュニケーション予期を持たない単なる観察者

は，他者の連続行動情報から「動き」に関連する情

報をなんら選別することなく知覚していたと考えられ

る。一方送り手目標や受け手目標を持った知覚者は，

他者の連続行動情報から，より限定された行動情報を

取り入れていたと考えられる。つまり単なる行動の観

察者に比べて，コミュニケーション予期を持った知覚

者は，その目標に必要な情報を取捨選択する処理が働

いていたといえる。さらにコミュニケーション予期も，

それが受け手目標か送り手目標かによって取捨選択に

関わる処理に違いが生じていることが示唆される。送

り手条件，受け手条件とも，ボタン押し回数に有意差

はみられなかったものの，ボタン押し時間では有意差

が認められた。つまり，選択的に知覚された行動数に

違いは見られないものの，１行動情報あたりのまとま

りの知覚は異なっていたといえる。特に送り手条件で

ボタン押し時間が短かったということは，送り手目標

を持った知覚者が必要とする 1 行動情報単位の時間的

な長さが，受け手目標を持った知覚者が必要とする１

行動情報よりも小さな塊の情報であると考えられる。

　本研究で示された結果は Lassiter ら（2002）の結果

と大きく異なっている。Lassiter らでは送り手目標下

で行動を大きなユニットに分割しながら知覚していた

と解釈されている。これはボタンを押す回数が受け手

目標の場合よりも少なかったという結果によるもので

ある。しかし本研究では，ボタン押し回数に有意な差

は見られず，しかもボタン押し時間は送り手条件のほ

うが受け手条件よりも短かった。ボタン押し回数につ

いては連続行動情報の質的な問題を含んでいる可能性

がある。Lassiter らの実験ではおよそ 14 分のビデオ

刺激が用いられている。これは本研究で作成したビデ

オ刺激とほぼ同じ長さである。しかし，ボタン押し回

数の平均値を見ると，Lassiter ら（実験１）では，平

均 33 回（3 条件を込みにした値）なのに対して，本実

験では 51 回であった。ほぼ同じ長さのビデオ刺激で

ボタン押し回数がこれだけ違う原因として，Lassiter

らの用いた実験刺激では単調で繰り返しの多い情報を

含んでいた可能性があるのではないかと考える。その

ため冗長な情報をさけ，簡潔な情報伝達を求めていた

送り手条件において，ボタン押し回数が少なかったと

解釈すると十分に納得が行く。一方本実験で用いたビ

デオ刺激は複数のシーンをつなぎ合わせて 15 分の刺

激を作成している。その分，ビデオ刺激内に含まれる

単調さや冗長さが抑えられた可能性がある。結果，送

り手条件でも，コミュニケーションに求められる情報

の収集が刺激提示中続けられ，２条件間に有意差が見

られなかったのではないかと考える。一方，ボタン押

し時間は，送り手条件が受け手条件よりも有意に時間

が短かった。冗長な情報をさけ，簡潔な情報伝達を目

標としているとすると，知覚者は連続行動内から，伝

達に用いるための情報を非常に小さな情報単位で知覚

していたと考えられる。つまり小さな情報単位で知覚

するということが，送り手目標下で行われる情報処理

の特徴なのではないかということを本研究から指摘し

ておく。

　行動再生数では３条件間に有意差は見られなかっ

た。このことは一見，コミュニケーション予期の有無

が行動の記憶に与える影響がないことを示しているよ

うに解釈できる。しかし以下に指摘する２点は，コミ

ュニケーション予期が行動記憶に介在する要因となっ

ていることを示していると考えられる。

　第１に単純観察条件では行動抽出課題の各指標と

行動再生数との間に有意な相関が見出されなかったの

に対し，送り手条件や受け手条件などのコミュニケー

ション予期が与えられた条件では，ボタン押し回数と
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行動再生数との間に有意な正の相関が見られた。つま

りコミュニケーション予期があった場合，より多くボ

タンを押す知覚者ほど，行動の記憶が促進されること

を意味しているのに対して，コミュニケーション予期

がない場合には，知覚者のボタンを押すという反応は

行動の記憶と関連していないことになる。こうした結

果の違いには，記憶に基づいた処理（memory base 

processing）とオンライン処理（on-line processing） 

（Hastie & Park, 1986）という２つの処理が反映され

ている可能性がある。コミュニケーション予期にあ

たる２つの条件でボタン押し回数と行動再生数との間

に有意な相関が見られたことは，送り手･受け手目標

下では知覚と記憶が行動観察時にオンラインに生じる

と考えられる。一方単純観察条件でボタン押し回数と

行動再生量との間に有意な相関が見られなかったこと

は，単なる行動の観察では，知覚と記憶が独立してお

り，再生段階では，ボタン押しに対応した知覚とは独

立に，記憶を再構成する形の処理が行われていたこと

が推察される。そのためにボタン押し回数と行動再生

数との間に相関が見出されなかったと考えられる。

　第２に送り手条件と受け手条件を比較すると，送

り手条件ではボタン押し時間と行動再生数に有意な相

関は見られなかったが，受け手条件ではボタン押し時

間と行動再生数との間に有意な高い負の相関が示され

た。これは受け手目標下では，１行動情報あたりの処

理時間が長くなると，記憶がかえって抑制されること

を意味している。また受け手条件では送り手条件と比

較して相対的にボタン押し時間が長かったことも合わ

せて考えると，受け手目標下では，１行動情報あたり

の知覚時間が送り手条件よりも長いが，その傾向が顕

著な知覚者ほど，行動の記憶が抑制されている可能性

がある。一方送り手条件で示された結果からは，行動

の記憶を抑制する手がかりは何ら読み取れない。つま

り送り手条件の実験参加者は，相手に伝えるのに必要

な情報を選択的に適度な情報単位で知覚していたので

はないかと考えられる。このことは送り手に課される

目標が，適度な情報量を提示する理想的なコミュニケ

ーターになることである（Grice, 1975; Higgins, 1981）

という指摘に合致する性質を，送り手目標が生じさせ

る効果を持っていることを意味している。

　最後に送り手・受け手意識尺度の結果に触れてお

く。この２尺度から，送り手条件の実験参加者は他の

２条件の実験参加者よりも送り手意識を強く持ってい

たが，受け手意識に関して３条件間に有意差は見られ

なかった。しかしこのことが即実験操作の妥当性を低

めるものではないことを次の２点によって指摘してお

く。まず第１に，行動抽出課題の各指標および記憶再

生量との相関の結果は，受け手条件と送り手条件にお

ける連続行動の処理メカニズムの違いを十分に示して

いると考えられる点である。２点目は，受け手目標と

送り手目標のイメージのしやすさに関わっている。送

り手という処理目標によって，実験参加者は自分が第

３者に情報を伝達すること
4 4 4 4 4 4 4 4 4

が最優先されるべきである

ことを理解することはそれほど難しいことではないと

考える。一方受け手という処理目標では，自分が情報

の受け手となるということを意識することが具体的に

どのような状態を意味するのかを知覚者はそれほど容

易に想像できないと考える。今後，受け手目標下で知

覚者が具体的にどのような処理を行っているのか検討

する必要がある。
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論　　文

The Perception of Synthesized English /i/ and /Ｉ/ by Japanese 
College Students

Chiba Atsushi

  An experiment examining the influence of formant frequencies on the perception of the sounds /ｉ/ and /Ｉ/
was conducted using synthesized stimulus continua. Results showed that subjects could be divided into three 
groups according to the ways of their being influenced. The first group consists of subjects who identified 
sounds which were closer in formant frequencies to typical English /ｉ/ as /Ｉ/, and sounds which were closer 
to typical English /Ｉ/ as /ｉ/. The second group includes subjects who identified sounds which were closer 
to typical English /ｉ/ as /ｉ/, and sounds which were closer to typical English /Ｉ/ as /Ｉ/. And the last group 
includes subjects who showed an inconsistent identification trend.  More than 60% of the subjects belonged to 
the first group, which implies that this way of identification might be one of the characteristics of the Japanese 
native’s natural perception. Despite this, the existence of the other two groups suggests that they may be able 
to acquire the English phonemic system through learning. 

1　Introduction 

It is sometimes mentioned that Japanese people 

distinguish English /ｉ/ from /Ｉ/ in a diff erent man-

ner from native English speakers’. Most Japanese 

people misunderstand implicitly or explicitly that 

the diff erence of the two sounds is exclusively de-

rived from the length of the sounds, i.e. derived from 

the fact that /ｉ/ is longer in duration than /Ｉ/. As 

for sound quality or formant frequencies, they do 

not seem to hear any diff erences between the two 

sounds. Chiba （2003） examined the production and 

perception of English /ｉ/ and /Ｉ/ by Japanese col-

lege students, and confi rmed that they pronounced 

them diff erently in duration, and similarly in formant 

frequencies. The average durations for /ｉ/ and /Ｉ/ 

were 145ms and 95ms, respectively. The average F1 

frequencies for /ｉ/ and /Ｉ/ were 357Hz and 370Hz, 

and the average F2 frequencies were 2429Hz and 

2366Hz, respectively. These values for F1 frequen-

cies were a little lower than those of /Ｉ/ pronounced 

by native speakers of English and the values for F2 

frequencies were a little higher than those of /ｉ/ 

pronounced by native speakers of English.

Their identifi cation was also aff ected by the vowel 

duration. They showed the tendency to identify lon-

ger vowels as /ｉ/ and shorter vowels as /Ｉ/ when 

the vowel frequencies were constant. Moreover the 

results showed that there is a good possibility that 

the frequencies have some infl uence on identifi cation.

The purpose of this paper is to examine the infl u-

ence of formant frequencies on identifi cation in detail 

using synthesized /ｉ/-/Ｉ/ stimulus continua, and to 

solve the questions derived from the previous paper 

（Chiba, 2003）. 

2　Remaining questions

In the previous experiment on /ｉ/-/Ｉ/ identifi ca-

tion （Chiba, 2003）, stimuli were made by editing 

genuine sounds pronounced by a native speaker of 

English. The sounds were “sheep”, which had 140-ms 

vowel duration, 342-Hz F1 frequency, 2365-Hz F2 fre-



－56 －

The Perception of Synthesized English /i/ and /Ｉ/ by Japanese College Students

quency, and 3006-Hz F3 frequency, and “ship”, which 

had 104-ms vowel duration, 405-Hz F1 frequency, 

1850-Hz F2 frequency, and 2474-Hz F3 frequency. 

Two kinds of stimulus continua were made based on 

the sounds. One was a “sheep” continuum which con-

sisted of 12 “sheep” utterances with vowel durations 

ranging from 90ms to 200ms in 10-ms steps. The 

other was “ship” continuum which consisted of 12 

“ship” utterances with vowel durations ranging from 

90ms to 200ms in 10-ms steps. An /ｉ/-/Ｉ/ identifi ca-

tion test was conducted using these two continua as 

stimulus.

Figure 1 shows the results of the test. As expect-

ed, the subjects identifi ed sounds with shorter vowel 

duration as “ship”, and sounds with longer vowel 

duration as “sheep” in both stimulus conditions. But 

something unexpected could be seen in the fi gures, 

i.e. these two graphs didn’t conform to each other 

completely. If the subjects were aff ected only by the 

vowel duration, the shapes of the two graphs should 

be identical, but they were diff erent especially in the 

place of the 50% crossover. In the “sheep” continuum 

the 50% crossover point was seen at 128.2ms, while 

in the “ship” continuum it was seen at 154ms. This 

phenomenon was interpreted in the previous paper 

to show the fact that when the stimulus had the 

acoustic characteristics of /ｉ/, the subjects did not 

need longer vowel duration to identify the sounds 

as /ｉ/, and that when the stimulus had the acoustic 

characteristics of /Ｉ/, they needed longer vowel du-

ration to do so. And it was postulated that formant 

frequencies might be playing an important part in 

this phenomenon because they were the most notice-

able acoustic characteristic in diff erentiating between 

these two sounds in English. 

 

Figure 1　Results of the identifi cation tests for each 
stimulus condition (Chiba, 2003)

In this paper, not genuine sounds but synthe-

sized sounds are used as stimuli. By doing so, all of 

the acoustic characteristics can be controlled, and it 

makes it possible to observe the infl uence of formant 

frequencies during identifi cation.

 

3　Experiment

3.1 Method

This experiment was inspired by Pisoni’s experi-

ment in 1973. A large portion of the experimental 

design was based on this experiment. 

3.1.1 Subjects

44 native Japanese speakers （9 males and 35 

females） around the age of 18-19 participated in this 

experiment. They were all freshmen at a college in 



－57 －

「人間科学」第 22 巻　第 1 号（2004 年 10 月）

Ibaraki prefecture in Japan. Most of them lived there 

and a few of them came from other prefectures. 

They have been learning English as a foreign lan-

guage for more than 6 years in school. None of them 

had lived in an English-speaking country or had gone 

to an English conversation school. They did not have 

any opportunity to talk to native speakers of Eng-

lish at the time of the experiment. Instead they had 

an 80-minute English class twice a week conducted 

by two diff erent native Japanese teachers. Most 

subjects’ ability to communicate in English was ex-

tremely poor, and they seemed to be monolinguals. 

3.1.2 Stimulus

Two sets of stimulus continua were synthesized 

using a modifi ed version of Klatt’s （1980） parallel/

cascade software synthesizer, “synthworks” by Sci-

con R & D, Inc.

One stimulus continuum consisted of seven 

50-ms steady-state vowels. The seven stimuli were 

arranged so that the fi rst three formants varied in 

approximately equal logarithmic steps through the 

English vowels /ｉ/ to /Ｉ/. The forth and fi fth for-

mants were fi xed at 3000Hz and 4500Hz, respective-

ly. Table 1 shows the formant frequencies allotted to 

each stimulus. Stimulus 1 has format frequencies of 

typical English /ｉ/, and stimulus 7 has format fre-

quencies of typical English /Ｉ/. The frequency val-

ues of the two stimuli were determined on the basis 

of Ladefoged’s （1993） data.

Table 1  Formant frequencies of seven stimuli

 

The other continuum was made up of seven 

300-ms steady-state vowels. As for formant frequen-

cies, they were identical to the stimuli of the 50-ms 

stimulus continuum. Only the duration was changed. 

3.1.3 Experiment materials

3.1.3（1） Identifi cation tests

70 items （7 stimuli × 10） were prepared for each 

of the stimulus conditions. The items were arranged 

at random with a 4-sec interval between presenta-

tions and an 8-sec interval after every 10 presenta-

tions.

3.1.3（2） Recognition tests

Each recognition test contained 85 trials. The sev-

en stimuli were arranged into fi ve AB pairs （i.e., 1 

with 3, 2 with 4, 3with 5, 4 with 6, and 5 with 7） with 

a 250-ms delay interval. These fi ve pairs appeared 

in two permutations （i.e., AB and BA）. Each of the 

seven stimuli was also paired with itself, resulting in 

seven AA pairs, and each of the 17 pairs （fi ve AB 

pairs, fi ve BA pairs, and seven AA pairs） appeared 

fi ve times, producing 85 trials. The 85 pairs were 

recorded at random with a 5-sec interval between 

presentations and a 10-ms interval after every 10 

presentations. A 100-ms 1000-Hz tone was inserted 

750ms before the beginning of the fi rst stimulus in 

each pair as a ready signal.

3.1.4 Procedure

The experiments were conducted in a CALL 

room at the university that the author worked for. 

The subjects were asked to listen to the stimuli 

through a headset.

In the identifi cation tests they were required to 

identify each stimulus as belonging to one of the two 

categories （i.e., /ｉ/ or /Ｉ/） and to circle “/ｉ/” or 

“/Ｉ/” on the answer sheet. They were encouraged 

to guess if they were not sure of which category the 

stimulus belonged to. The identifi cation test using 

50-ms stimuli was conducted at fi rst, and then the 

identifi cation test using 300-ms stimuli was carried 

out.

In the recognition tests the subjects were asked 

to judge whether the two stimuli were the same or 

diff erent and to circle “same” or “diff erent” on the 
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answer sheet. They were encouraged to circle one 

of them if they were not sure of whether the pair 

was the same or diff erent. The recognition test using 

50-ms stimuli was conducted before the recognition 

test using 300-ms stimuli.

A one-week interval was set between the identi-

fi cation tests and the recognition tests because each 

of the tests took a long time and made the subjects 

tired.

4　Results and discussion

4.1 Overall perception

4.1.1 Identifi cation test

Figure 2 shows the results of the identifi cation 

tests for a 50-ms stimulus condition （left portion） 

and for a 300-ms stimulus condition （right portion）. 

The solid line shows the percentage of /ｉ/ as which 

the subjects identifi ed each stimulus, and the dashed 

line shows the percentage of /Ｉ/ as which they iden-

tifi ed each stimulus. The graphs appear to be similar 

to those which were made from the data gathered 

from native speakers of English （Pisoni, 1973）, but 

they are totally diff erent from each other. In Figure 

2 the stimuli which are closer in formant frequencies 

to an English /ｉ/ （smaller-numbered stimuli） tend 

to be identifi ed as /Ｉ/, while the stimuli which are 

closer to an English /Ｉ/ （larger-numbered stimuli） 

tend to be judged to be /ｉ/. For example, in a 50-ms 

stimulus condition 82.3% of #1 was identifi ed as 

/Ｉ/ though it was synthesized as a sound typical of 

English /ｉ/. Only 17.7% of the typical /ｉ/ was iden-

tifi ed as /ｉ/. In contrast, #7, which was synthesized 

as a sound typical of English /Ｉ/, was identifi ed as 

/ｉ/ much more often than as /Ｉ/ （70.7% vs. 29.3%）.

This tendency of their identifi cation is true for a 

300-ms stimulus condition. #1, #2, and #3 are identi-

fi ed as /Ｉ/ more frequently than as /ｉ/, while #4, 

#5, #6, and #7 are identifi ed as /ｉ/ more frequently 

than as /Ｉ/.

 

Figure ２  Results of the identifi cation tests for each 
stimulus condition

Another characteristic which the graphs show 

is that this group of subjects failed to identify the 

sounds clearly. In a 50-ms stimulus condition, 35.5% 

of #3, 49.8% of #4, and 47% of #5 were identifi ed as 

/ｉ/ （and then 64.5% of #3, 50.2% of #4, and 53% of 

#5 were identifi ed as /Ｉ/）. Moreover, in a 300-ms 

stimulus condition, fi ve stimuli were identifi ed with 

a less than 70% identifi cation rate. Even #1, which 

was judged as /Ｉ/ most frequently, had only a 66.6% 

identifi cation rate. The highest identifi cation rate 

was 72% for #6. This group of subjects did not show 

100%  identifi cation  to  each  stimulus  though  in 

Pisoni’s data （1973） native speakers of English iden-

tifi ed some stimulus with a 100% identifi cation rate. 

However, this does not mean that each subject did 

not succeed in identifying them clearly. For example, 

individual data for a 50-ms stimulus condition show 

that 33 and 5 out of 44 subjects identifi ed stimulus 

#1 as /Ｉ/ and /ｉ/ with a 100% identifi cation rate, 

respectively, and that 17 and 5 subjects identifi ed 

stimulus #7 as /ｉ/ and /Ｉ/ with a 100% identifi cation 

rate, respectively. The combination of a 100% /ｉ/

-identifi cation and a 100% /Ｉ/-identifi cation prevents 

the stimuli from reaching high identifi cation rates. A 

more detailed discussion on this issue is going to be 

held in section 4.2.1.
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4.1.2 Discrimination test

Figure 3 illustrates the results of the discrimina-

tion tests for a 50-ms stimulus condition and a 300-ms 

stimulus condition. It shows the same tendency as 

the native speakers’ discrimination reported by Pi-

soni （1973）. That is, the subjects discriminate a 3-5 

pair, which was a cross-category pair in Pisoni’s date, 

with relatively high accuracy, and discriminate the 

other pairs, which were within-category pairs, with 

less accuracy. This suggests that the results obtained 

from the identifi cation tests are not related to the 

subjects’ ability to discriminate the sounds. Though 

they were able to discriminate the sounds properly, 

they failed to identify the sounds as English sounds.

 

Figure3 　Results of the discrimination tests for each 
stimulus condition

4.1.3 Eff ect of duration

Figure 2 also shows the eff ect of duration. In a 50-

ms stimulus condition, the 50% crossover is located 

between #5 and #6. （At #4 two lines come very 

close to each other, but they do not cross yet.） And 

examining all the responses, responses as /Ｉ/ out-

numbered responses as /ｉ/ （55.2% vs. 44.8%）. On 

the other hand, in a 300-ms stimulus condition the 

50% crossover is found between #3 and #4. And /ｉ/

outnumbered /Ｉ/ （56.6% vs. 43.4%）. These results 

can be interpreted to mean that the subjects have 

a tendency to identify a short sound as /Ｉ/ rather 

than /ｉ/, and a long sound as /ｉ/ rather than /Ｉ/. In 

general, Japanese people seem to be aff ected by the 

duration when they diff erentiate /ｉ/ from /Ｉ/.

4 .2 Individual perception

4.2.1 Three ways of identifi cation

The result of the identifi cation tests explained in 

4.1.1 was unexpected in that the Japanese subjects 

identifi ed /ｉ/ and /Ｉ/ in the opposite manner to that 

of native English speakers. The subjects identifi ed 

sounds which were closer in formant frequencies to 

English /ｉ/ as /Ｉ/, and sounds which were closer 

in formant frequencies to English /Ｉ/ as /ｉ/, but as 

mentioned above, not all the subjects followed this 

practice. A few subjects identifi ed stimulus #1 as /ｉ/

and #7 as /Ｉ/ just like native speakers of English, 

which means that the tendency described above 

are not universal for Japanese people. To clarify the 

characteristics of identifi cation by Japanese people, 

individual data should be scrutinized.

The fact was found from the data that subjects 

could be divided into three groups; “Japanese-manner”, 

“English-manner”, and “irregular” groups. The sub-

jects who belong to the “Japanese-manner” group 

show the identifi cation trend opposite to native 

speakers of English. They identify smaller-numbered 

stimuli as /Ｉ/ with a 50% identifi cation rate or more 

and larger-numbered stimuli as /ｉ/ with a 50% 

identifi cation rate or more. And a category change 

occurs only once in their identifi cation, which means 

that once the /Ｉ/-identifi cation rate falls short of 

50%, it never goes over 50% in identifying larger-

numbered stimuli. On the other hand, the subjects 

in the “English-manner” group show the identifi ca-

tion trend similar to that of native English speakers. 

They identify smaller-numbered stimuli as /ｉ/ with 

a 50% identifi cation rate or more and larger-num-

bered stimuli as /Ｉ/ with a 50% identifi cation rate or 

more. And once the /ｉ/-identifi cation rate falls short 

of 50%, it never goes over 50% in identifying larger-

numbered stimuli. The last group, the “irregular”
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group, has the subjects whose ways of the identifi ca-

tion violate both the rules described above, and then 

they seem to be irregular. 

Figure 4 shows the percentage of subjects who 

belong to each group. Two important facts would be 

presented here. One is the fact that a lot of subjects 

belong to the “Japanese-manner” group （63.6% in 

a 50-ms stimulus condition and 65.9% in a 300-ms 

stimulus condition）, and then it would be possible to 

say that this way of identifi cation is a characteristic 

of Japanese people. And the other fact is that though 

many subjects belong to the Japanese-manner group, 

more than 30% of all the subjects do not belong to 

the group and make up the other two groups. It is 

not certain why there were three groups amongst 

the Japanese subjects and why the “Japanese-man-

ner” group was larger than the other two groups. 

It might be related to the learning or acquisition of 

English phoneme system, that is, they may take a 

developmental course that leads from “Japanese-

manner” to “irregular” to “English-manner.” Other 

experiments are necessary to prove this hypothesis. 

 

Figure 4　Distribution of subjects to three groups

Figure 2 indicated that even in within-category, 

the subjects did not show a high identifi cation rate 

unlike native speakers of English. This is because 

Japanese subjects had three ways of identifi cation. 

The contours of the graphs in Figure 2 were aff ected 

by the combination of these three manners. In the 

next section each group’s identifi cation trend is go-

ing to be examined. 

4.2.2 Japanese-manner group

4.2.2（1） Identifi cation test

Figure 5 shows the results of the identifi cation 

test by the Japanese-manner group. It indicates that 

the identifi cation rates of some stimuli are rela-

tively high compared to those in Figure 2. In a 50-ms 

stimulus condition the subjects identifi ed #1 and #2 

as /Ｉ/ and #6 and #7 as /ｉ/ with more than an 80% 

identifi cation rate. Moreover, in a 300-ms stimulus 

condition they identifi ed #1, #2, #5, #6, and #7 as ei-

ther sound with over an 80% identifi cation rate. The 

number of ambiguous stimulus was reduced. Suppos-

ing that the identifi cation rates of less than 75% are 

ambiguous, only three stimuli （#3, #4, and #5） in a 

50-ms stimulus condition and only two stimuli （#3 

and #4） in a 300-ms stimulus condition are regarded 

as ambiguous. This can be interpreted to show the 

fact that the subjects in this group have relatively 

clear /Ｉ/ category and /ｉ/ category.

 

Figure 5　Results of the identifi cation tests by a 
Japanese-manner group

4.2.2（2） Eff ect of duration

The subjects of this group seem to be infl uenced 
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by the vowel duration. In a 50-ms stimulus condi-

tion, #4 is identifi ed as either sound with just a 50% 

identifi cation rate, and #5 is identifi ed as /ｉ/ with a 

50.7% identifi cation rate. Examining all the responses 

for this condition, 54.8% of them are assigned to /Ｉ/.

On the other hand, in a 300-ms stimulus condition 

the 50% crossover is placed between #3 and #4, 

and 57.5% of all the responses are assigned to /ｉ/. 

Comparing the same numbered stimuli of the two 

conditions, all stimuli except #6 are identifi ed as /Ｉ/ 

with a higher percentage in the 50-ms condition than 

in the 300-ms condition. These results imply that the 

subjects of this group were easily aff ected by vowel 

duration. They are likely to judge stimuli with short-

er duration as short vowels, and stimuli with longer 

duration as long vowels. In addition to it, the graphs 

suggest that a stimulus must have a higher F1 fre-

quency and a lower F2 frequency （that is, a stimulus 

must be closer in formant frequencies to English /Ｉ/） 

when the subjects identify the stimulus with short 

duration as /ｉ/ than when they identify the stimulus 

with long duration as /ｉ/. On the contrary the sub-

jects need a stimulus with a lower F1 frequency and 

a higher F2 frequency （that is, the stimulus closer 

in formant frequencies to English /ｉ/） when they 

judge the stimulus with long duration to be /Ｉ/ than 

when they judge the stimulus with short duration to 

be /Ｉ/. 

4.2.3 English-manner group

4.2.3（1） Identifi cation test

An identifi cation trend of the English-manner 

group is illustrated in Figure 6. They identifi ed the 

stimuli with a lower F1 frequency and a higher F2 

frequency as /ｉ/, and the stimuli with a higher F1 

frequency and a lower F2 frequency as /Ｉ/ just like 

native speakers of English. Both the conditions follow 

this rule, but a little diff erence can be seen between 

them. That is, the graph for a 50-ms stimulus condi-

tion shows the higher identifi cation rates. #1, #2, #3, 

#6, and #7 are identifi ed as either /ｉ/ or /Ｉ/ with 

more than an 80% identifi cation rate. Especially, #1, 

#6 and #7 are near 100%. This can be interpreted 

to mean that the subjects have established clear cat-

egories for English /ｉ/ and /Ｉ/. In a 300-ms stimulus 

condition, on the other hand, the identifi cation rates 

are relatively low. Only two stimuli （#1 and #2） 

were above an 80% identifi cation rate. Moreover, the 

identifi cation rates of #6 and #7 are less than those 

for a 50-ms stimulus condition by about as much as 

20%. Probably the duration has an infl uence on this 

result. A long duration of 300ms might have pre-

vented the subjects from simply identifying #6 and 

#7 as /Ｉ/ though they were able to identify them as 

/Ｉ/ from the viewpoint of the formant frequencies. 

 

Figure 6　Results of the identifi cation tests by an 
English-manner group

4.2.3（2） Eff ect of duration

As explained above, this group seems to be af-

fected by stimulus duration in that the sounds closer 

to English /Ｉ/ in formant frequencies are identifi ed 

as /Ｉ/ more clearly when they have a short duration 

than when they have a long duration. However, the 

two graphs also show a diff erent eff ect. In a 50-ms 

stimulus condition, #1, #2, #3, #4, and #5 are as-

signed to the /ｉ/ category, and #6 and #7 are to the 

/Ｉ/ category. On the other hand, in a 300-ms stimulus 

condition, the /ｉ/ category includes #1, #2, #3, and 
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#4, and the /Ｉ/ category includes #5, #6, and #7. If 

the subjects were aff ected by the stimulus duration 

just like the subjects in the Japanese-manner group, 

a 300-ms stimulus condition should have more stimuli 

which are assigned to the /ｉ/ category than a 50-ms 

stimulus condition. And a 50-ms stimulus condition 

should have more stimuli which are assigned to the 

/Ｉ/category than a 300-ms stimulus condition. In this 

respect they are aff ected by the stimulus duration 

in a diff erent way from the subjects of the Japanese-

manner group. Examining the percentage of total 

responses, 56.7% and 52% of them were /ｉ/-identifi -

cation in a 50-ms condition and in a 300-ms condition, 

respectively. This is also against the practice which 

was shown by the Japanese-manner group.

The fact that subjects showed inconsistent results 

can be interpreted to mean that they are in the pro-

cess of acquisition of the English phonemic system. In 

some part or in some degree they might be aff ected 

by the Japanese phonemic system （in this case, the 

durational system） because they have not acquired 

the English phonemic system completely. In some 

part or in some degree, they might follow English 

norms because they have acquired some part or por-

tion of the English phonemic system.

4.2.4 Irregular group

The shapes in the identifi cation graphs by the 

irregular group （Figure 7） were diff erent between 

the two stimulus conditions. The graph for a 50-ms 

stimulus condition is a little similar to those of the 

Japanese-manner group in that the identifi cation rates 

of /Ｉ/ are higher when the stimuli have a lower F1 

frequency and a higher F2 frequency, and the identi-

fi cation rates of /ｉ/ are higher when the stimuli have 

a higher F1 frequency and a lower F2 frequency. 

However as many as fi ve out of the seven stimuli 

were identifi ed as /Ｉ/ more frequently, and even #6 

and #7 which were identifi ed as /ｉ/ more frequently 

have only 65% identifi cation rates, respectively. Calcu-

lating all the responses, 63.6% of them were /Ｉ/-iden-

tifi cation and 36.7% of them were /ｉ/-identifi cation. 

In this condition the subjects seemed to have a ten-

dency to identify more stimuli as /Ｉ/. 

 

Figure 7　Results of the identifi cation tests by an 
irregular group

On the other hand, the shape of the graph for a 

300-ms stimulus condition is totally diff erent from any 

of the graphs we have seen above. Only one stimulus 

（#3） was identifi ed as /Ｉ/ more frequently, and the 

others were identifi ed as /ｉ/ more frequently. Be-

cause the /ｉ/-identifi cation rates of the 6 stimuli are 

concentrated at around 60%, the graph appears to be 

just parallel lines. Examining all the response, 58.6% 

and 41.4% of them were identifi ed as /ｉ/ and /Ｉ/, 

respectively. 

It can be said, from these results, that the sub-

jects in this group are strongly aff ected by the stimu-

lus duration. They have a tendency to identify longer 

stimuli as /ｉ/ and shorter stimuli as /Ｉ/.

4.2.5 Discrimination test

Figure 8 shows the results of the discrimination 

tests of each of the three groups and all the subjects. 

The shapes of the lines are very similar to each 

other. Each of the lines in both conditions has a peak 

at the 3-5 stimulus pair, and shows less accuracy at 

the other pairs. This means that the diff erence in 

the identifi cation between the three groups was not 
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derived from the diff erence of subjects’ sensitivity to 

formant frequencies. Their ways of interpreting the 

sensed sounds might be diff erent.

 

Figure 8　Results of the discrimination tests by each 
group

5. Summary

In this paper the infl uence of formant frequencies 

on /ｉ/-/Ｉ/ identifi cation by Japanese college students 

was examined. The expectation before the experi-

ment was that they would show the positive eff ect of 

formant frequencies, i.e., when they identify a 50-ms 

stimuli as /ｉ/, the stimuli should be closer in formant 

frequencies to an English typical /ｉ/ than when they 

identify a 300-ms stimuli as /ｉ/. And I also expected 

that stimuli should be closer in formant frequencies 

to an English typical /Ｉ/ when they identify 300-ms 

stimuli as /Ｉ/ than when they identify 50-ms stimuli 

as /Ｉ/. 

But the results showed the fact that the infl uence 

of formant frequencies on identifi cation was much 

more complicated. The subjects could be divided into 

three groups according to the ways of their being 

infl uenced. The subjects of the fi rst group （Japanese-

manner group） identifi ed stimuli closer in formant 

frequencies to typical English /ｉ/ as /Ｉ/, and stimuli 

closer in formant frequencies to typical English /Ｉ/ 

as /ｉ/. The second group （English-manner group） 

consisted of the subjects who identifi ed stimuli closer 

to typical English /ｉ/ as /ｉ/, and stimuli closer to 

typical English /Ｉ/ as /Ｉ/ like native speakers of 

English. The subjects of the third group （irregular 

group） did not show the systematic eff ect of formant 

frequencies. Most of the subjects belonged to the 

“Japanese-manner” group, but more than 30% of the 

subjects belonged to the other groups. This phenom-

enon was interpreted to mean that they might take 

a developmental course that leads from “Japanese-

manner” to “irregular” to “English-manner.” But a 

longitudinal study will be necessary to decide wheth-

er this interpretation is true or not.

In the previous experiment it was postulated that 

the reason that the 50% crossover points of the “ship”

stimulus condition and the “sheep” stimulus condi-

tion were diff erent （Figure 1） would be that the 

subjects were infl uenced by the formant frequencies, 

but the experiment did not support this idea. It is 

necessary to examine other acoustic characteristics 

which genuine sounds have.

In the next paper, the eff ect of duration on identi-

fi cation is going to be examined again by using syn-

thesized stimuli. These experiments will clarify the 

diff erence between the identifi cation of synthesized 

sounds and the identifi cation of genuine sounds. 
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論　　文

男女共同参画社会の形成に関する政治社会学の一視座

林　寛一
Kanichi Hayashi

A Political-Sociological Perspective on the Formation of a 
Gender-Equal Society

  This article provides a political-sociological perspective on the formation of a gender-equal society and some 
of the social movements involved.  Concern about the analysis of “non-decision" power is gradually increasing, 
and using this concept, I argue that the political-sociological perspective provides a useful framework within 
which to analyze the many issues involved.  This approach was constructed following an observational visit in 
March 2004 to the sections responsible for a gender-equal society in the Tohoku and Kanto regional prefectural 
offices.  The article initially introduces three arguments, based on previous work on “gender and politics" by 
Kate Bedford, and explores problematic issues and research orientation, taking account of the diverse points 
of view in this field.  The primary arguments are the problem of gender participation in politics, gender and 
the nation-state, and gender and categories of politics.  However, Bedford did not develop an argument about 
“power" which is an important concept of politics.  For this reason, I thought that this article could provide a 
frame of reference to problems about the formation of a gender-equal society through an analysis of power.

はじめに

　

　本稿は、男女共同参画社会の形成をめぐる諸政策、

諸運動に関し政治社会学的な視点を提示することにあ

る。つまり、政治社会学の分野で、権力の「非決定」

分析が次第に注目されて来ており、この概念が、男女

共同参画社会の形成をめぐる昨今の諸争点に一つの視

座を提示できるのではないかということを論じたもの

である。こうした視座は、筆者が、2004 年 3 月上旬に、

東北と関東周辺の、主に、県庁の男女共同参画の担当

課を訪ねて当該条例に関する問題についてヒアリング

を行っているなかで構築されていったものである。

　そこで、本稿では、最初に、男女共同参画社会の形

成に関する論点は多岐にわたっているが、「ジェンダ

ーと政治」という視点から Kate Bedford が整理した

３つの論点を借りて、問題の所在と研究の方向付けを

探ってみることにした。第１の論点は、ジェンダーと

政治参加の問題である。第２の論点は、ジェンダーと

国家の問題である。第３の論点は、ジェンダーと「政

治」概念の問題である。しかし、K.Bedford は、政治

の中心概念である「権力」については何も論じていな

いので、本稿では、この権力の分析の導入によって男

女共同参画の形成に関する諸論点に対して一つの視座

を提供できるのではないかと考え、これを論じること

にした。

第１節　「ジェンダーと政治」をめぐるいくつかの論点

　　　　　－Kate Bedford の３つの論点－

　内閣府男女共同参画局のホームページの英語サイト１

を開くと、男女共同参画社会は、gender-equal society

となっているが、当初、equal である平等に共同参画
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という苦渋の訳語をつけているのも、実は、平等概念

そのものの定義（実質的平等の中身の議論）の難しさ

にあったが、今日では、男女とした gender という言

葉の定義をめぐって、種々の論争が生じている。ジェ

ンダー概念に関しては、「生物学的な性差」と「社会的・

文化的な性差」との２通りのとらえ方があるが、今日

では、前者を sex という言葉に包含させて差別化を図

ってはいるが、未だ合意を得るには至っていないよう

である。

　そこで、ここでは、「ジェンダーと政治」の諸論点

について記述する前段として、最初に、ジェンダー概

念に関する主だった対立軸について、言語学者の

Mary Bucholtz の言うところ２を参考にして、整理し

ておきたい。

　まず、ジェンダーに関する初期の研究は、性差を

それぞれの言語の使い方で説明しようとした比較ア

プローチが多い。支配理論 dominance perspective で

は、家父長制における威信というものが性差の源と見

なされ、性差はもっぱら封建的な主従関係から説明さ

れていた。また、性差理論 diff erence perspective で

は、女性と男性の性差は異なる文化によって形成さ

れるものと見なされ、その性差は、もっぱら固定した

文化的差異によって説明されてきた。しかし、この２

つの理論に共通している点は、説明の普遍化への傾向

tendency toward universalizing explanations であり、

また、女性と男性をそれぞれ一括りにして論じている

ところでもあり、固定したジェンダー概念にあった、

と後に批判を受けることになった。

　これに対し、最近の民族史的な研究への関心から、

ジェンダー研究は、こうした支配論や性差論といった

従来の研究からジェンダーの慣行 practice や役割遂行

performance などに力点を置くようになっている、と

いう。Penelope Eckert と Sally McConnell のいう「慣

行の共同体」（community of practice）は、共同体は、

本来、一括りにしたような同一性 sameness でなく、

多様性 diversity において構築されたものであること

を証明しようとしたものである３。そして、かれらに

よる共同体の詳細な調査からは、その共同体は、割り

当てられた作業の任務を通じて一時的に統合した個々

人から構成されていること、そして時と場合に応じて

アイデンティティは移行可能なものであるといった特

徴をもつものであることが指摘された。ここでは、ジ

ェンダー概念は、さまざまな人種、民族、階級・階層、

国籍、性差そして地域特性といったものから構成され

たものであり、流動的なもの、と捉えられている。

　こうしたジェンダー概念の流動化に関しては、今日、

文化相対主義を強調し、「共生」社会を目指すという

議論と、逆に、この動向に社会の「崩壊」の危機を感

じるという議論とに分かれているようである。この点

に関しては、20 年前のアメリカのジェンダー・ポリ

ティックス gender politics の政治過程と、そのバック

ラッシュをとらえて進藤久美子は次のように述べてい

る。

　しかし、男性と女性の人間としての同一性を強調し、

男女の平等を主張する見解は、男女の生物学的性差に

基づき、「産む性」、「社会的弱者」としての女性の保

護を主張するもうひとつの女性たちの要求と真っ向か

ら対立する。こうしたいわば「男女平等のパラダイム」

と「母性保護パラダイム」の政治的主張は、しばしば

女性運動が発展する阻害要因ともなっていた４。

　こうしたバックラッシュと対立は、今日の、日本の

おかれた状況に酷似している。現代のアメリカで評価

の高い社会思想家であるフランシス・フクヤマ Fran-

cis Fukuyama は、後者を代表し、「母親の役割は生物

としての存在に根ざしているといえるが、父親の役割

はかなりの部分が社会によって作られているのであ

る」５と述べ、このパラダイムが崩れているところに

社会の「崩壊」の症候を認めている６。他方、ジェン

ダー・ポリティックスの構築を目指す進藤は、前者を

代表し、ハンナ・アーレント Hannah Arendt の政治

概念に倣って、「政治は富の権威的な配分のための権

力の構築ではなく、共通の関心と憂慮を持つ人々がと

る集合的行為と、捉えなおすことができる」７とし、男

女平等の「共生型」政治への道を模索している。

　こうした２つの主張の対立が、今日の日本の女性運

動、とりわけ男女共同参画社会の形成に関する諸施策
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の阻害要因になっているかどうかは、まだ、はっきり

とはしていないが、昨今のバックラッシュが、そうし

た行動への自制を促していることは明らかである８。

　そこで、次に、「ジェンダーと政治」に関する諸論点

であるが、それは多岐にわたっているが、Bedford ９ は、

それを３つの論点にまとめているので、それに若干の

日本のケースを書き加えて記述することにする。第１

は、女性の政治参加の「質」の問題である。第２は、

グローバル化とジェンダー論との関係である。第３は、

ジェンダー論からの政治の諸概念の再検討である。

１．ジェンダーと政治参加

　今日のジェンダー研究の隆盛の背景には、1995 年

の国連主催の世界女性北京会議の影響は大きく、無視

することができない。この会議では、女性の政治参加

をフォーマルな視点から促進することに注目が集まっ

ていた。とりわけ、ポジティブ・アクション positive 

action（日本の『男女共同参画基本法』及び諸条例で

は「積極的改善措置」10としている）の導入がその典型

である。これは、社会の諸分野への参加において男女

間の機会の格差を改善するため、必要な範囲内におい

て、それを実施する措置という意味で使用されており、

アメリカのアファーマティブ・アクション affi  rmative 

action（「積極行動」）11との違いはないとされており、

主だった辞書も区別していない12。しかし、目標値を

定めた政治参加は、ポストまたはその役割に見合った

能力においては言うに及ばず、他方でのフォーマルな

政治への参加においても、女性の首相や、女性の大統

領といった最高指導者が輩出されても、彼女らの実施

した政策が、「より広範囲の女性の運動との接点がな

かったり、実際には女性の利益を損なったりする場合

がある」13いう指摘も少なくなく、「数」を増やすこと

と、「質」の確保とはストレートには結びつかず、そ

のアポリアの解決はまだ見えていないといってよい14。

こうした認識への理解が今ひとつであるもう一つの理

由は、Bedford の言葉を借りれば、「エリート婦人の

政治経験を政治研究のパラメーターとして扱ってきた

ために、女性が権力と不平等の問題にコミットメント

するというもう一つの視点を無視してきた」15ところに

あるといってよい。とりわけ後者への政治社会学的な

視点を持つということは、エリート女性への偏りのあ

る関心という今日の実情に対する反省を促し、政治と

ジェンダーの関係の正しい洞察をもたらすことになる

のではないかという主張は、それはそれとして、妥当

性のある指摘ではあろう。この点、筆者は、現在の日

本のジェンダーをめぐる社会運動の有り様もこうした

偏りから免れているとはいえないのではないかという

印象を抱いている。こうした運動の広がりという点か

らの検討が、今後の課題であるといってよいのであろ

う16。

２．ジェンダーと国家

　つぎに、ジェンダーと政治の研究は、従来、国家の

役割に関しては、本来的に抑圧的なものであるとか、

中立的な調停者であるといった対立点に集中して論じ

られてきたといえるのであろうが、近年では、ジェン

ダーと国家の間の相互作用とそのコンテキスト、そし

て個別ケースなどといった点に関心が集中しており、

国際的に認知シフトが見られるといわれている。そこ

で、Bedford は、今日における国家の特徴については、

以下のような３つの点を指摘することができる、とい

う。

　第１は、国家は、複合的で断片的な性格を持ったも

のであり、フェミニストたちが、より平等な社会的・

政治的関係を表明する場合には、その空間には、彼女

らの活動と活用の際の幅はある、という指摘である。（国

家の多元化）

　第２の特徴は、第１の特徴である国家の多元化と相

関するものであるが、ある程度の集団的自立性の確保

が、その集団の要求を実際に実現するためには担保と

なるが、フェミニストらの運動の実現にもそれが求め

られている、という認識の共通理解が芽生えてきてい

るということである。（フェミニスト運動の成熟）

　第３の特徴は、ジェンダー研究者らは、とりわけ冷

戦以後のグローバル化という同時代の潮流を反映し

て、国家に関する問題については、その分析に国際的

な視点を導入し始めているということである。1995

年の国連世界女性北京会議の「行動綱領」では、あら

ゆる政策分野にジェンダーの視点を組み込むことが強
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調されたが、日本での翌年 96 年の「男女共同参画ビ

ジョン」にその視点が導入されたのもその一例である17。

（国際化）

　Bedford は、現代の国家のこうした３つの特徴と国

家の相対化は、その底流に、政治・経済などにおける

グローバル化 globalization があり、ジェンダー論の台

頭はこれに連動している、ということを指摘する。国

家の相対化は、国家を国内と国外からの両面から相対

化し、とりわけ発達した工業国家に共通する債務危機

と、その対応としてのネオリベラリズムによる経済リ

ストラ政策が国家の相対化を招いている、という。し

かし、また、国家レベルの政策を超国家領域と関連さ

せることは、経済リストラといったネオリベラリズム

のグローバル化の論調においては、国内政策に対する

国家のコントロールを欠如させ、それが国家を正当性

の危機に直面させている、とも述べている。

　Bedford は、「国家に関するジェンダーと政治とい

う分野の持つヤヌスの顔は、国家の政策と具体的な政

治組織が稼働する地方の政治領域のデリケートで微妙

な点への関心と、国際的なアリーナへの自覚といった

両面を含んでいる」18と言うが、今日の日本のジェンダ

ー論の隆盛には国家に関するこうした認識が反映して

いないわけでもないのであろう。一方の国連世界女性

北京会議に見られる外圧と（実際、男女共同参画基本

法の成立には外圧が幸いしたという指摘19もある）、他

方での国内の分権化の流れと「地方の政治領域のデリ

ケートで微妙な点」が、男女共同参画基本法と地方の

計画や条例との間に見られる諸過程に顕著に反映して

おり、そのなかで施策が進行しているといってよい。

３．ジェンダーと「政治」カテゴリー

　Bedford は、Susan Okin の言葉を借りて、近代市

民社会の諸々の政治カテゴリーもジェンダー化され

たカテゴリーであるのを免れていないのは、ルソー

Jean-Jacques Rousseau の女性の非公的＝家族機能と

いう考え方にも典型的であるという。参加民主主義

participatory democracy の研究で名高い Carole Pate-

man によれば、近代の社会契約論にせよ、公的領域に

おける男性の自然的自由、私的領域における女性の自

然的従属というジェンダー化されたカテゴリーを持っ

ていたことは明らかであるという20。

　ロバート・ダールRobert A. Dahlは、『現代政治分析』

の第５版の第９章「政治的人間」では、それまでの記

述を大きく変え、さきのイングルハートの議論に倣っ

て、脱物質的価値観への変貌に関連し、ジェンダー研

究の視点を大きく採用し、近代市民社会の政治哲学を

代表する社会契約論者たちの女性蔑視を問題として取

り上げている21。その意味からすれば、日本政治学会が、

昨年、年報に取り上げた『「性」と政治』22は遅すぎた

という反省の反面、取り上げられたこと自体が多くの

政治学者には戸惑いと驚きを与えてもいた。

　さて、19 世紀後半からの大衆民主主義の発展にと

もない国家の機能は拡大し、国家はより積極的な政策

を実施するが、とりわけ 1942 年に福祉国家 welfare 

state を国是に掲げ、戦後の労働党内閣において「揺

りかごから墓場まで」の社会保障制度を作ったイギリ

スにおいても、女性の公的領域への参加という点では

制限があった。Bedford は、それを「イギリスの戦後

の福祉国家は、主婦は核家族の大黒柱であるというモ

デ ル a breadwinner-housewife model of the nuclear 

family に依拠して、軍役に代わる賃金雇用をもって完

全なる男性の資格であるという見方を与えたものであ

る」と捉え、また「女性は、核家族単位で規範的母親

像や男性への依存が要求されたという意味で、その市

民権は制限されていた」23と見なしている。こうした考

え方が一般化することによって、「同棲者、レスビアン、

そして離婚者は、ジェンダー化された市民という概念

の破壊者と見なされ罰せられることになった」24と認

識している。他方、Ｆ．フクヤマは、「ジェンダー化

された市民」を「社会資本」（social capital）＝民主主

義の資質を持ったものとして評価しており、これが失

われるのを社会の「大崩壊」（great disruption）と捉

えている25。

　さて、「ジェンダーと政治」についての Bedford の

上記の問題点と論点の整理については、筆者にはまだ

十分な論評をなす力量はないので、紹介と若干の説明

を補足したにすぎないが、政治学における中心で重要

な概念である権力については、Bedford は、何も論じ

ていないので、本稿では、権力論において今日、その

重要性を高めつつあると思われる一つの概念を再評価
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し、ジェンダー・ポリティックスへの適用と、そのア

プローチの妥当性について次節で検討してみることに

したい。

第２節　政治社会学の一視座

　　　　　－ルークスの「非決定」概念の再検討－

１．３つの権力観

　1974 年、政治社会学者であるスチーブン・ルーク

ス Steven Lukes は『権力－ラディカルな見方－』26を

出版した。そして、ここで展開された権力論は、その

理論フレームのシャープさのみならず、情報化社会に

おける権力論の展開としてその新しさに惹かれて、そ

の後の政治学のスタンダードな教科書でも次第に採用

されてきている27。現代政治学では、これまで、権力

概念については権威概念との関係とそのコロラリーと

しての諸カテゴリーにおいて論じられることが多かっ

ただけに、現代政治の対象の広がりと複雑さを捉える

にはかなり苦しい説明を要したことも事実であった28。

その意味からすれば、ルークスの３つの位相から捉え

た権力概念は時代の認知図を描くのに適したものとし

て受け入れられていったものと見なしてもよいのであ

ろう。

　この本が出版された 70 年代は、いわゆる発達した

工業国において若者の激しい異議申し立て運動が激し

く吹き荒れ、この時期をイングルハート Ronald Ingle-

hart が、物質的価値観から脱物質的価値観への価値の

転換をともなう変動過程として捉えたことは有名であ

る29。ルークスの新しい権力モデルの提示は、こうし

た時代を認識する新鮮なイメージを与えたものといっ

てもよいのであろう。意志決定としての権力を１次元

的権力論 the one-dimensional view、議題設定 agenda 

setting としての権力を２次元的権力論 the two-

dimensional view、思考のコントロールとしての権力

を３次元的権力論 the three-dimensional view として、

現代政治における権力の実証的分析と理論研究の交通

整理を行う一方、新しい分析モデルを提示したところ

が評価されたところとなっているといってもよいであ

ろう。そこで、最初に、この３つの概念について整理

しておきたい。

　１次元的権力論；これは、決定の内容に明示的なか

たちで影響を及ぼす意識的な政治行動を対象とするも

のである。これは、ロバート・ダールのWho Gov-
erns? Democracy and Power in an American City 
（1962）30  に代表される古典的な権力論であり、誰が権

力を持っているのかについての判断を、当該アクター

が持つ既知の認知されている選好を手がかりとして、

意志決定の分析に求めている。また、50 年代の、フ

ロイド・ハンター Floyd Hunter らのコミュニティ権

力構造の分析31が、コミュニティの政策決定が強い結

びつきのある一群の企業家たちによって形成されてい

るという仮説の実証研究であるのに対し、ダールの研

究はその反証であり多元的リーダーの権力分散という

仮説を実証したものでもある。

　２次元的権力論；この権力は、なされるべき意志決

定を阻害する能力と定義され、「非決定作成」32（non-

decision making）の能力とも呼ばれているものであ

る。あらゆる組織（化）organization はその目的から

いっても「バイアスの動員」33（the mobilization of 

bias）と言い換えてもよく、その意味からすれば、あ

る決定は促進され別の決定は阻害される、というのは

一定程度は回避できないのであろうが、１次元的権力

論者は観察可能な前者の「認知された選好」しか取り

上げてこなかったところに難点があった、と批判され

ることになった。とまれ、バクラック Peter Bachrach

とバラッツ Morton S.Baratz らに代表されるこうした

権力の２次元的なとらえ方34は、「議題設定」のコント

ロールとして、今日、その研究の幅を広げている。

　３次元的権力論；この権力は、人々が考えるもの、

願望するもの、または欲求するものをかたちづくるこ

とによって他者に影響を与える能力、と見なされてい

る。従って、イデオロギーによる教化、または象徴操

作などといったものがそれに当たる。これらの権力は、

ストレートに人々の意識をコントロールするのではな

く、「社会的に構造化され文化的にパターン化された

集団の行動や制度上の慣行」35との適合性 adaptation と

いう問題がその権力に横たわっており、それに基底さ

れてはいるが、意識レベルでは、「情報の支配、つま

りマス・メディアや社会化の諸過程の支配」36をとおし

て行使されるもの、と見なされている。
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２．問題点

　さて、ルークスは、これらの３つの権力観のうち、

２次元的権力観については次のような３つの批判を付

け加えている。

　１つ目は、２次元的権力観には、人々の無活動（沈

黙）という行動には、意志決定をなす、あるいは、意

志決定させないというレベルによるもの以外に、「社

会的に構造化され文化的にパターン化された集団の行

動や制度上の慣行」による側面があるという認識がな

い、という批判である。つまり、歴史・文化の分析が

欠如しているという批判である。

　２つ目は、２次元的権力観には、「権力のもっとも

効果的で狡猾な使用法は、なによりもまずこの紛争の

表面化を阻止することだ」37という認識が欠如してお

り、それが「情報の支配、つまりマス・メディアや社

会化の諸過程の支配」によって人々の思考が支配され

ているという側面の分析に結びついていない、といっ

た批判である。つまり、象徴操作の分析が欠如してい

るという批判である。

　３つ目は、２次元的権力観は、「非決定の作成をと

おして行使される権力は、争点として政治過程に入れ

なかった苦情の存するところにのみ表れる」と見てい

るが、苦情のない、つまり「不平不満をもたせないこ

と、それこそが権力の至高」である、という権力論の

オーソドックスな知恵に照らして見たとき、その分析

の深みにかけるところがあり、「苦情の不在は真正の

合意に等しいと想定することは、定義上、虚偽の合意

ないしは操作された合意でありうる可能性をあっさり

と排除してしまうことになる」という批判に晒される

ことになるという批判である。つまり、無活動という

黙示的な沈黙の権力の分析が欠如しているという批判

である。38

　『オックスフォードの世界政治案内』（第２版）の「権

力」（power）の項目を読むと、そこでルークスは、

自らの上記の３つの権力観には触れず、「権力は、意

志決定状況において、抵抗を排して、表立った対立の

解決を求めて行使されるもの」39と、他方で「権力は、

対立する選好の表面下に横たわっているもの」40といっ

たかたちで、権力概念を２つに分類して説明している。

前者は、「明示的権力」、後者は「黙示的権力」と言い

換えてもよいのであろう。そこで、ここでは、ルーク

スの上記３つの権力観の問題点について２点指摘して

おきたい。

　第１点は、ルークスも自ら批判的に指摘していると

ころでもあるが、２次元的権力観と３次元的権力観の

関係が曖昧であることである。２次元的権力観と３次

元的権力観は同じ対象を考察しているが、２次元的権

力観では不十分であり、権力の真の分析につながらな

いと述べているので、それなら、本来、３次元的権力

観の自己展開で分析は完結するはずである。これでは、

２次元的権力観は単に蛇足ていどであるにすぎないこ

とになってしまう。後の上記のような権力論が、顕示

的権力と黙示的権力の２分法で展開されているのはこ

うした論理展開上の必要から出てきたものといっても

よいのかもしれないし、その方が、理解が得やすい。

　第２点は、第１点の形式論上の問題でなく、その方

法論上の問題に関してであるが、紛争を表面化させな

いことや、無活動という沈黙の反応とか、しかも苦情

が存しないという状態についての分析は、２次元的権

力観の射程には入ってなく、３次元的権力観に立って

こそ分析できるというのであるが、こうした黙示的な

権力過程の分析に関しては、実証的な分析は容易でな

く、これを、行動論的政治学の分析対象とするのは難

しいという批判もあるが、一方で 1970 年代における

価値や規範なき実証主義の不透明さに関する現代政治

学の方法論上の反省と議論もあり、評価が分かれると

ころでもあろうが、その点に関して明確な説明がない

という点である。

３．再評価

　しかしながら、本稿では、昨今の男女共同参画社会

の形成をめぐる種々の論点に、政治社会学から一つの

視座をあてがおうとするさいに、こうしたルークスの

知見と洞察が役に立つのではないかということでこれ

を評価することにし、上記のような問題点を一定認め

つつも、次のような仮説構築ないしモデル化という点

で利用できるものとして提示し、今後の研究へとつな

げていくことにしたい。

　まず、1999 年６月に男女共同参画基本法が成立し、
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その後、都道府県・市町村といった自治体に、条例や

計画、または諸施策といったかたちでその基本法が影

響なり波及効果を生み出している41が、こうした行政

プロセスには、黙示的な政治プロセスが相関している

のではないか、という仮説である。これは、意志決定

のプロセスが比較的明確なところにおいては、計量的

な時系列的分析や空間的影響力分析が可能となる。

　つぎに、「非決定」の分析として、男女共同参画社

会の形成に反対する勢力（影響力）infl uences として、

首長または行政機関との関係、議員または議会との関

係、利益集団または圧力団体（女性団体も含む）との

関係、そして女性の社会進出に伴う企業の諸施策との

関係などファクターは多くあるが、そのうち優位な変

数と相関させることによって「限定されたモデル化」

は可能ではないか、ということである。

　さらには、『基本法』には、区域の特性を生かした

施策を行うことが記されているが、これは、ルークス

のいう「社会的に構造化され文化的にパターン化され

た集団の行動や制度上の慣行」との適合性の問題に関

連させてこそ、その施策が住民の真の要求に応えたも

のとなるのではないか、という視座である42。ルーク

スはそうした要求を「リアル・インタレスト（真の利

益）」（real interest）と呼んでいるが、それを「苦情

の不在」43と同等のものと見なせば、虚偽意識へと誘

うという意味で使用する場合のイデオロギーといつで

もなりうるものでもある。そこで、システム論でいう

フィードバック・ループが、「負」でなく「正」の制

度形成の鍵であるとするならば、政治・行政の苦情の

制度化のプロセスの検証は政策「形成」のみならず、

その「評価」の鍵にもなるのではないか、ということ

を指摘し今後の研究につなげていきたい44。

おわりに

　筆者は、男女共同参画社会の形成に関して、昨今、

諸争点が顕在化し、各地で論争が引き起こっているの

を見て、これに一つの視点を提示することの必要性を

感じていた。「非決定」の概念は、これをどう捉える

かについては、まだ、十分な研究と議論がなされたと

はいえない印象を抱いている。また、実証的な研究と

してこの概念がどの程度に堪えて使用できるのかは、

筆者にとっても今後の課題でもある。

　つぎに、本稿では、問題の所在を、インタビューを

通じて構築する、という構築主義45constructivism の

アプローチを、とくに仮説構成というところで使って

みたが、これは実証的な研究との接点へと持ち込ませ

ねばあまり意味のないものとなってしまうが、その方

法はもっと活用されよいのではという考えを持ってい

る。コンピュータに関する技術と技能が飛躍的に発達

する今日、目的と意味の希薄なデータ処理という事態

もある程度予想されることからすれば、自戒を込めて、

こうした質的調査法にもとづく問題・仮説設定や、社

会問題を構築するということの意義を強調すること

は、とりわけ政治学という分野では、けっして、小さ

くないと思われるからである。
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政策条例の制定と普及に関する分析－茨城県の市町村を事例として

伊佐山忠志、桑原英明、林　寛一、福沢真一、佐藤公俊
Tadayuki  Isayama・Hideaki  Kuwabara・Kanichi  Hayashi

Shinichi  Fukuzawa・Kimitoshi  Satoh

An Analysis of Policy Diffusion in Local Municipal Governments:    
A Case Study of Ibaraki Prefecture in Japan

　　　　Because the growth of legislation and the pace of change are greater than ever before, policy diffusion 
has become a key feature of contemporary policy making. There is little empirical evidence on policy diffusion 
in local municipal governments in Japan. This paper investigates policy diffusion among Ibaraki Prefecture’s 
municipals.

第１章　研究の目的・方法

第１節　研究の目的

　平成 12 年４月より、地方自治法の改正をはじめと

する地方分権一括法が施行され、本格的な分権時代の

幕開けとなった。今後、それぞれの地方自治体におい

ては政策形成能力の一層の向上が期待されるところで

あるが、なかでも多面的な政策形成を結晶化した政策

条例（地方自治体が地域の政策課題の解決に自発的に

取り組む指針となる条例）の制定過程に関する実証研

究が大きく遅れている状況にある。

　そこで本研究（常磐大学課題研究助成　平成 14 年

度～平成 16 年度　研究代表者　コミュニティ振興学

部　教授　伊佐山　忠志）では、茨城県および県下 83

市町村（平成 14 年 12 月１日時点）における情報公開

条例、個人情報保護条例、男女共同参画推進基本条例、

環境基本条例、ゴミや空き缶等の散乱防止に関する条

例、残土処分の禁止や防止に関する条例、高齢者福祉

の総合化を進める条例やまちづくりを進める条例等を

取り上げることにより、これら条例の制定状況、制定

過程（立法過程、政治過程、行政過程および政策過程）、

条例の内容、条例の他自治体への波及、およびその歴

史的沿革について実証的に明らかにしようとする注１。

第２節　研究の方法

　平成 14 年 11 月から 12 月にかけて、茨城県下すべ

ての市町村の法規担当課（主として総務課文書法制係）

を対象としてアンケート調査を実施した注２。調査の対

象とした政策条例は「情報公開条例」、「個人情報保護

条例」、「環境基本条例」、「環境保全条例」、「ゴミや空

き缶等の散乱防止に関する条例」、「残土処分の禁止や

防止に関する条例」、「男女共同参画推進基本条例」、「介

護保険条例」、「高齢者福祉の総合化を進める条例」、「ま

ちづくりを推進する条例」、「自転車等の放置防止に関

する条例」、「その他」である。

　なお、アンケート調査の回収数は 77 団体で、回収

率は 92.8％であった。
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第２章　政策条例の制定状況

第１節　情報公開条例の制定状況

　回答を得た 77 団体のなかでは、情報公開条例が未

制定の団体は１団体である。しかし、この団体も平成

14 年度に制定予定となっており、県内すべての団体

で情報公開条例の制定がほぼ終わったことがわかる。

ただし、条例の名称を見てみると、依然として名称が

「公文書公開条例」のままの団体も散見される。今後は、

国の情報公開法の制定や県の情報公開条例の制定を念

頭において、情報公開条例をいかに「再革新」するか

という課題へと、その論点が移行するように見うけら

れる。

第２節　個人情報保護条例の制定状況

　個人情報保護条例を既に制定している団体は、市で

15 団体、町村で 21 団体の合計 36 団体となっている。

制定予定の団体は市町村あわせて 18 団体であり、制

定を検討中の団体については同じく 18 団体となって

いる。現時点で制定する予定のない団体は５団体に過

ぎず、今後数年の内に県内の市町村でも個人情報保護

条例の制定が急速に普及が進むことが予想される。こ

の動きは、国の個人情報保護法の制定が大きく関わっ

ているものと考えられる。また、個人情報保護条例を

制定した団体のなかには、情報公開条例と一体化して

条例を制定する団体も見られる。

第３節　環境基本条例の制定状況

　環境基本条例を既に制定している団体は 21 団体で

ある。この内、市で制定済みの団体は 11 団体、町村

で制定済みの団体は 10 団体となっている。県内の市

町村においても町村より市の方で、環境基本条例の制

定が進んでいることがわかる。また、平成 15 年度お

よび 16 年度中に制定予定の団体は市町村をあわせて

４団体、検討中の団体は８団体、および制定予定のな

い団体が 44 団体となっている。国の環境基本法の制

定を受けて都道府県および政令指定都市で環境基本条

例の制定が進んだことと比較すると、本県においても

とりわけ町村部で環境基本条例の制定が進んでいない

ことがわかる。

第４節　環境保全条例の制定状況

　環境保全条例を既に制定している団体は、市町村

あわせて 16 団体である。制定を予定している団体が

４団体、制定を検討中の団体が７団体で、今のところ

制定の予定がないとする団体は 54 団体となっている。
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環境関連の条例は、それぞれの団体で制定する際の考

え方がかなり異なっており、今後、さらに詳細に条例

制定の状況を調査することが不可欠であると考えられ

る。例えば、ゴミのポイ捨て禁止条例を個別条例とし

て制定している団体もあれば、環境保全条例のなかに

同様の規定を置いている団体もある。

第５節　ゴミや空き缶等の散乱防止に関する条例の制

定状況

　ゴミや空き缶のポイ捨て禁止条例を制定している団

体は、市町村をあわせて 55 団体となっている。加え

て、検討中の団体が４団体となっている。現在のとこ

ろ検討予定のない団体は、18 団体である。ゴミのポ

イ捨て条例は、全国で１千を超える団体が制定済みと

いうことであるが、本県では 70% を超える団体で既

にゴミ等のポイ捨て禁止条例が制定されている。今後

は、同条例における罰則規程の有無やポイ捨て禁止の

実効性を高める工夫がどのように条例に盛りこまれて

いるかなど、条例の内容や具体的な運用状況について

検討課題が移行して行くものと考えられる。

第６節　残土処分の禁止や防止に関する条例の制定状況

　残土処分条例を既に制定している団体は、市町村を

あわせて 43 団体となっている。制定を予定している

団体が１団体、検討中の団体が４団体で、現在のとこ

ろ制定の予定がないとする団体は 29 団体となってい

る。

第７節　男女共同参画推進基本条例の制定状況

　男女共同参画基本条例を既に制定している団体は、

市町村をあわせて４団体となっている。制定予定の団

体が６団体、検討中の団体が 24 団体にのぼり、制定

予定がないとする団体は 41 団体である。制定予定が

ないとする団体の内訳は、市が４団体、町村が 37 団

体となっており、単純に市部と比較すれば、町村部で

男女共同参画基本条例の普及が進んでいないことがう

かがわれる。ただし、他方で検討中の団体のなかで町

村が 16 団体を占めていることから、今後、町村にお

いても相当数の団体が同条例を制定して行くものと見

られる。
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　なお、平成 16 年４月の時点では、９つの団体（市

町村）が条例を制定している。水戸市が平成13年３月、

日立市が同年 12 月、波崎町・竜ヶ崎市が平成 14 年３

月、牛久市・潮来市・ひたちなか市が平成 15 年３月、

石岡市・笠間市が平成16年３月に制定している。なお、

取手市は３月の第１回定例会では継続審議となり６月

の第２回定例会に回っている。

第８節　介護保険条例の制定状況

　介護保険条例を制定している団体は、市町村をあわ

せて 69 団体となっている。現在のところ制定予定の

ない団体は、市で１団体、町村で７団体である。

第９節　高齢者福祉の総合化を進める条例の制定状況

　高齢者福祉の総合化を進める条例を制定している団

体は３団体となっている。検討中の団体は３団体で、

現在のところ制定予定のない団体が残りの 71 団体で

ある。高齢者福祉の総合化を進める条例の制定は今後

の課題であるということができる。

第 10節　まちづくりを推進する条例の制定状況

　まちづくり条例を制定している団体は市町村をあわ

せて９団体となっている。その具体的な内容は、「安

全・安心のまちづくり条例」が中心となっており、他

の都府県に見られるような「自治基本条例」や「まち

づくり基本条例」を制定している団体は現時点では認

められない。なお、制定を予定している団体は１団体

で、検討中の団体は９団体であり、制定する予定のな

い団体は 58 団体となっている。

　なお、各自治体の「安全・安心のまちづくり条例」

には、自治体による犯罪・事故防止のための啓発活動

などを中心とする「生活安全施策」の実施を規定して

いる点で、共通性がみられる。一方、これらの条例と

は異なり、地域の自然環境、景観、生活環境の保全を

目的とする「緑豊かなまちづくり条例」を制定してい

る団体が、１団体存在した。その具体的内容は、「ま

ちづくり審議会」の設置、地域の開発事業に関する事

前協議制度、「開発抑制地域」および「開発協議地域」

の設定、住民のまちづくりへの参加支援などである。

第11節　自転車等の放置防止に関する条例の制定状況

　自転車の放置防止条例を制定している団体は、市町

村をあわせて 17 団体となっている。さらに、検討中

の団体が３団体、制定予定のない団体は 57 団体であ

る。
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第 12節　その他の政策条例の制定状況

　その他、自主的に政策条例を制定している団体は、

市町村をあわせて８団体となっている。制定されてい

る具体的な条例の名称は、「子育て支援条例」、「子育

て奨励金支給条例」、「子育て出産奨励金支給条例」、「高

齢者在宅生活支援事業実施条例」、「医療費助成に関す

る条例」、「飼い犬のふん害等の防止に関する条例」、「空

き缶回収に関する条例」、「空き地に繁茂した雑草等の

除去に関する条例」、「審議会等の会議の公開に関する

条例」などである。なお、条例ではないが、「公共施

設の里親制度実施要綱」を挙げる団体も見られた。

　ただし、団体の中には何が「特色ある政策条例」で

あるのか不明であるとする団体も散見された。

第３章 政策条例を担当する組織

　この章では、それぞれの政策条例を担当する組織の

類型とその特色についてまとめておくことにする。全

体的な傾向としては、市より町村において組織編成の

多様性が認められることである。これは、ひとつには

複数の政策領域を所掌する組織を編成せざるを得ない

ため、その組み合わせによって多様な編成となってい

ることがうかがわれる。

第１節　情報公開条例の担当組織

　情報公開条例を担当する組織は、市と町村とに関わ

らず概ね「総務課」となっている。より具体的には、

総務課のなかの文書法制係（グループ）が担当してい

るものと思われる。ただし、市のなかには「法務対策

室」のように独立した政策法務を担当する部署の担当

としたり、「情報政策課」や「情報広報課」のように

情報政策の一環として位置付けている団体も散見され

る。なお、町村のなかには担当組織として、窓口や情

報公開審査会、あるいは企画政策課を担当とする団体

も見られる。

（表－１）情報公開条例を担当する部署の名称

第２節　個人情報保護条例の担当組織

　個人情報条例を担当する組織は、市町村のいずれに

おいても情報公開条例の担当課と一致しており大半が

「総務課」となっている。ただし、町村のなかには、「町

民環境課」や「生活環境課」のように町民生活担当組

織と環境担当組織をひとつの課として編成し、これに

個人情報条例を担当させている団体も見られる。

（表－２）個人情報保護条例を担当する部署の名称

第３節　環境基本条例の担当組織

　環境基本条例を担当する部署は、市においてはほぼ

「環境課」、「環境保全課」、「生活環境課」に３分され
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ている。ただし中には、従来的な編成である「環境衛

生課」という名称を残している団体も見られる。

　22 市の環境担当課が属している「部」の名称は、さ

まざまである。最も多く用いられている名称は市民生

活部であるが、牛久市のように市民生活部と環境部が

設置され、環境衛生課が環境部に属している市もある。

また、民生部などのような単一の語のみで構成された

名称の部を持つ市は５つ（環境部１、市民部２、民生

部２）のみである。他の 17 市は「環境」、「経済」、「市

民」、「生活」の中から、２つの語を組み合わせた名称

の部を持っている。それぞれの語が用いられている頻

度は、環境 10（45.4％）、経済 5（22.7％）、市民 11（50.0

％）、生活 8（36.3％）となっている。

　また、町村においては、「生活環境課」という組織

編成をとる団体が比較的多く、これに対して「環境課」

や「環境保全課」の名称をとる団体が市と比較してや

や少ない傾向を見ることができる。なお、「地域整備

課」、「環境防災課」、「保健衛生課」といった部署が所

管している団体も認められる。

（表－３）環境基本条例を担当する部署の名称

第４節　環境保全条例の担当組織

　個別の環境保全条例を担当する組織は、市において

は「市民生活課」や「生活環境課」、「環境課」に加え

て「都市計画課」や「公園緑地課」といった部署が見

られる。また、町村においても同様の傾向を認めるこ

とができる。

（表－４）環境保全に関する個別条例を担当する部署の名称

第５節　ゴミや空き缶等の散乱防止に関する条例の担

当組織

　ゴミや空き缶の散乱防止に関する条例を担当する組

織は、市では「生活環境課」が最も多く、これに続い

て「環境課」、「環境保全課」および「環境衛生課」が

ほぼ３分している。また、町村でもほぼ同様の傾向を

見ることができるが、中には「長」、「保健福祉課」、「都

市計画課」といったユニークな位置付けをとる団体も

見られる。

（表－５）ゴミや空き缶等の散乱防止に関する条例を担当す
る部署の名称
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第６節　残土処分の禁止や防止に関する条例の担当組織

　残土処分の禁止や防止に関する条例を担当する組織

は、市および町村のいずれにおいても「生活環境課」

が最も多くなっている。この他に「環境課」や「環境

衛生課」といった部署が担当していることがわかる。

ただし、町村のなかには、担当部署として「長」、「企

画財政課」、「都市計画課」、「建設課」といった組織を

挙げる団体も見られるように比較的多様な対応をとっ

ていることがうかがわれる。

（表－６）残土処分の禁止や防止に関する条例を担当する部
署の名称

第７節　男女共同参画推進基本条例の担当組織

　男女共同参画推進基本条例を担当する組織は、概ね

４つに類型化することができる。ひとつは、「男女共

同参画推進室」、「女性政策課」や「さわやか女性推進室」

のように比較的少数の団体であるが、独立した推進

体制を整備している団体である。２番目の類型は、市

町村を問わず最も多くの団体が採用している形態であ

るが「企画課」や「企画調整課」、「企画財政課」、と

いった企画部門のなかに担当を設置している団体であ

る。３番目の類型は「家庭福祉課」、「福祉課」、「保健

福祉課」のなかに担当を置くものである。これは、男

女共同参画の推進を母子福祉の延長線上に位置付けて

いることに由来するのかもしれない。そして、最後の

類型は「市民活動課」、「自治推進課」、「住民課」や「生

涯学習課」のように市民活動や社会教育の一環として

男女共同参画の推進を位置付けている団体である。こ

うした、組織編成の多様さは男女共同参画の推進が必

ずしもひとつの方向性をもったものではないことを示

唆しているものと思われる。また、町村では、その他

の類型として「総務課」が担当するというパターンも

伺える。

（表－７）男女共同参画推進条例を担当する部署の名称

第８節　介護保険条例の担当組織

　介護保険条例を担当する部署は、市では「介護保険

課」として「福祉課」とは異なる組織編成をとってい

る団体と、「介護福祉課」や「高齢福祉課」といった

ように高齢者福祉と一体的に対応している団体とに分

かれているようである。

　これに対して町村では「介護保険課」として部署を

編成している団体は極めて少数である。むしろ大半の

団体は、「福祉課」やこれと関連する部署で対応して

いることがうかがわれる。また、町村では「国保介護

課」や「国保年金課」のように国民年金や国民健康保

険を所管する課で対応している団体も見られる。なか

には、担当を「長」とする団体も見られた。

（表－８）介護保険条例を担当する部署の名称
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第９節　高齢者福祉の総合化を進める条例の担当組織

　高齢者福祉の総合化を進める条例の担当組織として

は、「福祉課」やこれと関連する部署を挙げる団体が

多かった。ただし、ここで想定していた条例は「総合

介護条例」や「地域福祉総合条例」のように、高齢者

福祉や介護保険の実施、あるいは母子福祉や障害者福

祉の実施といった個々の法令に準拠した実施活動とい

うよりは、むしろ地域社会の福祉にかかる施策を総合

的に企画立案しこれを実施するものであるという質問

者の意図が充分に伝わっていない可能性も否定するこ

とができない。

（表－９）高齢者福祉の総合化を進める条例を担当する部署
の名称

第 10節　まちづくりを推進する条例の担当組織

　まちづくりを推進する条例の担当組織としては、主

としてまちづくりのソフト面を担当する「企画課」と、

他方でハード面を担当する「都市計画課」、そして個

別のまちづくりを担当する「福祉課」や「生活環境課」

といった各担当課とに類型化できるようである。ただ

し、全体としてみるとまちづくりを担当する部署は「企

画課」という位置付けの団体が大半を占めている。

（表－10）まちづくりを推進する条例を担当する部署の名称

第11節　自転車等の放置防止に関する条例の担当組織

　自転車等の放置防止に関する条例を担当する部署

は、市においては「交通防災課」、「交通安全課」とい

った交通政策関係の担当とする団体、「環境課」、「環

境保全課」、「生活環境課」といった環境政策関係の担

当とする団体、「都市整備課」や「都市施設課」とい

った都市政策関係の担当課とする団体、およびその他

分類しきれないため「総務課」や「庶務課」が担当す

る団体とに分けることができる。

　町村でもほぼ同様の傾向を認めることができるが、

市と比較すると環境政策関係の担当とする団体がやや

多いように見うけられる。

（表－ 11）自転車等の放置防止に関する条例を担当する部
署の名称
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第４章　今後の課題

　かなりの数の団体から、「ホームページ上で例規集

を公開しておりますので、ご活用下さい。」といった

コメントが寄せられた。今後、こうした調査のためと

いうよりは、むしろ多くの団体が相互に情報を共有す

るためにも、インターネット上で例規集の公開を行う

ことが望まれる。また、中には例規集をＣＤ－ＲＯＭ

で作成していて、これを送付する団体もあった。

　なお、条例本文の入手に関して「条例本文および施

行規則の複写各一部の返送につきましては、図書館に

おいて閲覧又はコピーすることができますのでご利用

下さい。」、「ファイリングシステム（紙ベース）を導

入しているので、手元に古い資料がないので手間がか

かります。今後、当初条例についてはご配慮を願いま

す。」といった意見が寄せられた注２。

　さらに、調査の時期に関して、次のような内容のコ

メントも寄せられた。「アンケートの内容の条例制定

は必要であると認識しておりますが ､ 市町村合併を控

えており ､ 統一した制定が必要であると考えられ ､ 合

併後の問題（あるいは法定協議会内での話し合い）に

なると思われます。」といった内容である。市町村合

併が本格化するなかで、その対応に苦慮している団

体から寄せられた貴重な意見として受け止める必要が

あると思われる。また、この点に関しては、既に合併

した団体でそれ以前に独創的な内容の条例をもちなが

ら、合併した相手との関係で独創的な条例が引き継が

れないという状況が生じていることに懸念を示してお

きたい。

　最後に、ある団体から寄せられたコメントには、分

権化時代に向けて政策条例を制定する意義には充分理

解を示すものの、自治体行政がこれまで国法と自治の

現場との隙間を埋めるために積極的に活用してきた要

綱行政の役割についてもっと肯定的に評価するべきで

はないかという意見を寄せられた団体があったことを

付け加えておきたい。

注１　平成 14 年度は、これら条例について県下 83 市町

村に対して郵送法によるアンケート調査を実施し、そ

の制定状況および各条例の本文を入手するとともに、

北海道ニセコ町、水戸市、ひたちなか市、日立市お

よび東海村で担当者に対してヒアリング調査を実施し

た。さらに、関連する図書や雑誌の文献および行政資

料等をあわせて収集した。本稿では、自治体アンケー

ト調査の内容を中心として、その概要を報告すると伴

に若干の分析を行なった。

　なお、研究にあたっては、次のような研究体制を組

織して自治体アンケート調査を実施した。なお、分析

の取りまとめは常磐大学人間科学部組織管理学科の桑

原英明研究室が中心となって行った。

研究代表　：伊佐山忠志　（コミュニティ振興学部　

　　　　　　　　　　　　教授）

研究分担者：桑原　英明　（人間科学部　教授）

　　　　　　林　　寛一　（人間科学部　助教授）

福沢　真一　（コミュニティ振興学部

　　　　　　専任講師）

　　　　　　佐藤　公俊　（人間科学部　専任講師）

研究補助者：大木戸是徳　（人間科学部４年）

　　　　　　大橋　千恵　（人間科学部４年）

　　　　　　木村　寿之　（人間科学部４年）

　　　　　　村上　大輔　（人間科学部４年）

　　　　　　渡邊　　慧　（人間科学部４年）

　　　　　　本田　良男　（人間科学部３年）

　　　　　　井上明日香　（人間科学部２年）

　　　　　　清田　知子　（人間科学部２年）

　また本稿の執筆にあたっては、情報公開条例およ

び個人情報保護条例の制定状況と担当組織については

伊佐山が担当した。また、環境基本条例および環境保

全条例の制定状況と担当組織については佐藤が担当し

た。男女共同参画推進基本条例の制定状況と担当組織
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については林が担当した。まちづくり基本条例の制定

状況と担当組織については福沢が担当した。その他の

残りの部分については桑原が担当した。

注２　この点に関しては、各団体の担当者のお手を煩わ

せたことに対して改めて感謝申し上げたい。



－85 －

「人間科学」第 22 巻　第 1 号（2004 年 10 月）



－86 －

政策条例の制定と普及に関する分析－茨城県の市町村を事例として



－87 －

「人間科学」第 22 巻　第 1 号（2004 年 10 月）





－89 －

研究ノート

中学校社会科における「調べ学習」導入の展望

佐藤　環
Tamaki SATO

A View of the Introduction of “Inquiry Learning” for Social Studies 
in the Junior High School                                                         

Ⅰ　現行中学校社会科教育課程の特色

①平成 10 年版学習指導要領における中学校社会科

の特色

　1998（平成 10）年 12 月 14 日に学校教育法施行規

則の一部改正と中学校学習指導要領の改定が行われ，

2002（平成 14）年度からこの教育課程が実施されて

いる。中学校社会科では，教育課程審議会答申を踏ま

え，国際社会に主体的に生きる日本人の資質や能力を

広い視野に立った社会認識を通して育成するため，内

容の厳選，学び方を学ぶ，社会の変化への対応，地理

的分野・歴史的分野・公民的分野の 3 分野を関連づけ

て扱う項目の設定，という 4 つの基本方針を定めた。

この基本方針を受けて中学校社会科では，①社会科の

目標については学習の過程を重視し，学び方を学ぶ学

習を一層重視する観点から見直しを行う，②知識の詰

め込みに偏った学習にならないよう，各分野の特質に

応じて内容の厳選を図る，③生きる力を育む教育を推

進する観点から各分野の特質に応じて見方や考え方を

身につけ，調べ方や学び方を学ぶ学習の充実を図る，

④国際化の進展など社会の変化に対応する観点から各

分野の特質を生かして内容の刷新，更新を行う，⑤教

科の基本的な構造に留意し分野間の関連を重視した学

習を促す観点から３分野を関連づけて扱う項目を新設

する，という考慮がなされることとなった。

　②中学校社会科の目標

　1998 年 12 月告示の中学校学習指導要領に示されて

いる社会科の目標は次の通りであり，1989（平成元）

年版学習指導要領と比較するため，新たに付け加えら

れた文言に下線を引いた。

広い視野に立って，社会に関する関心を高め，諸資

料に基づいて多面的・多角的に考察し，我が国の国

土と歴史に対する理解と愛情を深め，公民としての

基礎的教養を培い，国際社会に生きる民主的・平和

的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の

基礎を養う。

　この文言は，大凡３つの部分に分けられる。特に，「広

い視野に立って，社会に関する関心を高め，諸資料に

基づいて多面的・多角的に考察し」という部分は，社

会科の基本的なねらいに関わるもので「広い視野に立

って」とは社会科の学習が目指している多面的・多角

的な考察を行うことと，国際的な視野を広げるという

２つの意味が含まれている。「諸資料に基づいて」は

情報化の進展に対応する観点から，また社会的事象の

考察・判断がややもすれば画一的になり易いことを踏

まえ，諸資料を適切に収集・選択・処理・活用しそれ

らの資料に基づいた考察，公正に判断する態度の涵養

を意味する。また「多面的」とは学習対象である社会

的事象がさまざまな側面を持つこと，「多角的」とは

多面性を有する社会的事象をいろいろな角度から考察

し理解する必要があることを意味し，これらを関連づ
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けることが社会科教育の意図する能力・態度を育成す

るために必要となる。多面的・多角的な考察の方法と

しては，①比較・関連づけてみる，②視点を移動させ

てみる，③視点を 360 度転換させてみる，④仮説を立

ててみる，⑤応用・移転可能な知識にする，⑥批判を

する，などが挙げられる（１）。

Ⅱ　学習指導要領改訂に伴う中学校地理的分野指導計

画案

　①地理的分野の概要

　1998 年に改訂された中学校学習指導要領における

社会科地理的分野の概要は，日本と世界の諸地域に関

する学習が，網羅的になる傾向にあることを踏まえて

目標・内容などが再構成された。この改訂により 2 つ

の柱，すなわち「日本や世界の地域構成に関する基本

的な枠組みをとらえる」ことと「広い視野から国土の

特色を大観する」ことを目途として，基礎的・基本的

な内容を学習することとなった。「地域の規模に応じ

た調査」という学習では，市町村規模の地域的特性を

把握する「視点や方法」，地理的なまとめ方や発表方

法の基礎を身につけることが主体となる。この基礎的

能力を基底として，47 都道府県から 2 つまたは 3 つ

の都道府県，あるいは世界の国々の中から数カ国を取

りあげ，それぞれの規模に応じて地域的な特色を把握

することを学ぶのである。また「世界と比べてみた日

本」では，世界的視野に立ち，自然環境，人口，資源

や産業，生活・文化，地域間の結びつきなどの諸点か

らみた我が国の地域的特色を学習し，その学習成果を

相互に関連づけることが期待されている。このような

教育を行う際には学び方を学ぶ学習を重視し，また情

報の収集・処理・活用などにはコンピュータや情報ネ

ットワークを活用することに留意することが必要とな

る。

　今次（1998 年）における地理的分野の目標の改訂

点は，学習の主題が日本の「地域についての理解」か

ら「地域的特色を考慮し」に変更されていること，学

習の主題を「視点や方法」の習得に置き，地理的事象

の「位置や空間的な広がり」や「地域の規模に応じて」

との文言が加えられたこと，地域間を「比較し関連付

けて考察する」との文言が加えられたこと，「多面的」

を「多面的・多角的」に変更していること，などが挙

げられる。

　このことを受けて内容の厳選や学び方重視の学習を

行うための内容は，それまでの「世界とその諸地域」・

「日本とその諸地域」・「国際社会における日本」とい

う区分から「世界と日本の諸地域」・「地域の規模に応

じた調査」・「世界と比べて見た日本」に再構成された

が，具体的には，世界と日本の地域構成の基本的枠組

みを把握する項目・内容の追加，調査の項目の新設，

広い視野から国土の特色を大観する項目や内容が加わ

ったことが主な変更点である。

②「調べ学習」を中心とした地理的分野の指導計画案

　「調べ学習」は問題解決学習の一形態である。しかし，

それは「学び方の学習」と重なる面を有してはいるも

のの基本的には異なった学習法であるとされる。無論，

「学び方の学習」と「調べ学習」とは相互補完的関係

にあり，お互いを連動させつつ授業に活かすべきこと

は当然である。「学び方の学習」の本質は，子どもの

社会事象に対する見方・考え方を鍛えそれらと積極的

にかかわる姿勢を身につけること，言い換えれば「見

方・考え方」の学習と定義できるのに対して，今次の

学習指導要領で小学校は勿論，中学校においても特に

重視しているのが「調べ学習」であり，子ども自身が

調べて考える，調べて理解する，そして調べたことを

まとめて表現する能力の開発（２）といった「情報の発

受信」の学習である。

　「調べ学習」の授業を行うには，まず準備として①

生徒の雑多な活動を見越した十分な教材研究，②情報

機器などの活用やグループ学習が可能な施設・設備，

③他教科や社会科他分野との内容調整，④生徒の興味

や自主性を尊重しつつ教師の指導性を確保するなどに

留意した上で，授業展開を行わねばならない。

　さて，次に示すのは新学習指導要領による教育が始

まった 2002 年５月に国立大学附属中学校２年生を対

象とし，単元「都道府県の調査」での「調べ学習」を

導入した実習生の手による指導計画案である。
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　中学校学習指導要領の「第３　指導計画と内容の取

扱い」で強調されている「資料を選択し活用する学習

活動を重視」するため，「観察や調査などの過程と結

果を整理し報告書にまとめ」ることや「資料の収集，

処理や発表に当たっては，コンピュータや情報通信ネ

ットワーク，教育機器の活用を促す」ことができるよ

う，①動機付けとして「みんなでオリジナルの沖縄百

科事典を作成する」という大目標を与えたこと，②統

計的データ・写真・文献資料についてインターネット

を利用して検索・収集するなど情報機器利用の習熟を

図るため，特別教室（各生徒が１台のコンピュータを

利用可能な社会科室）で行う，③生徒へ他生徒が調査

しているテーマに興味関心を抱かせるとともに資料選

択などで適宜指導を行う時間として一単位時間内に中

間発表会を設定するなどの工夫がなされている。「調

べ学習」の一方法として情報機器を駆使する授業展開

では，一人一人の生徒が収集した情報をクラス全員の

前で報告させることで情報の共有がなされ，また情報

の発信・受信に対する技能や態度の涵養を期待してい

る。

　このような経験主義教育の色彩が濃い指導計画案に

よる授業を行うことができた条件として，国立大学の

附属中学校という義務教育でありながら選抜された一

定水準以上の生徒であること，１クラスが少人数であ

ること，教科教室など施設・設備が整っているなど恵

まれた学校環境にあったことが指摘できる。このよう

な優れた学習環境下にない学校において，果たして「調

べ学習」という問題解決学習を導入した授業が有効に

展開できるのであろうか。

Ⅲ　昭和 20年代の問題解決学習定着の試み

　学校における問題解決学習の基本は，子どもの興味

を引く身近な事象から出発し，子どもに疑問を持たせ，

共通の問題を設定して解決していく学習プロセスであ

ろう。第二次世界大戦後の日本で初めて問題解決学習

を取り入れた教育活動が行われたのは，新設された「社

会科」においてである。特に昭和 20 年代の社会科で

導入され試行錯誤がなされた状況を概観しその得失を

整理しておく（３）。

　①社会科における問題解決学習の導入

　戦後における学校教育の場においては，教育課程・

学習指導・生徒指導などの面で急速な改革が見られた

が，最も大きな改革の一つは初等・中等教育での「社

会科」創設であった。1947（昭和 22）年 3 月，教育

基本法公布に先立ち文部省から「学習指導要領一般編

（試案）」が出された。ここでは，中央集権的かつ画一

的であった戦前の教育を厳しく批判し，今後の新しい

教育は現場の教師による創意工夫を活かし，地域社会

や学校の実情，子どもの特性に応じた内容を作り上げ

ていくことこそ民主的な国民を育てる教育であること

を謳った。この教育目標の達成を目指す中心的教科と

して注目されたのが，「今日のわが国民の生活から見

て，社会生活についての良識と性格とを養うことが極

めて必要である」という目的を持つ社会科であった。

社会科の任務は，「青少年に社会生活を理解させ，そ

の進展に力を致す態度や能力を養成することである」

（「学習指導要領社会科編Ⅰ（試案）」）として，社会を

理解するには社会生活の相互依存関係を理解すること

が肝要であり，そのためには人間性の理解を伴わねば

ならないと記している。

　この趣旨を生かすため，方法論からも今までの修身・

公民・地理・歴史などの学問系統に基づく教科中心

主義を捨て，「青少年の現実生活の問題を中心として，

青少年の社会的経験を広め，また深めようとする」こ

とを目指し，経験主義の原則の下に生活単元，あるい

は経験単元による問題解決学習という方法を示した。

問題解決学習は，社会生活に対する真実の知識・理解

を与え，社会的態度や能力，具体的には生活の仕方と

しての民主主義を身につけるために生活の問題を的確

に把握し，その解決のための学習活動を指導する方法

として位置づけられた。

　②問題解決学習実践時の問題点

　社会科が学校教育の現場で開始されたのは他教科か

ら一学期遅れた 1947 年 9 月 1 日の二学期からで，小

学校 6 年生用教科書『土地と人間』を使用し，基本的

には日本の国土は多くの人々の努力と経験の積み重ね

によって開発されたことを「私たちの現在の生活がど

うしてできたのか」というテーマを調べ考えさせるこ

との中から理解させようとした。翌 1948 年の小学校

3 年生用『大むかしの人々』，同 4 年生用『日本のむ



－93 －

「人間科学」第 22 巻　第 1 号（2004 年 10 月）

かしと今』など，歴史的内容にかかる教科書において

も庶民の歴史，あるいは社会の仕組みの発達，封建制

への批判等の視点が打ち出され，現代の生活の中から

問題を求めて，その問題を解決するための歴史的手法

を用いることが採用されていた。

　これを受けて，当時各地で実践された社会科の授業

では，調査学習や「ごっこ」学習が流行した。ノート

と鉛筆を持った子どもたちが，役場・工場・銀行・警

察・駅などに押し寄せたようだ。調査学習を行った小

学生の中には「担保」の意味が分からず「銀行では湯

たんぽを持っていくと金を貸してくれる」と報告した

などの笑い話がある。「ごっこ」学習も，子どもの興

味をひく身近な事象から出発し，子どもに疑問を持た

せ，共通の問題を設定して解決していくという問題解

決学習の基本形であったのだが，「ごっこ」に止まり

その学習目標や問題設定の曖昧さから，単なる「遊び」

に終始する例が各地で見られた。このような混乱は，

学習指導要領の内容が一般の教師にとって理解されて

いないことが原因の一つであると考えられたため文部

省は 1948（昭和 23）年 9 月に学習指導要領の「補説」

を出し，「作業単元の基底」を詳説することで現場の

教師にその手順の理解を促した。

　③コア・カリキュラム

　経験主義に基づく問題解決学習を学校教育に定着

させるという難題に取り組む動きの中から生まれた

のが，社会科をコア（中核）とし，各教科を包摂した

生活経験カリキュラムの研究であった。コア・カリキ

ュラムの理論化を推進していたのは，コア・カリキュ

ラム連盟（以下「コア連」とする）であり，彼らは文

部省の示す総合教科としての社会科を高く評価しつつ

も，教科別の生活化による学習活動においては重複が

多く，教師の負担が重いことを問題とし，教科の枠を

超えた総合的カリキュラム（コア・カリキュラム）編

成の必要を説いた。但し，コア連の運動の中にも問題

が内在していた。例えばコア・カリキュラムでは小学

校低学年を中心に「ごっこ」学習やプロジェクト法を

組み込んでいるものの子どもの雑多な活動を見越した

教材研究が不十分であるとか，総合的な教育を実施す

るための資料・設備などにおいて不十分（４）であるな

どの問題である。このような問題を抱えていたにもか

かわらず学習指導法を優先し，「なすことによって学

ぶ」ことが強調されたほか，子どもの興味や自主性を

尊重しなければならないから教師が指導性を持つこと

はいけないことと誤解されたために子どもが勝手に動

き回っていることが目立ったと言われている。

　④社会科における問題解決学習への批判について

　全教科の教科書が出揃ってみると，社会科と他教科

との間に重複が多いことが大きな問題となった。1947

年版学習指導要領（試案）における社会科は，米国の

ヴァージニア・プランの影響を受けたため基本的には

コア・カリキュラムの性格を有するものであった。し

かし，日本では教科の一つとして教科間の調整をする

ことなく社会科が出発したため，他教科との間に重複

が生じるのは当然であった。

　コア・カリキュラムに対する批判は，そのまま社会

科への批判でもあった。社会科学や歴史学の立場から

の批判は，社会科の言う社会観は相互依存中心で，民

主主義イコール修正資本主義社会という把握の仕方

だから，カリキュラム自体が現代社会の矛盾を見逃し

ているだけでなく，現代社会に適応する人間を作り出

している点にあるという主旨であった。特に辛辣であ

ったのが歴史学者井上清の弁である。彼は「（現行の）

社会科における歴史観は，昔より今は便利になった，

進歩したという，いわば便利史観である。複雑な関連

を持つ各時代の構造を恣意的に抜き取ってきて，現代

の事象と比較するという考え方は，自らが歴史の形成

者であるという自覚を持った人間を教育することはで

きない」と言う。

　コア連が現場に与えた影響は賛否を巻き起こしなが

ら大きくなったが，1950（昭和 25）年 5 月の文部省

主催講習会においてＣＩ＆Ｅ（民間情報教育局：Civil 

Information and Section）のオズボーン（Osborne, 

M. L.）が，コア連の行き過ぎに対して「コア・カリ

キュラムは米国でも進歩的な一部の学校でやっている

のみで，日本では無理である。まず教科別の生活教育

を十分にやるべきだ」と警告した。この背景には，高

まる民間教育運動への牽制だけではなく，朝鮮戦争勃

発という東アジアの緊迫した情勢の中で日本の文教政

策が転換する兆しと捉えられている。また，経験主義

的な社会科は「無国籍である」，社会科の内容が「断
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片的な知識を，表面的な連関だけでよせ集めているに

すぎない。だから生徒はうっかりすると『話の泉』的

な物しりになるだけで，大事な知識（文化遺産）をし

っかりと身につけることができない」，「調査のまねご

とや見学，模型づくりなどで時間を浪費することが多

く効が少ない」などの国民的批判は「新教育は基礎学

力を低下させる」ことへの危惧から沸き起こったもの

であろう。

　この後，1958（昭和 33）年の学習指導要領改訂に

よって基礎学力の充実・科学技術教育の向上を目指し

て経験主義教育から系統主義教育へと転換がなされ，

さらに 1968（昭和 43）年の改訂では高度経済成長を

背景に学習の系統性を一層重視する傾向が強まり教育

内容のレベルアップと教育の能率化が図られた。しか

し，詰め込み主義であるとか落ちこぼれを生み出して

いる等の批判を受け，1977（昭和 52）年には「ゆとり」

ある「充実」した学校教育を重視し，「個性」や「能

力」に応じた指導を行うことを謳って学習指導要領の

改訂がなされた。この傾向は 1989 年改訂の学習指導

要領にも継承され，基礎的・基本的な学習内容指導の

徹底，関心・意欲・態度を重視した自主的・自発的な

学習を促すこととなり，「生きる力」の育成に力点を

置く 1998 年の現行学習指導要領はその延長線上にあ

ると言える。

Ⅳ　情報化社会と学校教育における経験主義教育の導入

　知識の陳腐化が急速に進む情報化社会，予測の出来

ない不透明な未来，そして生涯学習の時代という時代

認識を基底として，問題発見能力や問題解決能力，更

には総合的な思考力の育成が教育改革に求められ，「調

べ学習」といった情報収集・問題発見・情報発受信

の能力を開発する教育方法の導入や研究がなされてい

る。

　このような問題解決的学習が是であるという認識と

しては次のようなものがある（５）。第一に，情報化の

進展は知識を陳腐化させるスピードを速めるから，知

識を与えることの重要性は減るという論理であり，古

い知識はすぐ役にたたなくなるという前提がこれを支

えている。第二に，それゆえに知識を与えることより

情報収集の方法を教えることの方こそ価値があるとの

考えが支持される。そして情報収集の方法さえ身につ

けば問題解決能力や創造性を発揮できるようになると

信じるのである。第三に，生涯学習の時代になれば学

び直しが出来るようになるから学校時代には学び方さ

え身につけておけばよい，そしてすぐに陳腐化する知

識よりも学び方が学校卒業後の学習にとってより重要

であるという判断がなされる。これらを受け入れると，

知識を伝達する教育よりも「自ら学び，自ら考える力」

を育成することがこれからの教育にとって重要な役割

であるとの考えが一見説得力があるように感じられて

くるが果たして正しいのだろうか。

　第一の知識が急速に陳腐化する社会では知識伝達の

重要性が減少するとの認識についてだが，確かにマス

メディア等で流布する情報の陳腐化速度は速まってい

る。しかし，学校で教えられる知識は，もともとその

ような流行の知識やニュースではなく，むしろ新しい

知識を理解する上で基盤となるような知識である。高

校程度の理科の知識も無しに最先端の科学技術につい

て理解しようとしても無理であるし，高校程度の社会

科（地理・日本史・世界史・政治経済等）の知識は現

代社会の問題を考えるための基礎知識である。情報化

社会では知識がすぐに古くなるから知識を教えること

は意味がないとする判断は，新しい知識の理解が，そ

れ以前の知識と関連しないと見なさない限り正しいと

はいえない。第二の情報収集の仕方さえ身につければ

十分とする認識も疑問視せざるを得ない。情報機器に

よる情報検索方法に詳しくなっても，そこで得た知識

や情報の意味が理解できなければ集めた情報は無意味

である。しかも問題が複雑になればなるほど，情報の

在処を知るためにも，その問題を巡る基本的な知識が

重要となる。特に情報量が多くなればなるほど，どの

情報が正しいのか，問題解決にとって意味があるのか

を判断する周辺的知識を含め，当該テーマに関する知

識が不可欠となる。調べる方法さえ身につければ誰で

も問題発見・問題解決が出来るということではなく，

収集した情報を理解した上での取捨選択が不可欠とな

る以上，基礎的な知識の有用性は否定できない。第三

の生涯学習の時代になれば学び直せるから学び方さえ

身につけておけばよいという認識も疑わしい。むしろ

生涯学習の時代だからこそ，基礎的な知識の重要性が
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高まるのではないのか。何かを学び直すにしてもどの

段階から始めればよいのか。中学校，あるいは高校程

度の基礎知識があるのとないのとでは，学び直しのス

タートラインがかなり違ってくる。大人になって忘れ

てしまったとしても，一度理解した経験があれば学び

直しが容易になるだろう。生涯学習の機会を広げるに

は，基礎的な知識を学校教育においてどれだけ広く子

ども達に理解させておくのかは国策としても重要な問

題である。

Ⅴ　展望－「調べ学習」の今後－

　以前に経験主義的教育，問題解決学習を実験的に導

入し一応の成功を見た米国の事例としては富裕層の白

人たちが通う小規模な私立の名門校や大学附属学校が

多く，一方，教員養成用教科書 Best Practice では子

ども中心の経験主義的教育実践が大都市部の貧困地区

にある学校でうまくいくかどうかを疑問視し検討がな

されている。このことは，問題解決学習の成功と階層

とが連関していることを示唆するものである。

　かつての日本でも，昭和 20 年代の経験主義教育，

問題解決学習を導入したことによる学校教育の混乱

と学力低下の懸念による系統主義教育への回帰がなさ

れた。それ以前の大正期には「八大教育主張」の一つ

である「自由教育論」を展開した手塚岸衛による学校

教育改革の試みも同様の理由で挫折を見ている（６）が，

その原因としては問題解決学習の効果が上がるのは知

的程度の高い子ども達の集団で，少人数教育ができ，

優れた教師によるきめ細やかな指導が行われ，多様で

豊富な資料や教材が充実した施設設備を備えている場

合であることを弁えず，徒に問題解決学習という教育

方法を採用すれば一般の学校でも同様の成果が期待で

きると考えたためであった。

　かつての轍を踏まず経験主義に立脚した問題解決

学習方法としての「調べ学習」を初等中等学校におい

て有用ならしめるためには，どのような階層の子ども

達に有用なのかについての調査研究，教育行政による

情報機器や資料等が充実し利便性に富んだ施設・設備

の拡充，学力格差が大きい学級あるいは学業に興味関

心が全くなく「主体的に」学ぼうとしない生徒への対

応に関する教育法の確立などが望まれる。一方，経験

主義教育や問題解決学習の有効性が局地的なものであ

り一般化することは極めて困難であったという経緯か

ら，折衷的ではあるが学校教育の中でこの「調べ学習」

を「限定的」に行い，系統学習との調和を図ることが

現実的方策であると考えられる。

【註】

（１）　星村平和監修『社会科教育へのアプローチ－社

会科教育法－』現代教育社，2002 年，51-52 頁。

（２）　同上書，138-143 頁。

（３）　奥田真丈監修『教科教育百年史』建帛社，1985

年，643-680 頁。

（４）　第二次大戦での罹災学校数 3556 校，全面積の

12％強が灰燼に帰したと言われる終戦直後の状況

で，新しく学校を建築する際には木造から鉄筋コ

ンクリート造となっていくが，設計自体の基準と

なったのが 1895（明治 28）年の「学校建築図説

説明及び設計大要」で，新教育に相応しい学校建

築のあり方などは検討の対象にもなってはいなか

った。（建築思潮研究所編『建築設計資料 16　学

校－小学校・中学校・高等学校－』建築資料研究

社，1987 年，6 頁）

（５）　苅谷剛彦『教育改革の幻想』ちくま新書，2002

年，159-163 頁。

（６）　手塚は勤務する千葉師範学校で，自治会活動や

学校行事の奨励・自由学習時間の特設・試験や通

知表の廃止など児童本位の学級経営を行った。し

かしこのような試みは，選抜された知的レベルの

高い子ども達には通用しても一般公立学校におい

ては容易ではない。事実，手塚の転任先である大

多喜中学校で千葉師範学校と同様の教育を行った

ところ，生徒達から勉強の仕方がわからないなど

の不満が続出，同盟休校を引き起こしてしまった

ため手塚は在任１年２箇月で依願退職してしま

う。

【参考文献・論文】

１　奥田真丈監修『教科教育百年史』建帛社，1985 年。
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ぎょうせい，1993 年。
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教育社，2002 年。

６　西村弘治「問題解決主義社会科における歴史学習」

中国四国教育学会『教育学研究紀要』第 47 巻第二部，
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家族機能の変容に対応した自立支援システムの構築に関する総合的研究

　  上見幸司、三澤　進、桑原英明、林　寛一、水嶋陽子、森山賢一、
　  吉尾千世子、大坂佳保里（協力者：宮本茂雄、保崎秀夫）

　平成 15 年度は、平成 14 年度からの継続で、少子高

齢化が進展する最中での現代社会における家族機能の

変容に着目し、次の２点の主要課題について取り組む

ことを目的とした。

　すなわち、課題１：社会支援、具体的には障害児（者）

家族支援、育児家族支援、介護家族支援などに向けた

ソーシャル・ネットワーク構築の設計図を描くための

基礎データを、①「健康高齢者の生活実態と自己効力

感・生きがい感に関する研究」と②「要介護者を居宅

で介護する主介護者の介護態度の研究」を通じて収集

し、そのデータを分析する。そして、課題２：家族の

食生活の実態に着目して、健康問題に対する認識と食

生活との関連について、①児童・生徒の意識調査と保

護者の養育態度調査から検討するための大規模調査を

設計、検討する。その際、保護者に向けた質問紙に、

②「女性の社会進出」と「子育て支援」に関する意

識調査を織り込み、家族機能の変容に伴う家族支援ネ

ットワークの基本構造を策出するための調査を実施す

る、である。

研究実績の概要

課題１：①首都圏都心部（新宿区）、近郊の住宅地（埼

玉県坂戸市）および農村部（静岡県大東町）の健康な

65 歳以上の高齢者を対象にして「生きがい感」に関

する意識調査を実施した。パス解析による分析では、

高齢者は健康の自覚と友人との交友関係の良好さが、

それまでの人生に向けた評価である自己効力感と正の

相関を示すことが認められ、同時にそれらの関係が生

きがい感の強さにも相関することが指摘された（「人

間科学論究」第 12 巻、2004 年３月）。

② では、茨城県守谷市における脳血管障害の後遺症

で要介護状態となった家族成員の身体扶養に携わって

いる主介護者に面接調査を実施し、談話の質的内容分

析によって、主介護者の介護に向けた態度構造につい

て解析した。カテゴリー化とクラスター分析による解

析から、介護の態度構造には「家族の協力を調整しな

がらも、かつ要介護者に不満をもちながら介護してい

る」「介護を自分の役割として請け負っている」「現状

が自分でできる介護の限界だと捉えている」「現状の

介護が自然な日常性の一部だと捉えている」の４つの

認識の構造が析出された。これらの構造には一方では、

要介護者の状態の変化に伴う介護量の変化や病前の家

族の人間関係における評価の意味づけが介在変数とな

り得ることが指摘された。

課題２：質問紙の構造化と、調査対象地域および調査

対象者を県内５地域における市街地・その周辺地域の

小学校・中学校の児童・生徒およびその保護者とし、

協力校での学級における集合調査とその保護者に向け

た郵送調査が実施された。質問紙は遂次、回収される

運びである。
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金砂磯出大祭礼の執行に見る地域社会・生活変動の研究

　研究代表者　柄澤　行雄

　本研究は、72 年に一度催される茨城県久慈郡水府村

と金砂郷町の東西金砂神社の磯出大祭礼の執行をめぐ

る人々の活動を通して、前回の 1931 年から今回 2003

年の祭礼までの茨城県北地域の地域社会変動と生活変

動の一端をとらえようとするものである。ちなみに、

この祭礼は東西二つの神社から、それぞれご神体を神

輿に載せ、 500 人規模の行列を組んで６泊７日の日程

で日立市の水木浜まで往復するという神事である。

  さて、研究期間の２年目にあたる本年度は、この大

祭礼が終了したあとの、事後調査という形になった。

現時点では、研究課題についての最終的な結論を得る

までには至っていないが、これまでの考察から得られ

ている暫定的な知見は、おおよそ以下の点にまとめら

れよう。

１）政教一致から政教分離という政治的条件の変化が、

祭礼への県や関係自治体はの関与を大幅に縮小さ

せ、今回は、自治体により温度差はあったが、主と

して「大田楽」という民俗文化財への支援と祭礼中

の安全の確保という役割だけを担うに留まった。そ

れだけに、逆に祭礼執行者は、行政と部分的に協力

しながら、自立的に祭礼の執行を行う力を獲得する

こととなった。

２）高度経済成長とともに進行したモータリゼーショ

ンは、渡御行列のあり方を大きく制約する条件とな

った。渡御の経路にあたる県道、国道は自動車の通

行が優先され、渡御のための大幅な交通規制はなさ

れず、逆に渡御行列が大・中・小という三様の編成

をとりながら、車社会に適用することとなった。

３）同様に、地域住民の生活様式の変化、とりわけ住

宅建築様式の変化は、行列参加者の現地での宿泊を

不可能にした。かつては、渡御経路の民家を宿舎と

して利用したが、今回はほとんどそれが不可能にな

り、参加者は「通い」という形で対応することとな

った。

４）このことには、単に住宅建築様式の変化という物

理的条件だけではなく、住民の意識の変化も大き

くかかわっている。つまり、見ず知らずの他人を宿

泊させるという意識は大きく後退し、逆に煩わしい

ことは避けたいという意識が強くなってきたのであ

る。

５）東西神社の氏子地域では、過疎化、高齢化が進行

し、各 500 名を越す行列参加者を氏子だけから調達

することができず、氏子以外から奉仕者、神輿の担

ぎ手、青士などを確保せざるを得なかった。

６）以上のような困難な諸条件にもかかわらず、72

年に一度というこの祭礼の特徴から、祭礼に対する

氏子や渡御経路にあたる各地域の住民の関心は非常

に高く、祭礼への物質的・精神的なサポートが与え

られ、今回の祭礼の成功におおきく寄与した。

７）しかし、このことは、祭礼の形骸化、世俗化とい

う一般的傾向にこの地域が反した動きを示している

ということを示すものではない。祭礼本来の意味を

関係者がどの程度内面的に受けとめているかは定か

ではないが、祭礼のイベント化という流れのなかで

の関心という側面が強いものと考えられる。

  以上に報告したことは、昨年度の報告と重なる部分

が少なくないが、そこでも報告したように、こうした

条件変化にもかかわらず、この祭礼を執行ができた原

因として「何か」があったことは、確かである。その「何

か」を追求しながら、地域社会変動と人々の生活変動

の意味を明らかにしていきたい。
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人間の認知的行動に関わる言語行動の役割

　森山哲美・渡邉孝憲・西澤弘行・千葉敦・井上徹・佐藤隆弘

　本研究は、言語が認知にどのような効果を持つのか

を検討した。問題としたのは、話し手の指示や談話に

対する聞き手の理解と刺激等価性である。

　まず、自己と他者の言語が聞き手の行動に及ぼす影

響を調べた。前者は言行一致、後者は教示の効果の問

題である。言行一致では、課題選択に関する被験者の

宣言が、選択に及ぼす影響を調べた。結果、言行一致

が認められた。次に、教示が被験者の行動に及ぼす影

響を調べた。結果、教示を受けなかった被験者だけが、

随伴性に対応した行動を示した。二つの研究から、言

語は、強化随伴性を介して人の行動に影響することが

わかった。

　次に、カウンセラーとクライエントの発言が、カウ

ンセリングにもたらす効果を調べた。そのために新た

に①カウンセリングが目指す効果とはどういうもの

か、②「自己概念の変容」はカウンセリングの効果に

とって不可欠か、③クライエントによる評定も効果判

断の指標として用いることの可能性などについて文献

研究をしている。実験的面接の準備として、ゼミナー

ルの学生に対し傾聴訓練を行ない、現在そのデータを

自己探求という観点から分析している。

　３番目の研究として、日本人英語学習者の長母音・

短母音の区別の仕方を発話と知覚の観点から明らかに

するため二種類の実験を行った。発話の音声分析実験

では、継続時間が主要な弁別的特徴となったが、フォ

ルマント周波数はそうではなかった。一方、知覚実験

においては、他の音響的特徴もさることながら、継続

時間が母音の同定に主要な音響キューであることがわ

かった。

　４番目の研究として、英米の新聞、雑誌などから収

集したデータとコンピュータ・コーパスにより収集し

たデータを基に、様態・比較を表す like,  as if,  as 
though- 節の統語的、意味的分析を行なった。統語論

的考察では、同一の副詞的従属節でも主節との統語的

つながりは従来考えられているほど一様ではなく、構

造的不確定な副詞従属節があることを明らかにした。

次に、look や sound などの感覚動詞と共起する like, 
as if, as though- 構文を取り上げ、主節主語に it をと

もなう構文（it 型）と意味内容のある名詞句をともな

う構文（NP 型）の意味の違いについて調査を行なった。

その結果、NP 型に課されるといわれる直接観察の条

件に違反する用例が多数存在することが分かった。

　５番目の研究として、話者交替構造についての文献

研究と会話データの予備的な解析を行ない、会話の状

況により話者交替構造の実現とそこでのリソースの使

用に変異が見られ、多様性のあるデータが必要である

事が示唆された。

　最後に、ネーミングと刺激等価性の関係を検討した。

被験者が行うイントラバーバルネーミングによって刺

激等価性の成立が促進されるかどうかを、大学生に対

して実験で調べた。まず被験者に全ての刺激名を教え

た。その後、見本合わせ課題で見本刺激と比較刺激の

名前を連鎖的に発言するように被験者に要求した。結

果、このイントラバーバルネーミングは刺激等価性の

成立を促進することがわかった。
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　刻印刺激は任意のオペラント反応の強化子として機

能する。しかし、この刺激で強化される反応のパター

ンは、オペラント条件づけの強化子として用いられて

きたエサや水で強化される反応のパターンと異なる。

刻印刺激の場合、反応のパターンは変則的で反応の頻

出と休止とが交錯する。2003 年度に行った実験は、こ

の問題を明らかにするため、刻印刺激とエサのそれぞ

れのもとでの反応パターンを直接比較した。当初、並

立強化スケジュールで各刺激の強化機能を比較する予

定であったが、前年度の実験手続きで問題があったた

め、2003年度ではこの実験の問題を改善して追試した。

　本実験では、孵卵器で孵化した 6 羽のヒナを 3 羽ず

つ２群、赤箱群とエサ群に分けた。各ヒナは３日齢ま

で自動反応形成の手続きによってオペラント実験箱の

キーをつつくことを訓練された。赤箱群の場合、キー

の点灯と赤箱の対提示を受け、エサ群の場合、キーの

点灯とエサの対提示を受けた。３日齢の自動反応形成

の終了直後、各ヒナが赤箱とエサのどちらを選択する

のかを直線走路で調べた。赤箱群の場合、赤箱が選択

されれば、その刺激は刻印刺激である。このテストの

後、各ヒナは 12 日齢ないし 15 日齢になるまで連続強

化スケジュールのキーつつき訓練をオペラント実験箱

で受けた。キーつつき反応に随伴して、赤箱群では刻

印刺激である赤箱が呈示され、エサ群ではエサが呈示

された。この訓練期間中、各ヒナは飼育ケージ内で赤

箱とエサの各刺激を１時間ずつ継時的に受けた。キー

つつき訓練では、飼育ケージで各群に対応した刺激（赤

箱群なら赤箱、エサ群ならエサ）の呈示が行われてか

ら３時間後に訓練が実施される条件と９時間後に実施

される条件の二つが設定された。３時間後の場合、各

ヒナの強化子は訓練開始前に３時間剥奪され、９時間

後の場合、強化子剥奪は９時間であった。この剥奪時

間の差が、キーつつき反応にどのような影響をもたら

すのかをみた。

　上の手続きで次の三つの問題を検討し、刻印刺激の

強化機能の特異性を調べた。三つの問題は、（1）自動

反応形成実験で提示された赤箱は刻印刺激となるか、

（2）各強化子は、連続強化のもとでのキーつつき反応

にどのような効果を持つのか（反応率、累積反応記録、

機会あたりの反応間間隔の分布の比較）、（3）キーつ

つき訓練前の各強化子の剥奪時間がキーつつき反応に

及ぼす効果の比較、以上である。

　結果、（1）自動反応形成実験によって赤箱は刻印刺

激となった。（2）エサと刻印刺激は両方とも、キーつ

つき反応の強化子となった。しかし、反応率は、刻印

刺激の時よりエサの方が高かった。刻印刺激が強化子

の場合、累積記録のパターンは変則的だが、エサはそ

うでなかった。また、機会あたりの反応間間隔の分布

は、刻印刺激の場合とエサの場合で異なった。（3）訓

練直前の各強化子の剥奪時間の効果はエサと刻印刺激

で異なった。エサの場合、剥奪時間が長いと反応率は

高くなった。しかし、刻印刺激の場合、そのような傾

向は見られなかった。以上の結果から、刻印刺激の強

化機能はエサの強化機能と異なり、変則的で特異的で

あることが確認された。

刻印対象の強化機能の特異性（2年次）

　森山　哲美
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　江戸時代から明治初期にかけての数学教育は，和算

や算盤算術を主とする状況からやがて幕末期に入ると

洋算との相克状態となり，明治５年の学制頒布以降，

洋算教育へと移行定着する過程をたどった。教育史の

通説では「藩学算術科は，全く実用主義的観点から設

置された」とされていたが，熊本や弘前などの藩学数

学教育の実態からすれば首肯できるものではなく，今

後さらに多くの事例研究を積み重ねる必要があると考

えざるを得ない。

　今回取り上げたのは津和野藩学養老館における数学

教育である。

　1786（天明 6）年に第８代藩主亀井矩賢により創設

された津和野藩学養老館は，その教育方針の一つとし

て医学振興に重点を置き，初代学頭山口剛斎が国学や

神道にも該博な知識を有していたため西洋医学や数学

を擁した幅広い内容を持っていたことが特色である。

必修である文学以外の国学・兵学・医学・数学・礼法

は選択して専攻し，武芸では士格が剣・槍・砲術を必

修，徒士以下が剣・砲・柔道を必修，弓・馬・騎射・

抜刀等は選択して専攻する規定であった。特に津和野

藩での数学教育は久留米藩，延岡藩等とともに早くか

ら力を入れており，養老館の教学においても国学，洋

学，医学と並んでその中心をなしていたことは全国の

諸藩学においても珍しいものである。

　養老館が教育対象としていたのは中小姓以上の藩士

であり，足軽等の卒は特別に入学を許可するものであ

った。1849（嘉永 2）年の数学教場掟には「数学ノ義

ハ済世ノ急務，治乱共ニ達用ノ事ニ候得ハ諸士覚悟可

有之。尤眼前ノ利勘ニ走ラス数理ヲ極メ候様可被致修

行事」とあり，養老館の数学教育は高尚高度な和算を

嗜むことに主眼が置かれていた。中堅以上の藩士子弟

が数学を学ぶ意義は経世済民のためであるとし，実利

に走ることなく数理を極めるという教養的性格を有す

るのであり，算盤技能の向上と言う実用算術ではない。

　第 11 代藩主亀井茲監によって養老館の数学教育・

研究が飛躍的発展を見ている。茲監は筑後国久留米藩

主有馬頼徳の次男であった。彼の曽祖父である久留米

藩主有馬頼徸は関流算学家の松永良弼や山路主住に学

び，主住の高弟藤田定資を自藩に招聘し定資の『拾璣

算法』や『精要算法』（養老館テキスト）等の数学学

習書を出版するなど数学の研究教育発展に尽力してい

る。茲監もこの影響を受け養老館の数学教育に力を入

れたのである。

　近世において藩学に数学専修の課程を置く意義を津

和野藩学養老館の事例から考察すると次のようなこと

が判明する。

①　藩学の教授内容は藩主の意思が強く反映されるた

め，六芸の一つである数学を武士が学ぶべき重要な

素養とする亀井茲監により養老館の数学教育・研究

の充実が主導された。

②　養老館での教育対象は士格（中小姓以上）を原則

としており，彼らが学ぶ数学は実用実利のためでは

なく教養としての位置づけがなされた。つまり，藩

学での数学学習は武士の階層性を反映し，中上層の

藩士のみが触れうるのである。

③　教授内容は，実務を担当する下士の必須技能であ

る算盤算術と一線を画しており，図形を点竄術で解

くという高度な幾何学に重点を置く教養的なもので

あった。

藩学算術科の設置目的と教導実態に関する基礎的研究

　佐藤　環
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　本研究においては、「総合的な学習の時間」の基本

的な性格をしっかりとおさえ、その特徴を浮き彫りに

して、そこから教育課程を始めとした実践的課題を明

らかにすることを目的としたい。

　そこで、昨年度に続き、「総合的な学習の時間」の

各学校における位置づけや学習形態、学習方法、授業

内容等について小中高校の先駆的研究校を選択し、授

業研究も行い、上記についての考察、吟味を行った。

　このことによって、現在我が国において実施されて

いる「総合的な学習の時間」の基本的な特徴について、

実践的考察を行ったのである。

　「総合的な学習の時間」の実践については、小中高

校各々の学校によって大きな特色があり、カリキュラ

ム開発を進めていく上で、教育活動全体の中での位置

づけ、学習内容、たとえばテーマの設定、単元構成等

に明瞭に表われていた。

　このことと関連して、学校全体のカリキュラム構成

を含めて「総合的な学習の時間」のカリキュラムが構

想され明確な位置づけがなされなければならないこと

が重要な視点としてあげられた。本研究の成果の一部

について、詳細には以下において発表した。

論文

１． 沢柳政太郎における個性尊重の教育の理論と実践

平成 15 年３月　『人間科学論究』　第 11 号　PP.55

～ 66

２． 小学校における栽培学習の実践とその教育内容　

－教科理科・総合・クラブ活動、三領域の関連に

かかわって－

平成 15 年８月　日本農業教育学会課題研究　『農

業学習の教育効果に関する総合的研究』

　　日本農業教育学会編　PP.27 ～ 33

３． 高等学校における「課題研究」に関する教育方法

学的考察　平成 15 年８月　日本農業教育学会課

題研究『農業学習の教育効果に関する総合的研究』

　　日本農業教育学会編　PP．89 ～ 93

４． 我が国における総合学習の歴史的原点にみる農業

の教育

－高等師範学校附属小学校での「飛鳥山遠足」を

手がかりに－　平成 15 年８月　日本農業教育学

会課題研究　『農業学習の教育効果に関する総合

的研究』　日本農業教育学会編　PP．135 ～ 143

口頭発表

１． 豊かな心を育む体験的活動に関する実践的考察－

子どもの栽培学習の場面を通した考察を中心とし

て－　平成 15 年５月　日本感性教育学会平成 15

年度大会　於　文化女子大学

２． 高等学校における特色ある学校づくりと教育課程

経営　平成 15 年７月　茨城教育実践学会第 11 回

大会　於　常磐大学

３． 「総合的な学習の時間」と「開発教育（国際理解）」

－教室から世界へ飛び出す学習の展開－　平成15

年７月　茨城教育実践学会第11回大会　於　常磐

大学

４． 生活科・総合的な学習の時間の関連と農業学習カ

リキュラム構想　平成 15 年８月　日本農業教育

学会　於　京都府立大学

５． 教育環境の変化と緑豊かな学校づくりに関する研

究　－校庭における環境づくりを中心として－　

平成 15 年８月　日本農業教育学会　於　京都府

立大学

総合的学習のカリキュラム創造に関する研究

　森山　賢一
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（研究目的）

　アメリカ企業のコーポレート・ガバナンスのあり方

が変化した背景の一つは機関投資家の投資姿勢の変化

にあるといわれている。しかし、機関投資家の投資姿

勢はそのタイプにより異なりうるにもかかわらず、そ

の実態に関する先行研究の蓄積は限られている。本研

究の目的は、アメリカの主要企業における機関投資家

の投資姿勢および所有構造の特徴と変化を、機関投資

家のタイプ別に明らかにすることである。

（研究方法）

　Thomson Financial 社および Standard & Poor’s 社

を通じて入手したアメリカ主要企業の機関投資家の時

系列での各年末時点の所有株数データ 13f に基づき、

機関投資家全体および機関投資家の 5 タイプ（「銀行」、

「投資アドバイザー」、「保険会社」、「投資会社」、「年

金基金・財団・基金」）の 10 年間での持株数の推移お

よび変化、所有構造を明らかにする。

（研究経過）

　今年度は IBM 社の分析を行った。1988 年から 1997

年の 10 年間における平均投資期間（連続した最長投

資年数）の点で、2 つのグループに分かれることが明

らかとなった。1 つは、比較的長期投資型であり、こ

れには銀行（4.43 年）、保険会社（4.44 年）、年金・財団・

基金（4.12 年）が含まれる。もう 1 つは比較的短期型

であり、これには投資アドバイザー（3.16 年）と投資

会社（3.12 年）が含まれる。

　さらに、10年間における持株数の変化をみるために、

各タイプの持株数の平均変動係数（10 年間の持株標

準偏差平均／ 10 年間の平均持株数）を算出したとこ

ろ、この値が比較的小さい 2 タイプ（銀行：0.45、年

金基金・財団・基金：0.42）と比較的大きい 2 タイプ（投

資会社：0.67、投資アドバイザー：0.65）、その中間的

なタイプ（保険会社：0.58）があることが明らかとな

った（非投資年を計算に入れない場合）。

　また、10年間での持株数の変化の推移をみるために、

連続する 2 年間について各タイプの持株数を変化させ

た機関株主比率の傾きおよび持株変化率の標準偏差平

均値の変化の傾きを算出したところ、前者の傾きが正

であったのは４タイプ（銀行、年金・財団・基金、保

険会社、投資会社）であり、負であったのは１タイプ（投

資アドバイザー）であった。後者の傾きが正であった

のは 2 タイプ（投資アドバイザー、保険会社、投資会

社）であり、負であった 3 タイプ（銀行、年金・財団・

基金、）であった。

　所有構造上の変化をみるために、10 年間における

機関株主所有比率上位 100 位における各タイプの株主

数の傾きを算出したところ、銀行、年金基金・財団・

基金は負であり、投資アドバイザー、保険会社、投資

会社は正であることが明らかとなった。

　本研究は 3 年計画の 2 年目にあたり、期間終了後に

分析方法・結果の見直しと解釈を行う予定である。

アメリカ企業のコーポレート・ガバナンスと
機関所有構造についての研究（継続）

　文堂　弘之
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　本研究の目的は、ヒューマン・サービス従事への意

欲の維持には、どのような心理・社会的要因が影響し

ているのかを縦断的に検討することである。これまで

の調査では、福祉を学ぶ大学での適応がよいほど福祉

への動機づけは高くなることが示されている（佐々木・

木村、2001, 佐々木 2001）。また、ヒューマン･サービ

ス従事者は、献身的対人態度と客観的対処という矛盾

したストラテジーが必要だとされ（Lemkau, Raff erty, 

& Rudisill, 1987）、ストラテジーは個人の価値観や心

理・社会的特性に影響されると考えられる。これらの

ことから、本研究では、個人の心理・社会的特性およ

び価値観がストラテジーを規定し、ストラテジーや適

応が福祉への動機づけを規定するとのモデルを立てた。

【方法】　

調査対象　仙台市内の福祉系大学学生35名（男性8名、

女性 27 名、平均年齢 19.0 歳）。

調査期間　第１回調査 2001 年 10 月　第２回調査 2001

年 5 月　第３回調査 2003 年 5 月。

質問紙　被調査者は、佐々木・木村（2001）の質問紙

に回答するよう要請された。フェイス・シートは、性

別・年齢・居住形態（家族と同居かひとり暮らしか）・

未婚か既婚か・大学の専攻、ボランティア活動の経験

の有無などである。福祉への動機づけは「福祉関係の

職業にぜひつきたい」～「つきたいとは思わない」の

５段階で測定された。被調査者の心理・社会的適応

に関しては、佐々木・木村（2001）で用いられた大

学適応尺度 :CAQ（Van Rooijen, 1986）18 項目、SDS

（Zung, 1965）、ストラテジー・帰属尺度 : SAQ（Eronen, 

Nurmi, & Salmela-Aro, 1998）30 項目、および自尊心

尺度（Rosenberg, 1979）の日本語訳、人間観尺度（仁

平、2000）に回答するよう求められた。

【結果および考察】

尺度の検討　尺度の妥当性は、自尊心尺度（α = .76）、

SDS（α = .80）、人間観尺度（α = .69）、CAQ（α = 

.91）、SAQ（α = .41）であった。人間観尺度は、因子

分析の結果、４因子が妥当で（固有値 1 基準）、因子

を構成する項目から、第 1 因子は偉大性・誠実性、第

2 因子は利己性、第 3 因子は感情性、第 4 因子は理知

性と命名した。SAQ の達成文脈の項目は、Eronen ら

（1998）のカテゴリーに従い、相応する項目の平均値

を成功期待、課題無関連、社会的支援、熟慮、支配の

指標とした。

心理・社会的適応を規定する要因の検討　まず、福祉

職への動機づけを目的変数、CAQ と SAQ を説明変数

として重回帰分析を行った。次に、CAQ と SAQ をそ

れぞれ目的変数とし、人間観、自尊心、性別を説明変

数として重回帰分析を行った。第 1 回目調査から第 3

回目調査のデータについて、モデルに従って分析を行

い、各調査時期ごとにパス図を作成した。第 1 回目で

は年齢や自尊心が高いほど参加者の適応が促進され、

また「人間とは偉大で誠実なものだ」という人間観が

強いほど適応が促進されることが示された。適応は福

祉への動機づけを強めており、個人特性や人間観は適

応を媒介して福祉への動機づけを強めることを示して

いる。第 2 回目では、自尊心が適応を媒介して福祉へ

の動機づけを強めていた。第 3 回目では、参加者が課

題に関連しないストラテジーを用いるほど福祉への動

機づけは弱められ、これらのストラテジーは自尊心が

低いほど多く用いられた。これらの結果から、福祉へ

の動機づけを維持するためには、在学の期間が長くな

ると人間観や個人特性よりも福祉に関連する課題に取

り組めるかどうかが重要になってくると推察される。

大学生の職業選択と適応
－ヒューマン・サービス従事に関する縦断的研究－

　佐々木美加
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【石川　勝博】

学会発表（口頭発表）

･ 携帯電話の逆機能に関する研究」（2003.11.15）　第10回日本教育メディア学会年次大会（於江戸川大学）

『日本教育メディア学会　第 10 回大会発表論文集』、34-35.

研究論文　･ 「『ケータイ・コミュニケーション』の逆機能に関する研究」、『人間科学　21-2』、常磐大学人間科学部、

39-50、2004.

･ 「地上デジタル放送と受け手の能動性」、『教育メディア研究　10-2』、7-13、2004.

【石原　　亘】

その他（創作活動）

･ 井戸良弘（石原亘）、谷口悌三、やまもとのりこ、吉松幸四郎　「les systèmes」（個展）（03-12-20：

ハーモニーホール（水戸））

【伊東　昌子】

博士論文　･ 「説明的筆記思考が構成的学習に与える影響　－高次構成活動の促進－」広島大学教育学部学習開発

専攻

論　　文　･ 宮島麻美・伊藤良浩・伊東昌子・渡邊琢美　「つながり感通信：人間関係の維持・構築を目的とし

たコミュニケーション環境の設計と家族成員間における検証」　ヒューマンインタフェース学会誌 , 

Vol.5, No.2, pp.19-28, 2003.　　＊学会論文賞受賞

著　　書　･ 渡邊琢美・伊東昌子　「温かいコミュニケーション：つながり感通信の誕生」　共立出版

国際ワークショップ

･ Itoh, M. & Arai, K.  “Designing a learning class communication system for elementary school 

children and their Teacher: A test use in an sixth grade class.”  The joint workshop of cognition 

and learning through media-communication for advanced e-learning, 2003 （September）, Berlin, 

Germany.

･ Maeda, Y., Watanabe, T., Kitajima, K., & Itoh, M.  “Creation of an e-Learning community for an 

elementary school and its neighborhood: a case study in a Japanese mountain area.”  The joint 

workshop of cognition and learning through media-communication for advanced e-learning, 2003 

（September）, Berlin, Germany.

国内学会発表

･ 中村真理子・山口悟・杉山泰之・梶井浩・伊東昌子　「食品に関する提供情報内容が消費者の安心感

に及ぼす影響－牛乳を事例として－」　日本社会心理学会第 44 回大会論文集 258-259, 9 月 .

･ 中村真理子・山口悟・杉山泰之・梶井浩・伊東昌子 「PRTR 情報に対する人々の「リスク感」に関

する検討－事業所データを事例として－」　日本リスク学会第 16 回研究発表会講演論文集第 16 巻

371-376, 11 月 .

研究業績一覧
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【井上　　徹】

研究論文　･ “Further Remarks on Adverbial Complement Clauses.”  Seijo English Monographs  No.36    成城大

学、2003 年 9 月、pp.245-291.

研究発表　･ 「look/sound like 構文の意味について」英語語法文法学会第 11 回大会、関西外国語大学、2003 年 10

月 25 日（『英語語法文法学会第 11 回大会ハンドアウト集』pp.30-34.）

【奥山　眞知】

論　　文　･ 「今日の時代状況とイスラエル研究」、日本寄せ場学会『寄せ場』第 16 号、2003 年 5 月、211-215 頁。

書　　評　･ Eva Etzioni-Halevy,　The Divided People: Can Israel's Breakup be Stopped?　
Lanham : Lexington books, 2002,x+185pp.,　『アジア経済』第 45 巻第５号、日本貿易振興会・アジ

ア経済研究所、2004 年 5 月、110-115 頁。

口頭発表　･ 「『イスラエルの政治文化とシチズンシップ』について」（合評会）、アジア社会研究会、（2003 年 3 月

22 日、東洋大学）

･ 「イスラエル国家とパレスチナ人の市民権」、都市下層研究会、（2003 年 11 月 23 日、東洋大学）

･ 「サービス産業女性労働市場予備調査中間報告」、都市下層研究会、（2004 年 2 月 29 日、武蔵大学）

【金藤ふゆ子】

著　　書　⑴　金藤ふゆ子「ボランティア活動と社会教育」伊藤俊夫編著『変化する時代の社会教育－社会教育

委員必携－』（財）全日本社会教育連合会，2004 年３月，pp.97-100

学術論文　⑴　金藤ふゆ子・土屋隆祐・高山緑「社会教育施設職員における同僚からのソーシャル・サポート効果」

常磐大学人間科学部編『常磐大学人間科学部紀要　人間科学』第 21 巻第１号 ,2003 年，pp.1- ９，（共

著）

口頭発表　⑴　金藤ふゆ子「生涯学習関連事業への市民参画の規定要因」第 24 回日本生涯教育学会大会，『第 24

回日本生涯教育学会大会発表要旨収録』，平成 15 年 11 月　静岡

調査研究報告書

⑴　金藤ふゆ子「第３章　インターネットを活用した社会教育研修プログラムの開発」国立教育政策

研究所社会教育実践研究センター『遠隔地社会教育研修・学習支援に関する調査研究報告－イン

ターネットを活用した社会教育研修プログラムの開発－』，平成 16 年３月，pp.29-33

【上見　幸司】

著　　書　１． 「管理栄養士国家試験問題集　解答と解説（第６集）（共著：「食生活」編集部編）　フットワーク出

版株式会社、平成 15 年 10 月

２． 「管理栄養士国家試験実践模擬テスト：全 450 問」（共著：「食生活」編集部編）　フットワーク出版

株式会社、平成 15 年 11 月

研究論文　１． 上見幸司、大坂佳保里：「療養・介護施設におけるヒューマン・エラーと組織のリスク・マネジメ

ント再考　－有効なシステム設計に向けて－」臨床老年看護、第 10 巻３号、pp．70-79、2003 年

５月

２． 吉尾千世子、篠原清夫、箕輪由美子、上見幸司：「高齢者の自己効力感と生きがい感に関する研究」

常磐大学大学院人間科学研究科学術雑誌「人間科学論究」第 12 号、2004 年３月

３．大坂佳保里、上見幸司：「大学生の食生活の実態と評価的態度に関する研究－茨城県水戸市の大学
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生を対象として－」常磐大学大学院人間科学研究科学術雑誌「人間科学論究」第 12 号、2004 年

　　３月

４．岡田直子、上見幸司：「看護業務のリスク・ファクターの析出とその安全設計に関する一試論　－

看護過程の回想文の内容分析から－」常磐大学大学院人間科学研究科学術雑誌「人間科学論究」

第 12 号、2004 年３月

報告書　　１． 平成 14 年度老人保健健康増進等事業報告書「介護保険施設等サービス支援事業・介護事故予測予

防システムの確立　－介護事故例の要因分析をとおして－」（共著）茨城県保健福祉部高齢福祉課

介護保険室・茨城県日立保健所地域保健推進室編集、平成 15 年３月

２． 科学研究費補助金研究成果報告書（平成 11 年度－平成 13 年度）「マクロファージ系ケモカイン（Ｍ

ＲＰ）の個体発生と腫瘍組織の遺伝発現」平成 16 年３月

研究支援活動

１． 日本看護学校協議会：「臨床人間学研究実践研修講座（セカンド・ステップ１年コース）主任講師、

平成 15 年４月１日－平成 16 年３月 31 日

２． 日本看護学校協議会：「臨床人間学研究実践研修講座（サード・ステップ６ヶ月コース）主任講師、

平成 15 年４月１日－平成 15 年９月 30 日

公的機関委員活動

１． 財団法人「常陽地域研究センター（ＡＲＣ）」評議員、平成 14 年４月１日より

２． 茨城県「ヒトゲノム・遺伝子解析研究合同倫理審査会」委員、平成 14 年８月１日より

３． 水戸市「男女平等参画推進委員会」委員（専門委員会委員兼ねる）、平成 14 年８月１日より

４． 茨城県「在宅介護事故予防検討委員会」委員長、平成 15 年７月１日より

５． 茨城県「疫学研究合同倫理審査委員会」委員、平成 15 年８月１日より

その他　　１． 水戸市男女平等参画推進室主催「男女平等参画塾」講座「お父さんになる　－妊娠と生命倫理と人

権－」水戸市男女文化センター（びよんど）、水戸市、平成 15 年５月 24 日

２．社団法人千葉県看護協会「リスクマネジメントの実際」研修会「医療事故の構図を人的要因から探る」

千葉県看護協会、千葉市、平成 15 年７月 29 日

３． 茨城県教育庁：平成 15 年度プレ・カレッジ講座「心を探求しよう：Who am I ？」茨城県立多賀

高等学校、日立市、平成 15 年７月 31 日

４．学校法人北都健勝学園教職員研修会「医療専門職員養成課程の学校教職員の自己点検・評価活動

（１）」ホテルオークラ新潟、新潟市　平成 15 年８月７－８日

５．社団法人千葉県看護協会「リスクマネジメントの実際」研修会「医療事故の構図を人的要因から探る」

千葉県看護協会、千葉市、平成 15 年８月 12 日

６．茨城県教育庁：平成15年度プレ・カレッジ講座「現代を考える：Who am I？」茨城県立鹿島高等学校、

鹿嶋市、平成 15 年８月 19 日

７．社会福祉法人尚生会職員研修会「安全看護への道筋」笠間市消防本部、笠間市、平成 15 年９月 24

日

８．学校法人北都健勝学園教職員研修会「医療専門職員養成課程の学校教職員の自己点検・評価活動

（２）」新潟リハビリテーション学院、村上市、平成 15 年 11 月 13 － 14 日

９．常磐大学生涯学習センター：管理栄養士国家試験準備講座「解剖生理学」平成 15 年 11 月 29 日

10．社団法人茨城県栄養士会管理栄養士実力養成講習「解剖生理学」茨城県健康科学センター、水戸市、

平成 15 年 12 月 21 日
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11． 千葉県救急センター研修会「リスクマネジメントに向けて」千葉県救急センター、千葉市、平成

16 年２月 21 日

【桑原　英明】

著　　書　･ 『自治体行政評価の基礎』（共編者、創開出版社、2003 年 11 月）

論　　文　･ 「環境基本条例波及の政策過程－関東１都６県の市町村を中心として」　（日本公共政策学会ホームペ

ージ、2003 年６月）

学会報告　･ 「環境基本条例波及の政策過程－関東１都６県の市町村を中心として」　（日本公共政策学会、2003 年

度研究大会　第１セッション（自由論題）『政策の波及』、2003 年６月）

学会討論者･ 分科会 E　地方部会Ⅱ「地方政治における社会資本とジェンダー」（日本選挙学会　2003 年度総会・

研究会、2003 年５月）

講演他　　･ 「合併によるこれからの地域づくりを考える」（茨城県御前山村、2003 年１月）

【河野　敬一】

著　　書　･「相生町通り商店街の現状」（第３編第３章、pp.305 ～ 316、小林収と共著）

･ 「商業・サービス業」（第４編第３章、pp.427 ～ 475、単著）小諸市誌編纂委員会編『小諸市誌　近・現代篇』

（長野県小諸市、2003 年７月 31 日）

口頭発表　･ 「近代移行期における地方都市の変容－商家同族団の存在とその意義」、日本地理学会近代日本の地域

形成研究グループ研究集会、（2003 年８月 27 日、文部科学省箱根宿泊所「青雲荘」）

･ 「近代地方都市の変容－その課題と事例研究－」、日本地理学会近代日本の地域形成研究グループ研究

集会、（2004 年２月１日、ECO プラザとしま）

･ 「近代期の地方都市地図－商工地図を中心として－」、近代日本の民間地図と画像資料の地理学的活用

に関する基礎的研究報告会、（2004 年２月 21 日、日本教育会館）

講演ほか　･ 平成 15 年度公文書保存管理講習会、平成 15 年度公文書館等職員研修会、歴史資料の利用」（2003 年

７月７日、国立公文書館、９月３日、国立公文書館つくば分館）

・ 鹿沼市史『地理編』発刊記念講演会「市街地のうつりかわり」（2003 年８月 10 日、栃木県鹿沼市民

情報センター）

【佐々木美加】

論　　文　･ 学位論文　Computer-Mediated Communication の対決性に関する社会心理学的研究　東北大学大学

院文学研究科提出学位論文　平成 15 年 5 月

・ 査読付論文　佐々木美加･八田武俊･大渕憲一　CMC の相互作用過程：言語メッセージの解釈と対決

　的反応　対人社会心理学研究　平成 16 年 3 月

学会発表　･ ヒューマン･サービスへの意欲を保つには－福祉への動機づけ規定因の縦断的研究－　日本応用心理

学会第 70 回大会　平成 15 年 9 月（本学課題研究補助金を受けて行う）

・ 佐々木美加･大渕憲一　顔のあるメディアは協調的か？－ NVM を伴う CMC の協調性－　日本社会

心理学会第 44 回大会　平成 15 年 9 月

受　　賞　･ テレコム社会科学賞（奨励賞）受賞　電気通信普及財団　平成 16 年 3 月
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【文堂　弘之】

論　　文　･ 「アメリカにおける機関投資家の投資行動とその類似性」常磐大学人間科学部紀要『人間科学』第 21

巻第 2 号、2004 年 3 月、23 ～ 38 ページ

口頭発表　･ 「わが国のＴＯＢの特徴」2004 年 1 月 31 日　日本経営学会関東部会（日本大学商学部）

【正田　　亘】

口頭発表　･ 蓮見知恵子・正田亘「落下物に対する退避行動に関する研究（２）」日本人間工学会第 44 回大会　

2003 年８月 27 日

・ 蓮見知恵子・正田亘「落下物に対する退避行動に関する研究（３）」日本応用心理学会第 70 回大会　

2003 年９月５日

・ 「応用心理学に期待する－安全を考える－」日本応用心理学会第 70 回大会　公開シンポジウム指定　

討論者　2003 年９月５日

委託研究報告書

・ 「大企業と中小企業の安全衛生管理の違い－労働安全衛生管理体制、意識の相違について－」中央　

労働災害防止協会　2004 年３月 24 日

研究調査報告書

・ 「危険予知活動とヒューマンエラー防止法」　中央労働災害防止協会調査研究部　2004 年３月 31 日

その他　　･ 医薬品に関連した医療事故防止のための Working Group 委員会　厚生労働省　2003 年４月 18 日

・ 医薬品に関連した医療事故防止委員会：輸液 WG 委員会　厚生労働省　2003 年５月 29 日

・ 人間生活工学プロジェクト技術検討委員会　新エネルギー・産業技術総合開発機構　2003 年７月　

11 日

・ 医薬品に関連した医療事故防止委員会：輸液 WG 委員会　厚生労働省　2004 年１月 26 日

【宮本　聡介】

著　　書　･ 「東京電力検査報告隠蔽事例に見る社会的フェイルセーフシステムの課題」　岡本浩一・今野裕之（編

著） 「リスクマネジメントの心理学」第 11 章、 新曜社　2003 年 6 月

論　　文　･ 宮本聡介・上瀬由美子・鎌田晶子・岡本浩一 2003 組織制度・職場コミュニケーションが違反意識・
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す学習の展開－　茨城教育実践学会　於：常磐大学　2003. ７
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